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保険会社向けの総合的な監督指針 

 

様式・参考資料編 

 

Ⅰ．申請書等様式集 

法令等に基づく申請、届出を受理する場合には、個々の申請、届出の根拠となる法令に

定められた事項が申請書、届出書に記載されているかどうかをチェックすることになるが、

申請、届出の頻度が高いものを中心に、以下のとおり書式例を定めたので申請者、届出者

から書式についての照会があった場合等に活用されたい。なお、以下の書式は、申請者、

届出者に対し強制するものではなく、異なる形式の書面であっても必要事項の記載がなさ

れている場合にはそのまま受理して差し支えないので、念のため申し添える。 

 

 （１）保険会社関係（別紙様式１～７６） 

  （注）外国保険会社等及び免許特定法人が保険会社に係る保険業法の規定の準用規定に

より、申請等を行う場合の申請等に係る様式は、別紙様式集に特段の定めがないもの

については、保険会社の申請様式等を準用するものとする。 

     この場合における「会社名」は、外国保険会社等にあっては「外国保険会社等名」

に、免許特定法人にあっては「免許特定法人名」に、また「代表者名」は、「日本に

おける代表者名」にそれぞれ読み替えるものとする。 

 

 （２）保険持株会社関係（別紙様式１～２４） 

 

 （３）保険仲立人関係（別紙様式１～２５） 

 

 （４）保険主要株主関係（別紙様式１～１１） 

 

 

Ⅱ．その他報告等様式集 

 

  Ⅱ－３－１０－３（３） 障害発生等報告書 

 

 Ⅲ－１－３－２（１） 検査結果の通知事項に対する改善状況等の報告について 

 

 Ⅲ－１－５－２ 金融機関の支店認可等に係る登録免許税納付額報告書 

 

 Ⅲ－１－８－２（１） 保険会社に関する苦情受付票 



 

 

 

 Ⅲ－１－８－２（２） 金融機関に関する苦情受付件数調べ 

 

  Ⅲ－１－９－２（２） 法令解釈等の照会を受けた際の回答について判断がつかないも

のについての連絡箋 

 

   Ⅲ－１－９－２（４） 法令解釈の照会を受ける頻度が高いものを関係部局へ回覧する

ための応接箋 

  

 Ⅲ－２－１① 生命保険募集人登録申請書（規則別紙様式第１７号）記載事項 

 

  Ⅲ－２－１② 損害保険代理店登録申請書（規則別紙様式第１７号）記載事項 

 

 Ⅳ－６－２ 別紙１．商品の概要書（生命保険会社用） 

        別紙２．数理事項についての概要書（生命保険会社用） 

        別紙３．商品の概要書（損害保険会社用） 

 

Ⅲ．参考資料 

 

 ［資料１］Ⅲ－１－９ 法令解釈等の照会を受けた場合の対応 

       金融庁における法令適用事前確認手続きに関する細則 



Ⅰ．申請書等様式集 

 

(1)  保険会社関係（別紙様式 1～76） 

 

＜目 次＞ 
別紙様式 1 保険業の免許申請書 
別紙様式 2 兼職認可申請書 
別紙様式 3 兼職認可申請書の提出について 
別紙様式 4 減資認可申請書 
別紙様式 5 社員配当準備金等の積立ての例外に係る認可申請書 
別紙様式 6 業務の代理又は事務の代行に関する認可申請書 
別紙様式 6 の 3 業務の代理又は事務の代行に関する届出書 
別紙様式 7 特定関係者(又は特殊関係者)との間の取引等に係る承認申請書 
別紙様式 8 子会社対象保険会社等を子会社とすることに係る認可申請書 
別紙様式 9 保険業法第 106 条第 8 項に定める事由により子会社となった子会社対

象保険会社等を 1 年を超えて子会社とすることに係る認可申請書 
別紙様式 10 子会社の業務を変更することに係る認可申請書 
別紙様式 11 業務報告書の提出延期承認申請書 
別紙様式 12 市場価格のある株式の評価益計上の認可申請書 
別紙様式 13 価格変動準備金の不積立ての認可申請書 
別紙様式 14 価格変動準備金の取崩しの認可申請書 
別紙様式 15 保険計理人の選任届出書 
別紙様式 16 保険計理人の退任届出書 
別紙様式 17 事業方法書、普通保険約款並びに保険料及び責任準備金の算出方法

書の変更認可申請書 
別紙様式 18 事業方法書、普通保険約款並びに保険料及び責任準備金の算出方法

書の変更届出書 
別紙様式 19 定款変更認可申請書 
別紙様式 20 保険業の開始届出書 
別紙様式 21 保険業法第 106 条第 1 項第 12 号(又は第 13 号)に掲げる会社を子会社

とする届出書 
別紙様式 22 子会社が子会社でなくなった届出書 
別紙様式 23 子会社が子会社対象保険会社等に該当しない子会社になった届出書 
別紙様式 24 資本金の額の増額届出書 
別紙様式 25 基金の総額の増額届出書 
別紙様式 26 定款（又は定款に準ずる書類）変更届出書 
別紙様式 27 外国における支店若しくは従たる事務所又は駐在員事務所設置届出

書 
別紙様式 28 総株主の議決権の百分の五を超える議決権を一の株主により取得又は

保有されることに係る届出書 
別紙様式 29 新株予約権発行届出書 
別紙様式 30 新株予約権付社債発行届出書 
別紙様式 31 役員（会計検査人）選退任届出書（事前） 
別紙様式 32 保険業法施行規則第 57 条第 1 項各号に掲げる事由により他の会社を

子会社とした届出書 
別紙様式 32 の 2 子会社対象会社以外の会社を子会社とする届出書 

 
別紙様式 34 保険会社(又は外国保険会社等)を子会社とする者の変更届出書 
別紙様式 35 子会社の商号等変更届出書 
別紙様式 36 子会社の本店の所在地変更届出書 
別紙様式 37 子会社の業務の内容変更届出書 
別紙様式 38 子会社の合併届出書 
別紙様式 39 子会社の解散（又は業務の全部の廃止）届出書 
別紙様式 40 国内の会社の基準議決権数を超える議決権の取得（又は保有）届出書 

 
別紙様式 42 基準議決権数を超えて保有する国内の会社の議決権のうち基準議決

権数を超える部分の議決権を保有しなくなった届出書 



別紙様式 43 特殊関係者を新たに有することとなった届出書 
別紙様式 44 特殊関係者でなくなった届出書 
別紙様式 45 基準議決権数を超えて議決権を保有する会社(又は特殊関係者)の業

務の内容を変更する場合の届出書 
別紙様式 46 外国における支店若しくは従たる事務所又は駐在員事務所廃止届出

書 
別紙様式 47 危険準備金の不積立て等の届出書 
別紙様式 48 回払契約の割合届出書 
別紙様式 49 異常危険準備金の計算に係る届出書 
別紙様式 50 「財務再保険」契約締結届出書 
別紙様式 51 ｢財務再保険｣契約中途解約届出書 
別紙様式 52 劣後特約付金銭消費貸借（社債）による借入れ（発行）届出書 
別紙様式 53 劣後特約付金銭消費貸借(社債)の期限前弁済（償還）届出書 
別紙様式 54 自己株式を取得する場合の届出書 
別紙様式 55 不祥事件届出書 
別紙様式 56 外国生命保険業（又は外国損害保険業）の免許申請書 
別紙様式 57 日本における事業の方法書、日本において締結する保険契約の普通

保険約款並びに日本において締結する保険契約に係る保険料及び責
任準備金の算出方法書の変更認可申請書 

別紙様式 58 日本における事業の方法書、日本において締結する保険契約の普通
保険約款並びに日本において締結する保険契約に係る保険料及び責
任準備金の算出方法書の変更届出書 

別紙様式 59 外国保険業者の駐在員事務所等設置届出書 
別紙様式 60 外国保険業者の駐在員事務所等廃止届出書 
別紙様式 61 外国保険業者の駐在員事務所等の保険業に関する情報の収集又は提

供その他保険業に関連を有する業務の廃止届出書 
別紙様式 62 外国保険業者の駐在員事務所等変更届出書 
別紙様式 63 引受社員の日本における事業に係る事業の方法書、引受社員が日本

において締結する保険契約に係る普通保険約款並びに引受社員が日
本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方
法書の変更認可申請書 

別紙様式 64 引受社員の日本における事業に係る事業の方法書、引受社員が日本
において締結する保険契約に係る普通保険約款並びに引受社員が日
本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方
法書の変更届出書 

別紙様式 65 代表者又は管理人（別表）（登録申請書添付書類） 
別紙様式 66 保険業法第 277 条第 2 項第 2 号の規定に基づく法人保険代理店の役

員の氏名及び住所を記載した書面（登録申請書添付書類） 
別紙様式 67 生命保険募集人登録済通知書 
別紙様式 68 損害保険代理店登録済通知書 
別紙様式 69 登録の拒否について 
別紙様式 70 代申支社の届出書 
別紙様式 71 生命保険募集人登録代理申請書（兼）登録事項変更･廃業等代理届出

書 
別紙様式 72 生命保険募集人登録代理申請書（兼）登録事項変更･廃業等代理届出

書別紙 
別紙様式 73 損害保険代理店代理申請書 
別紙様式 74 登録の抹消について 
別紙様式 75 保険募集の再委託に係る認可申請書 
別紙様式 76 保険募集再委託に係る認可事項変更届出書 

 



別紙様式1 

文 書 番 号 

  年  月  日 

 

内閣総理大臣 殿 

（金融庁長官経由） 

 

商号又は名称 

代表者名               

 

保険業の免許申請書 

 

当社は、今般保険業を行いたく、保険業法第3条第1項の規定に基づき、別紙のとおり

保険業の免許を申請いたします。 

 

 

 

添付書類 

1． 別紙様式1の2 

2． 保険業法第4条第2項に掲げる書類 

(1) 定款 

(2) 事業方法書 

(3) 普通保険約款 

(4) 保険料及び責任準備金の算出方法書 

3. 保険業法施行規則第6条第1項に掲げる書類 

(1) 理由書 

(2) 会社の登記事項証明書 

(3) 創立総会の議事録若しくは株主総会の議事録又はこれに代わる書面 

(4) 事業計画書 

(5) 直近の日計表その他の最近における財産及び損益の状況を知ることができる

書類 

(6) 取締役及び監査役（指名委員会等設置会社にあっては取締役及び執行役、監査

等委員会設置会社にあっては取締役）の履歴書 

(7) 会計参与の履歴書（会計参与が法人であるときは、当該会計参与の沿革を記載

した書面及びその職務を行うべき社員の履歴書） 

(8) 会計監査人の履歴書（会計監査人が法人であるときは、当該会計監査人の沿革

を記載した書面及びその職務を行うべき社員の履歴書） 

(9) 主要な株主の商号、名称又は氏名及びその保有する議決権の数を記載した書面

（相互会社の場合にあっては、社員になろうとする者の名簿） 

(10) 保険会社の業務に関する知識及び経験を有する従業員の確保の状況を記載し



た書類 

(11) 申請者が子会社等を有する場合には、次に掲げる書類 

① 当該子会社等の名称及び主たる営業所又は事務所の位置を記載した書類 

② 当該子会社等の役員（役員が法人であるときはその職務を行うべき者を含

む。）の役職名及び氏名又は名称を記載した書類 

③ 当該子会社等の業務の内容を記載した書類 

④ 当該子会社等の最終の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書そ

の他の当該子会社等の最近における業務、財産及び損益の状況を知ることがで

きる書類 

⑤ 申請者及びその子会社等の業務、財産及び損益の状況の見込みを記載した書

類 

(12) その他参考となるべき事項を記載した書類（例えば、常務に従事する取締役

については、保険業法第8条の2第1項第1号に規定する「保険会社の経営管理を的

確、公正かつ効率的に遂行することができる知識及び経験」を有すること、及び

「十分な社会的信用」を有することを申請者が確認する書類等） 

4． 会社法第331条第1項（取締役の資格等）（相互会社にあっては保険業法第53条の

2）に該当しないことを証明する書類 

5． 会社法第333条（会計参与の資格等）（相互会社にあっては保険業法第53条の4に

おいて準用する場合を含む。）に該当しないことを証明する書類 

6． 会社法第335条（監査役の資格等）（相互会社にあっては保険業法第53条の5）に

該当しないことを証明する書類 

7． 親会社に関する書類 

(1) 親会社と当該会社との取引関係を明らかにする書類 

(2) 親会社の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書（相互会社にあっ

ては基金等変動計算書） 

(3) 親会社グループ概要 

8． 組織図 

9． 登録免許税納付書 

10． 商業登記法第47条（設立の登記）第2号から第8号、第10号から第12号に定める

書面及び書類 

11． 公正取引委員会の株式取得認可書（写） 

 

(注) 保険会社以外の株式会社が従前の目的を変更して保険業を営む場合は、上記添付

書類9及び10に代えて以下の書類を提出する。 

1． 従前の目的を変更して保険業を営むことを決議した株主総会の議事録 

2． 従前の定款及び免許申請の際に現に存する取引の性質を明らかにする書面 

3． 最終の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書 



別紙様式1の2（損害保険業） 

 

商 号 又 は 名 称  

資本金の額又は基金の総額  

取 締 役 及 び 監 査 役 の 

役 職 名 及 び 氏 名 ( 注 ) 
 

会計監査人の氏名又は名称  

受けようとする免許の種類  

本 店 又 は 主 た る 

事 務 所 の 所 在 地 
 

業績予想 

 設立当該期 翌期 翌々期 

 

主
要
勘
定 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

   

純
資
産
勘
定 

資本金 

・・・ 
   

収
支
見
込 

経常収益 

・・・ 

経常費用 

・・・ 

経常利益 

当期純利益 

   

経
営
諸
指
標(

％)
 

主
要
利
回 

・・・ 

・・・ 

運用資産利回り 

総資産利回り 

   

配当率 

資本金利益率 

損害率 

事業費率 

・・・・・ 

ソルベンシー・マージン比率 

・・・・・ 

 

 役 員 又 は 使 用 人 の 数 

常勤役員  名 

非常勤役員  名 

使用人  名 

(注) 指名委員会等設置会社にあっては取締役及び執行役、監査等委員会設置会社にあっ

ては取締役と読み替える。 



別紙様式1の2（生命保険業） 

 

商 号 又 は 名 称  

資本金の額又は基金の総額  

取 締 役 及 び 監 査 役 

の 役 職 名 及 び 氏 名 ( 注 ) 
 

会計監査人の氏名又は名称  

受けようとする免許の種類  

本 店 又 は 主 た る 

事 務 所 の 所 在 地 
 

 業績予想 

 設立当該期 翌期 翌々期 

 

主
要
勘
定 

 ・・・ 

 ・・・ 

 ・・・ 

 ・・・ 

   

純
資
産
勘
定 

 資本金 

 ・・・ 
   

 

収
支
見
込 

 経常収益 

 ・・・ 

 経常費用 

 ・・・ 

 経常利益 

 当期純利益 

   

経
営
諸
指
標(

％)
 

主
要
利
回 

 ・・・ 

 ・・・ 

 一般勘定資産利回り 

 総資産利回り 

 

   

 

 配当率 

 ソルベンシー・マージン比率 

 ・・・・・ 

 

 

 役員又は使用人の数 

常勤役員  名 

非常勤役員  名 

使用人  名 

(注) 指名委員会等設置会社にあっては取締役及び執行役、監査等委員会設置会社にあっ

ては取締役と読み替える。 



別紙様式 2 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名（又は外国保険会社等名）  

               役職名及び氏名           

 

兼職認可申請書 

 

 ○○○○の常務に従事いたしたく、保険業法第 8 条第 1 項（又は保険業法第 192 条第 5

項）の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 

 

 

添付書類 

1． 別紙様式 2 の 2 

2． 履歴書 

3． 兼職をする他の会社に係る下記の書面 

(1) 定款（これに準ずるものを含む。） 

(2) 最終の貸借対照表 

(3) 最終の損益計算書 

(4) 最終の事業報告書 

(5) 最終の株主資本等変動計算書（相互会社にあっては剰余金の処分）又は損失の処

理に関する書面及び基金等変動計算書） 

(6) その他最近における業務、財産及び損益の状況に関する事項を記載した書面 

4． その他参考となるべき事項を記載した書類 

    



別紙様式 2 の 2 

 

申 請 者 の 氏 名  

保 険 会 社 で の 役 職 名  

当該他の会社の商号又は名称  

当 該 他 の 会 社 で の 役 職 名  

兼 職 開 始 予 定 日 年  月  日（  ） 

理 由  

保険会社及び当該他の会社 

に お け る 常 務 の 処 理 方 法 
 

保 険 会 社 と 当 該 他 の 会 社 

と の 取 引 そ の 他 の 関 係 
 

 

(注) 外国保険会社等にあっては、保険会社を外国保険会社等と読み替える。 

  



別紙様式 3 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名（又は外国保険会社等名） 

代表者名（又は日本における代表者名）  

 

兼職認可申請書の提出について 

 

保険業法施行規則第 14 条の 2 第 1 項（又は保険業法施行規則第 133 条第 1 項）の規定に基づ

き、下記の者に係る兼職認可申請書を提出いたします。  

 

記 

 

氏 名  

保 険 会 社 で の 役 職 名  

兼職を申請する他の会社の 

商 号 又 は 名 称 
 

 



別紙様式 4 

文 書 番 号 

年  月  日 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名           

代表者名           

                     

減資認可申請書 

 

資本の額を減少いたしたく、保険業法第17条の2第3項の規定に基づき、別紙のとおり認可を

申請いたします。 

 

 

 添付書類 

1． 別紙様式4の2 

2． 株主総会の議事録  

3． 貸借対照表  

4． 法第17条第2項の規定による公告をしたことを証する書面  

5． 法第17条第2項第3号の期間内に異議を述べた保険契約者の数又はその者の規則第18条に

規定する金額が、法第17条第6項に定める割合を超えなかったことを証する書面 

6． 会社法第449条（資本の減少に関する債権者の異議）の規定による公告及び催告をした

こと並びに異議を述べた債権者があるときは、その者に対し弁済し、若しくは担保を提供

し、若しくは信託したこと又は資本の減少をしてもその者を害するおそれがないことを証

する書面  

7． 株式の併合をする場合においては、会社法第181条（株式の併合の株主に対する通知等）

の規定による公告及び通知をしたことを証する書面  

8． その他参考となるべき事項を記載した書類 

 



別紙様式4の2 

 

理    由  

実 行 予 定 日          年  月  日 （  ） 

現 行 の 資 本 金 の 額          百万株      百万円 

減 少 す る 資 本 金 の 額          百万株      百万円 

減 少 後 の 資 本 金 の 額          百万株      百万円 

資本金の額の減少の方法  

前 回 の 増 減 資 年 月 日          年  月  日 （  ） 

前 回 の 増 減 資 額          百万株      百万円 

諸 比 率 等 の 推 移 

 減資直前期 減資実行期 減資実行翌期 

資 本 金 利 益 率 

      ( % ) 
   

ソ ル ベ ン シ ー ・ 

マー ジ ン比率 (% ) 
   

実質資産負債差額 

   (百 万 円 ） 
   

減 資 の 日 程  

 

(注) 資本金利益率は、次の算式により計算すること 

資本金利益率＝ 
当期純利益 

×100 
期中平均資本金 

 



別紙様式 5 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

 保険会社名           

代表者名           

 

社員配当準備金等の積立ての例外に係る認可申請書 

 

○年度の決算について、保険業法第55条の2第4項の規定の適用を受けたく、同条第5項

の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 

 

 

添付書類 

1． 理由書 

2． 社員総会又は総代会の議事録 

3． 定款の一部変更に関する事項を記載した書面及び定款（案） 

4． その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 6 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名（又は外国保険会社等名） 

代表者名（又は日本における代表者名）  

 

業務の代理又は事務の代行に関する認可申請書 

 

○○○○に係る業務の代理又は事務の代行を行いたく、保険業法第98条第2項（又

は保険業法第199条において準用する法第98条第2項）の規定に基づき、別紙のとおり

認可を申請いたします。        

 

 

添付書類 

1． 別紙様式6の2 

2． 業務の代理又は事務の代行に関する契約書（いわゆる協調融資に係る認可申請

を行う場合には、契約書の雛形でも可とする。） 

3． その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式6の2 

 

理 由  

業 務 の 種 類  

契 約 の 相 手 方 

（会 社名、所在地等） 
 

業 務 の 範 囲  

条 件 （ 手 数 料 等 ）  

業 務 を 行 う 地 域  

業 務 開 始 予 定 日        年  月  日  （  ） 

 

(注) 

1． 共同保険については、契約の相手方のうち会社名・所在地を除くことができるも

のとする。 

2． 契約の相手方について、いわゆる協調融資に係る認可申請を行う場合は業種の記

載でも可とする。 



別紙様式 6 の 3 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名（又は外国保険会社等名） 

代表者名（又は日本における代表者名）  

 

業務の代理又は事務の代行に関する届出書 

 

○○○○に係る業務の代理又は事務の代行を行いたく、保険業法第98条第2項ただ

し書（又は保険業法第199条において準用する法第98条第2項ただし書）の規定に基づ

き、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

理 由  

業 務 の 種 類   

契 約 の 相 手 方 

（会 社名、所在地等） 

（ 注 1 、 注 2 ） 

 

保険会社と契約の相手方

と の 関 係 

（ 注 3 ） 

 

業 務 の 範 囲 

( 注 4 ) 
 

条 件 （ 手 数 料 等 ）  

業 務 を 行 う 地 域  

業 務 開 始 予 定 日        年  月  日  （  ） 

(注) 

1． 共同保険については、契約の相手方のうち会社名・所在地を除くことができるも

のとする。 

2． いわゆる協調融資を行う場合は業種の記載でも可とする。 

3． 業務代理等の契約の相手方が、子会社その他密接な関係を有する者（保険業法施

行規則第51条の3各号又は規則第141条の3各号）に該当することについて、意思決定

機関の支配の状況、議決権保有割合等を踏まえ、具体的に記載すること。 

4． 業務代理等の内容をできる限り特定し、具体的に記載すること。 

 



 

添付書類 

１． 業務の代理又は事務の代行に関する契約書（いわゆる協調融資を行う場合には、

契約書の雛形でも可とする。） 

2． その他参考となるべき事項を記載した書類（資本関係図、業務代理等の運営に

係る体制を記載した書類等） 



別紙様式 7 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名（又は外国保険会社等名） 

代表者名（又は日本における代表者名）  

 

特定関係者（又は特殊関係者）との間の取引等に係る承認申請書 

            

 特定関係者（又は特殊関係者）との間において、取引又は行為をいたしたく、保険業法

第100条の3ただし書（又は保険業法第194条ただし書）の規定に基づき、別紙のとおり承認

を申請いたします。 

 

 

添付書類 

1． 別紙様式7の2 

2． その他参考となるべき事項を記載した書類 

 



別紙様式7の2 

 

取
引
の
相
手
方 

商号、名称又は氏名  

住所又は本店所在地 
 

代 表 者 
 

保 険 会 社 と の 関 係 

(注 1) 

 

主 要 株 主 等 の 構 成 

Ａ社     個（総株主の議決権に対する割合   ％） 

Ｂ社     個（総株主の議決権に対する割合   ％） 

Ｃ社     個（総株主の議決権に対する割合   ％） 

取引内容 

取引の内容 

 

支 援 金 額 
 

当該相手方と行った過去

の 取 引 内 容 （ 注 2 ） 

 

取引 を 行 う 理由 (注 3 ) 

 

取 引 予 定 日 年      月      日（  ） 

(注) 

1． 取引の相手方が特定関係者（又は特殊関係者）の顧客である場合は、当該特定関係

者（又は特殊関係者）と保険会社との関係についても記載すること。 

2． 件数及び支援金額については、各年度毎に記載すること。取引の相手方が特定関係

者（又は特殊関係者）の顧客である場合は、当該特定関係者（又は特殊関係者）と保険

会社との過去の取引内容についても記載すること。 

3． 保険業法施行規則第54条（又は保険業法施行規則第134条）に規定するやむを得ない

理由があることについても説明すること。 



別紙様式 8 

文 書 番 号 

年  月  日  

 

金融庁長官  殿 

 

保険会社名 

代表者名           

 

子会社対象保険会社等を子会社とすることに係る認可申請書 

            

 ○○を子会社とすることについて、保険業法第 106 条第 4 項の規定に基づき、別紙のと

おり認可を申請いたします。 

 

 

添付書類 

1． 別紙様式8の2 

2． 申請者に関する次に掲げる書類  

(1) 最終の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書（相互会社にあっては

剰余金の処分又は損失の処理に関する書面及び基金等変動計算書）その他最近にお

ける業務、財産及び損益の状況を知ることができる書類 

(2) 当該認可後における収支の見込みを記載した書類 

(3) 株式交換により子会社対象保険会社等を子会社とする場合には、次に掲げる書類 

① 株主総会の議事録その他必要な手続があったことを証する書面 

② 株式交換契約の内容を記載した書面 

③ 株式交換費用を記載した書類 

(4) 株式交付により子会社対象保険会社等を子会社とする場合には、次に掲げる書類 

① 株主総会の議事録その他必要な手続があったことを証する書面 

② 株式交付計画の内容を記載した書面 

③ 株式交付費用を記載した書類 

3． 申請者及びその子会社等に関する次に掲げる書類  

(1) 申請者及びその子会社等につき連結して記載した最終の貸借対照表、損益計算書

及び株主資本等変動計算書（相互会社にあっては基金等変動計算書）その他これら

の会社の最近における業務、財産及び損益の状況を知ることができる書類 

(2) 当該認可後における申請者及びその子会社等（子会社となる会社を含む。）の収

支及び保険金等の支払能力の充実の状況を示す比率の見込みを記載した書類 

4． 申請に係る子会社対象保険会社等に関する最終の貸借対照表、損益計算書及び株

主資本等変動計算書その他最近における業務、財産及び損益の状況を知ることができ

る書類 



5． 申請に係る子会社対象保険会社等を子会社とすることにより、申請者又はその子

会社が国内の会社の議決権を合算してその基準議決権数を超えて保有することとな

る場合には、当該国内の会社の名称及び業務の内容を記載した書類  

6． 申請に係る子会社対象保険会社等の役員の履歴書 

7． 申請に係る子会社対象保険会社等の組織図 

8． その他参考となるべき事項を記載した書類  



別紙様式 8の 2                                   

 

申
請
に
係
る
会
社
の
概
要 

名 称  

主 た る 営 業 所 又 は 

事 務 所 の 位 置 
 

従たる営業所の所在地  

業 務 の 内 容 （保険業法第 106 条第 1項第  号に該当） 

会 社 の 状 況 

（直近の決算期より） 

 (注 1) 

売 上 高：           総 資 産： 

経常損益：           資 本 金： 

当期損益： 

役員の役職名及び氏名 

 

役 員 及 び 使 用 人 の 数  

主 要 株 主 等 の 構 成 

Ａ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

Ｂ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

Ｃ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

総 株 主 等 の 議 決 権 

・保有する議決権の数の状況 

 認可事由発生前

① 

認可事由発生後

② 

増減 

(②－①) 

総株主等の議決権 個 個 個 

保有議決権数(注 2)    個 個 個 

保有議決権割合 

(注 2) 
％ ％ ％ 

子 会 社 と す る 理 由 

 

実 行 予 定 日 年      月      日（  ） 

現 地 当 局 の 認 可 等 の 

取得（予定）年月日(注 3) 
年      月      日（  ） 

 

(注) 

1． 「会社の状況」について 

当該会社の規模、収益状況等会社の財務状況がわかる項目を適宜記入すること（本欄の項目に必ずしも

こだわらない。） 

2． 「保有議決権数」及び「保有議決権割合」について 

申請者とその子会社の合計の保有議決権数を記入するものとする。保有議決権割合は、小数点第 3 位以

下を四捨五入し、保有状況についてそれぞれ様式に従い記入すること。 

3． 「現地当局の認可等の取得(予定)年月日」について 

現地当局の認可･届出等の手続の状況に応じて、該当がある場合に記載すること。 

 



別紙様式 9 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官  殿 

 

保険会社名        

代表者名           

  

保険業法第106条第5項に定める事由により子会社となった子会社対象保険会社等を 

1年を超えて子会社とすることに係る認可申請書 

 

 ○○を引き続き1年を超えて子会社とすることについて、保険業法第106条第5項ただし書の規定に

基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 

 

 

添付書類 

1． 別紙様式9の2 

2． 申請者に関する次に掲げる書類  

(1) 最終の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書（相互会社にあっては剰余金

の処分又は損失の処理に関する書面及び基金等変動計算書）その他最近における業務、財

産及び損益の状況を知ることができる書類 

(2) 当該認可後における収支の見込みを記載した書類 

3． 申請者及びその子会社等に関する次に掲げる書類  

(1)  申請者及びその子会社等につき連結して記載した最終の貸借対照表、損益計算書及び

株主資本等変動計算書その他これらの会社の最近における業務、財産及び損益の状況を知

ることができる書類 

(2) 申請者及びその子会社等の当該認可後における申請者及びその子会社等の収支及び保

険金等の支払能力の充実の状況を示す比率の見込みを記載した書類 

4． 申請に係る子会社に関する最終の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書その

他最近における業務、財産及び損益の状況を知ることができる書類 

5． 申請に係る子会社を引き続き子会社とすることにより、申請者又はその子会社が国内の会

社の議決権を合算してその基準議決権数を超えて保有することとなる場合には、当該国内の

会社の名称及び業務の内容を記載した書類  

6． 申請に係る子会社の役員の履歴書 

7． 申請に係る子会社の組織図 

8． その他参考となるべき事項を記載した書類  

  

 



別紙様式9の2 

 

申
請
に
係
る
子
会
社
の
概
要 

名 称  

主 た る 営 業 所 又 は 

事 務 所 の 位 置 
 

従 た る営 業 所 の所 在 地  

業 務 の 内 容 
 

（保険業法第 106 条第 1項第  号に該当） 

会 社 の 状 況 

(直近の決算期より) 

 (注 1) 

売 上 高：           総 資 産： 

経常損益：           資 本 金： 

当期損益： 

役 員 の役 職 名 及び 氏 名 

 

役 員 及 び 使 用 人 の 数  

主 要 株 主 等 の 構 成 

Ａ社     個（総株主の議決権に対する割合   ％） 

Ｂ社     個（総株主の議決権に対する割合   ％） 

Ｃ社     個（総株主の議決権に対する割合   ％） 

保 有 議 決 権 数  個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

引き続き子会社とする理由 
 

子 会 社 と し た 日 年      月      日（  ） 

現 地 当 局 の 認 可 等 の 

取得（予定）年月日(注 2 ) 
年      月      日（  ） 

 

(注) 

1． 「会社の状況」について 

当該会社の規模、収益状況等会社の財務状況がわかる項目を適宜記入すること（本欄の項目に必ず

しもこだわらない。） 

2． 「現地当局の認可等の取得（予定）年月日」について 

現地当局の認可･届出等の手続の状況に応じて、該当がある場合に記載すること。 



別紙様式 10 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官  殿 

 

保険会社名           

代表者名           

 

子会社の業務を変更することに係る認可申請書 

 

 子会社である○○を保険業法第106条第1項第○号に該当する会社とすることについて、

保険業法第106条第13項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 

 

 

添付書類 

1． 別紙様式10の2 

2． 申請者に関する次に掲げる書類  

(1) 最終の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書（相互会社にあって

は剰余金の処分又は損失の処理に関する書面及び基金等変動計算書）その他最近に

おける業務、財産及び損益の状況を知ることができる書類 

(2) 当該認可後における収支の見込みを記載した書類 

3． 申請者及びその子会社等に関する次に掲げる書類  

(1) 申請者及びその子会社等につき連結して記載した最終の貸借対照表、損益計算

書及び株主資本等変動計算書その他これらの会社の最近における業務、財産及び損

益の状況を知ることができる書類 

(2) 当該認可後における申請者及びその子会社等の収支及び保険金等の支払能力の

充実の状況を示す比率の見込みを記載した書類 

4． 申請に係る子会社に関する最終の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計

算書その他最近における業務、財産及び損益の状況を知ることができる書類 

5． 申請に係る子会社の役員の履歴書 

6． 申請に係る子会社の組織図 

7． その他参考となるべき事項を記載した書類  



別紙様式10の2 

 

申
請
に
係
る
子
会
社
の
概
要 

名 称  

主 た る 営 業 所 又 は 

事 務 所 の 位 置 
 

従たる営業所の所在地  

業
務
の
内
容 

変 更 前 
 

（保険業法第 106 条第 1 項第  号に該当） 

変 更 後 
 

（保険業法第 106 条第 1 項第  号に該当） 

会 社 の 状 況 

(直近の決算期より) 

 (注) 

売 上 高：           総 資 産： 

経常損益：           資 本 金： 

当期損益： 

役員の役職名及び氏名 

 

役 員 及 び 使 用 人 の 数  

主 要 株 主 等 の 構 成 

Ａ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

Ｂ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

Ｃ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

保 有 議 決 権 数 
 

業 務 の 内 容 の 変 更 の 理 由 
 

変 更 予 定 日 年      月      日（  ） 

 

(注) 「会社の状況」について 

当該会社の規模、収益状況等会社の財務状況がわかる項目を適宜記入すること（本欄の項目に必ずし

もこだわらない。） 

 



別紙様式11 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名（又は外国保険会社等名）    

代表者名（又は日本における代表者名）  

 

業務報告書の提出延期承認申請書 

 

業務報告書の提出を延期いたしたく、保険業法施行規則第59条第6項（又は保険業法施

行規則143条第3項）の規定に基づき、別紙のとおり申請いたします。 

 

 

添付書類 

 理由書 

                                                                              

   



別紙様式 12 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官  殿 

 

保険会社名（又は外国保険会社等名）    

代表者名（又は日本における代表者名）  

  

市場価格のある株式の評価益計上の認可申請書 

 

市場価格のある株式の評価益計上について、保険業法第112条第1項（又は保険業法第

199条において準用する法第112条第1項）の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いた

します。 

 

 

添付書類 

1． 別紙様式12の2  

2． その他参考となるべき事項を記載した書類  

 



別紙様式12の2 

 

評価換えをしよう

とする理由 

 

評
価
換
え
の
内
容 

銘柄 
数量 

（千株） 

取得価額

（円） 

時価 

（円） 

評価価額

（円） 

評価換えに

よる利益

（円） 

      

      

      

計      

評価換えによって計上

する利益を積み立てる

準備金 

名称  

金額  

 



別紙様式 13 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官  殿 

 

保険会社名（又は外国保険会社等名）    

代表者名（又は日本における代表者名）  

 

価格変動準備金の不積立ての認可申請書 

 

価格変動準備金の不積立てについて、保険業法第115条第1項ただし書（又は保険業法

第199条において準用する法第115条第1項ただし書）の規定に基づき、別紙のとおり認

可を申請いたします。 

 

 

添付書類 

1． 理由書 

2． 貸借対照表 

3． 損益計算書 

4． 利益処分案（相互会社にあっては剰余金処分案）又は損失処理案 

5． その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(注) 上記2．から4．の書類については、これに準ずる内容を記載した書類に代えるこ

とができるものとする。 



別紙様式 14 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官  殿 

 

保険会社名（又は外国保険会社等名）    

代表者名（又は日本における代表者名）  

 

価格変動準備金の取崩しの認可申請書 

 

価格変動準備金の取崩しについて、保険業法第115条第2項ただし書（又は保険業法第

199条において準用する法第115条第2項ただし書）の規定に基づき、別紙のとおり認可を

申請いたします。 

 

 

添付書類 

1． 理由書 

2． 貸借対照表 

3． 損益計算書 

4． 利益処分案（相互会社にあっては剰余金処分案）又は損失処理案 

5． その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(注) 上記2．から4．の書類については、これに準ずる内容を記載した書類に代えること

ができるものとする。 

 



別紙様式15 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名（又は外国保険会社等名）    

代表者名（又は日本における代表者名）  

 

保険計理人の選任届出書 

 

○○○○を保険計理人（又は外国保険会社等の日本における保険計理人）に選任しま

したので、保険業法第120条第3項（又は保険業法第199条において準用する法第120条第3

項）の規定に基づき、別紙のとおりお届けいたします。 

 

 

添付書類 

1． 履歴書 

2． 保険業法施行規則第78条に規定する要件に該当することを証する書面  

3． 保険計理人が二人以上となる場合は、各保険計理人のそれぞれの職務に属する事

項を記載した書面  



別紙様式16 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名（又は外国保険会社等名）    

代表者名（又は日本における代表者名）  

 

保険計理人の退任届出書 

 

保険計理人（又は外国保険会社等の日本における保険計理人）○○○○が退任しまし

たので、保険業法第120条第3項（又は保険業法第199条において準用する法第120条第3項）

の規定に基づき、別紙のとおりお届けいたします。 

 

 

添付書類 

1． 理由書 

2． 当該保険計理人退任後も保険計理人が二人以上となる場合は、各保険計理人のそ

れぞれの職務に属する事項を記載した書面  

 



別紙様式 17 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官  殿 

 

保険会社名           

代表者名           

 

事業方法書、普通保険約款並びに保険料及び責任準備金の算出方法書の 

変更認可申請書 

 

事業方法書、普通保険約款並びに保険料及び責任準備金の算出方法書の変更をいたし

たく、保険業法第123条第1項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 

 

 

添付書類 

1． 理由書 

2． 事業方法書の変更に関する事項を記載した書類 

3． 普通保険約款の変更に関する事項を記載した書類 

4． 保険料及び責任準備金の算出方法書の変更に関する事項を記載した書類 

5． その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(注) 上記2．以下の書類は、申請の内容に応じて添付すること。  



別紙様式 18 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官  殿 

 

保険会社名           

代表者名           

 

事業方法書、普通保険約款並びに保険料及び責任準備金の算出方法書の変更届出書 

 

事業方法書、普通保険約款並びに保険料及び責任準備金の算出方法書の変更をいたし

たく、保険業法第123条第2項の規定に基づき、別紙のとおりお届けいたします。 

 

 

添付書類 

1． 理由書 

2． 事業方法書の変更に関する事項を記載した書類 

3． 普通保険約款の変更に関する事項を記載した書類 

4． 保険料及び責任準備金の算出方法書の変更に関する事項を記載した書類 

5． その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(注) 上記2．以下の書類は、申請の内容に応じて添付すること。  



別紙様式 19 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官  殿 

 

保険会社名           

代表者名           

 

定款変更認可申請書 

 

 定款の変更をいたしたく、保険業法第 126 条の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請

いたします。 

 

 

添付書類 

1． 別紙様式 19 の 2 

2． 別紙様式 19 の 3（基金の償却に関する定款変更の認可を申請する場合） 

3． 理由書 

4． 株主総会又は社員総会若しくは総代会の議事録 

5． 定款（案） 

6． その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式19の2 

 

 

変  更  前 

 

 

変  更  後 

 

 

備    考 

 
   

 



別紙様式19の3 

 

基金を募集する回数 回 

募集する基金の総額 億円 

基金を募集する時期

及び金額 

１ 
時期       年    月    日  ～     年    月    日 

金額                      億円 

２ 
時期       年    月    日  ～     年    月    日 

金額                      億円 

３ 
時期       年    月    日  ～     年    月    日 

金額                      億円 

４ 
時期       年    月    日  ～     年    月    日 

金額                      億円 

その他基金の募集に

関して総会（総代会）

で決議等した事項 

 

(注) 総会（総代会）で承認された基金の募集について記載すること。 



別紙様式 20 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官  殿 

 

保険会社名（又は外国保険会社等名）    

代表者名（又は日本における代表者名）  

 

保険業の開始届出書 

 

 保険業を開始しましたので、保険業法第127条第1項第1号（又は保険業法第209条第1号）

の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

営 業 開 始 日   年  月  日（  ） 

職 員 数  

販 売 商 品  

 

 

添付書類 

1． 理由書 

2． 事務所の一覧表（又は日本における事務所の一覧表） 

3． その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 21 

文 書 番 号 

年  月  日  

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名           

代表者名           

 

保険業法第 106 条第 1 項第 12 号から第 15 号に掲げる会社を子会社とする届出書 

 

保険業法第 106 条第 1項第 12号から第 15号に掲げる会社を子会社とすることについて、

同法第 127 条第 1 項第 2 号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

子
会
社
と
す
る
会
社
の
概
要 

名 称  

主 た る 営 業 所 又 は 

事 務 所 の 所 在 地 
 

業 務 の 内 容 
 

（保険業法第 106 条第 1 項第 号に該当） 

会 社 の 状 況 

（直近の決算期より） 

(注) 

売上高： 

経常損益： 

当期損益： 

総資産： 

資本金： 

 

役員の役職名及び氏名  

役員及び使用人の数  

子会社とした後の 

主 要 株 主 等 の 構 成 

Ａ社   個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

Ｂ社   個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

Ｃ社   個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

保 有 す る 議 決 権 の 数 個(総株主の議決権に対する割合  ％) 

子 会 社 と す る 理 由  

実 行 予 定 日 年   月   日（   ） 

 

 

添付書類 

1． 子会社とする会社の役員の履歴書 

2． その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(注) 「会社の状況」について 

当該会社の規模、収益状況等会社の財務状況がわかる項目を適宜記入すること（本欄の

項目に必ずしもこだわらない。） 



別紙様式 22 

文 書 番 号 

  年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名 

代表者名           

 

子会社が子会社でなくなった届出書 

 

子会社が子会社でなくなったので、保険業法第 127 条第 1 項第 3 号の規定に基づき、下

記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

子 会 社 の 商 号 又 は 名 称  

本 店 、 主 た る営 業 所 又 は 

事 務 所 の 所 在 地 
 

業 務 の 内 容  

保有議決権数 

変 更 前 個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

変 更 後 個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

子会社で なくなっ た理由  

子 会 社 で な く な っ た 日 年   月   日（   ） 

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 23 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名          

代表者名           

 

子会社が子会社対象保険会社等に該当しない子会社になった届出書 

 

子会社対象保険会社等に該当する子会社が子会社対象保険会社等に該当しない子会社

になったので、保険業法第 127 条第 1 項第 3 号の規定に基づき、下記のとおりお届けいた

します。 

 

記 

 

子 会 社 の 商 号  

子会社の主たる営業所又は 

事 務 所 の 所 在 地 

 

業務の内容 

変 更 前 
 

（保険業法第 106 条第 1 項第  号に該当） 

変 更 後 
 

 

保 有 議 決 権 数 個(総株主の議決権に対する割合  ％) 

子 会 社 対 象 会 社 

で な く な っ た 理 由 

 

子 会 社 対 象 会 社 

で な く な っ た 日 
年   月   日（   ） 

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 24 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官  殿 

 

保険会社名           

代表者名           

 

資本金の額の増額届出書 

 

 資本金の額を増額いたしたく、保険業法第 127 条第 1 項第 4 号の規定に基づき、下記のと

おりお届けいたします。 

 

記 

 

 理 由  

 実 行 予 定 日           年  月  日 （  ） 

 授 権 資 本 株式数：    百万株 

 現 行 の 資 本 金 の 額 株式数：    百万株  議決権数：    個 金額：     百万円 

 増 加 す る 資 本 金 の 額 株式数：    百万株  議決権数：    個 金額：     百万円 

 増 加 後 の 資 本 金 の 額 株式数：    百万株  議決権数：    個 金額：     百万円 

 資本金の額の増加の方法  

 前回の増（減）資年月日           年  月  日 （  ） 

 前 回 の 増 （ 減 ） 資 額 株式数：    百万株     金額：     百万円 

 諸 比 率 等 の 推 移 

 増 資 直 前 期 増 資 実 行 期 増資実行翌期 

資本金利益率(%)    

ソルベンシー・ 

マージン比率(%) 
   

実質資産負債差額

(百万円） 
   

 増 資 の 日 程  

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

（注） 資本金利益率は、次の算式により計算すること 

資本金利益率 ＝ 
当期純利益 

×100 
期中平均資本金 

 



別紙様式 25 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官  殿 

 

保険会社名           

代表者名           

 

基金の総額の増額届出書 

 

  基金の総額を増額いたしたく、保険業法第 127 条第 1 項第 4 号の規定に基づき、下記

のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

 理    由  

 実 行 予 定 日     年  月  日 （  ）  （    ／    ） 

 現 行 の 基 金 の 額              億円 

 増 額 す る 基 金 の 額              億円（              億円） 

 増 額 後 の 基 金 の 総 額              億円（              億円） 

 基金の総額の増額の方法  

 前回の増（減）額年月日         年  月  日 （  ） 

 前 回 の 増 （ 減 ） 額 億円 

 基金の総額の増額の日程  

 

 

添付書類 

 その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(注) 

1． ｢実行予定日｣欄の「(  ／  )」には、複数回に渡って基金を募集することを予定

している際には、その回数を記載すること。 

2． ｢増額する金額｣欄の(  )内には、複数回に渡って基金を募集することを予定して

いる際には、増額する基金の総額を記載すること。 

3． ｢増額後の基金の総額｣欄の(  )内には、複数回に渡って基金を募集することを予

定している際には、基金の全額を増額した後の金額を記載すること。 



別紙様式 26 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官  殿 

 

保険会社名（又は外国保険会社等名）    

代表者名（又は日本における代表者名）  

 

定款(又は定款に準ずる書類)変更届出書 

 

 定款（又は定款に準ずる書類）を変更しましたので、保険業法第 127 条第 1 項第 5 号（又

は保険業法第 209 条第 2 号）の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

 変 更 日             年   月   日 （   ） 

 理  由  

 

 

添付書類 

1． 別紙様式 26 の 2 

2．  定款（写）（又は定款に準ずる書類（写）） 

3． その他参考となるべき事項を記載した書類  

  



別紙様式26の2 

 

変更前 変更後 備考 

   

 



別紙様式 27 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官  殿 

 

保険会社名           

代表者名           

 

外国における支店若しくは従たる事務所又は駐在員事務所設置届出書 

 

 外国において支店若しくは従たる事務所又は駐在員事務所を設置いたしたく、保険業法

第 127 条第 1 項第 6 号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

外国における支店若し

く は従たる事務所又

は駐在員事務所の概要 

① 名     称 

② 所  在  地 

③ 使  用  人  数 

 

 

 

 

  

 派遣職員  名  現地雇用  名  計  名 

 業 務 の 内 容  

 設 置 予 定 年 月 日          年   月   日 （   ） 

設 置 理 由 

 

 

 

 

設置に伴う費用等 

① 開 設 費 

うち内装工事費 

② 経営費（１年） 

うち人件費 

うち事務所貸借料 

③ 供託金 

④ その他 

 単位：  ，括弧内は千円 

   （  千円） 

   （  千円） 

   （  千円）  換算レート 1  ＝  円 

   （  千円） 

   （  千円） 

   （  千円） 

   （  千円） 

現地当局の認可等の取

得（予定）年月日(注) 
          年  月  日 （  ） 

 

 

添付書類 

1． 現地当局認可書等（写）及び和訳 

2． その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

（注） 現地当局の認可･届出等の手続きの状況に応じて、該当がある場合に記載すること。 



別紙様式 28 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官  殿 

 

保険会社名           

                                代表者名           

 

総株主の議決権の百分の五を超える議決権を一の株主により 

取得又は保有されることに係る届出書 

 

  総株主の議決権の百分の五を超える議決権を一の株主により取得又は保有されることに

なったので、保険業法第 127 条第 1 項第 7 号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたし

ます。 

 

記 

 

一の株主の商号、名称又は氏名  

一の株主の住所又は主たる事務

所 の 所 在 地 
 

一 の 株 主 の 連 絡 先  

保 有 さ れ る 議 決 権 数 個（総株主の議決権に対する割合    ％） 

保 有 さ れ る 日 年   月   日（    ） 

理 由  

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 29 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名           

代表者名           

 

新株予約権発行届出書 

 

 新株予約権を発行することについて、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び保険業法施行

規則第 85 条第 1 項第 1 号に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

取 締 役 会 等 の 決 議 日 年  月  日（ ） 

新 株 予 約 権 の 数  

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る 

株 式 の 数 及 び 種 類 
 

新株予約権の行使時の払込金額  

新 株 予 約 権 の 行 使 期 間  

新 株 予 約 権 の 行 使 に よ り 

株式を発行する場合の株式の 

発行価額及び資本組入額(注 ) 

株式の発行価額： 

資本組入額： 

新 株 予 約 権 の 行 使 の 条 件  

 

 

添付書類 

1．  理由書 

2．  その他参考となるべき事項を記載した書類 

   

(注) 該当がある場合に、記載すること。                           



別紙様式 30 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名           

代表者名           

 

新株予約権付社債発行届出書 

 

 新株予約権付社債を発行することについて、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び保険業

法施行規則第 85 条第 1 項第 1 号に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

取 締 役 会 等 の 決 議 日             年  月  日（ ） 

発 行 総 額  

利 率  

新 株 予 約 権 の 数  

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る 

株 式 の 数 及 び 種 類 
 

新株予約権の行使時の払込金額  

新 株 予 約 権 の 行 使 期 間  

新 株 予 約 権 の 行 使 に よ り 

株式を発行する場合の株式の発

行 価 額 及 び 資 本 組 入 額 ( 注 ) 

株式の発行価額：   

資本組入額： 

新 株 予 約 権 の 行 使 の 条 件  

 

 

添付書類 

1． 理由書 

2． その他参考となるべき事項を記載した書類 

   

(注) 該当がある場合に、記載すること。 



別紙様式 31 

文 書 番 号 

  年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名 

代表者名           

 

役員選退任届出書（事前） 

 

保険会社を代表する取締役、保険会社の常務に従事する取締役又は監査役（指名委員会

等設置会社にあっては保険会社の常務に従事する取締役、代表執行役、執行役又は監査委

員（保険会社の常務に従事する取締役を除く。）、監査等委員会設置会社にあっては保険会

社を代表する取締役、保険会社の常務に従事する取締役又は監査等委員（保険会社の常務

に従事する取締役を除く。））若しくは会計参与の選退任がありますので、保険業法第 127

条第 1項第8号及び保険業法施行規則第 85条第 1項第 2号及び第 2号の 3の規定に基づき、

下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

役員（候補者）

の氏名 
役職名 選任（退任）予定日＊ 理 由 備 考 

  
年 月 日 

選任・退任予定 
  

  
年 月 日 

選任・退任予定 
  

  
年 月 日 

選任・退任予定 
  

＊ 該当するものに丸印を付すこと。 

 

 

 

添付書類 

1． 履歴書（選任しようとする場合） 

2． その他参考となるべき事項を記載した書類（例えば、常務に従事する取締役につ

いては、保険業法第 8 条の 2 第 1 項第 1 号に規定する「保険会社の経営管理を的確、

公正かつ効率的に遂行することができる知識及び経験」を有すること、及び「十分な



社会的信用」を有し、かつ、その他欠格事由に該当しないことを届出者が確認する書

類等） 

 

(注) 

1． 「役職名」欄は、選任しようとする場合は新役職名、退任しようとする場合は最

終役職名を記載すること。 

2． 「理由」欄は、選退任の理由を、特に選任しようとする場合には、当該候補者を

選任する理由を具体的に記載すること。 



別紙様式 31 の 2 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名 

代表者名           

 

役員選退任届出書（事後） 

 

保険会社を代表する取締役、保険会社の常務に従事する取締役又は監査役（指名委員会

等設置会社にあっては保険会社の常務に従事する取締役、代表執行役、執行役又は監査委

員（保険会社の常務に従事する取締役を除く。）、監査等委員会設置会社にあっては保険会

社を代表する取締役、保険会社の常務に従事する取締役又は監査等委員（保険会社の常務

に従事する取締役を除く。））若しくは会計参与の選退任がありましたので、保険業法第 127

条第 1 項第 8 号及び保険業法施行規則第 85 条第 1 項第 2 号の 2 及び第 2 号の 4 の規定に基

づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

役員の氏名 役職名 選任（退任）日＊ 理 由 備 考 

  

年 月 日 

選任・退任 

（事後届出となった理由） 

 

（選退任の理由） 

 

 

  

年 月 日 

選任・退任 

（事後届出となった理由） 

 

（選退任の理由） 

 

 

  

年 月 日 

選任・退任 

（事後届出となった理由） 

 

（選退任の理由） 

 

 

 

＊ 該当するものに丸印を付すこと。 

 

 

添付書類 

1． 履歴書（選任があった場合） 

2． その他参考となるべき事項を記載した書類（例えば、常務に従事する取締役につ

いては、保険業法第 8 条の 2 第 1 項第 1 号に規定する「保険会社の経営管理を的確、



公正かつ効率的に遂行することができる知識及び経験」を有すること、及び「十分な

社会的信用」を有し、かつ、その他欠格事由に該当しないことを届出者が確認する書

類等） 

 

(注) 

1． 「役職名」欄は、選任があった場合は新役職名、退任があった場合は最終役職名

を記載すること。 

2． 「理由」欄は、やむを得ず事後届出となった理由及び選退任の理由を、特に選任

があった場合には、当該者を選任した理由を具体的に記載すること。 



別紙様式 31 の 3 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名           

代表者名           

 

会計監査人選退任届出書（事前） 

 

会計監査人の選退任がありますので、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び保険業法施行

規則第 85 条第 1 項第 2 号の 5 の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

会計監査人（候補

者）の氏名又は名称 
選任（退任）予定日＊ 理 由 備 考 

 年 月 日選任・退任予定   

 年 月 日選任・退任予定   

 年 月 日選任・退任予定   

＊ 該当するものに丸印を付すこと。 

 

 

添付書類 

 履歴書（選任しようとする場合） 

 

(注) 

1． 「理由」欄は、選退任の理由を、特に選任しようとする場合には、当該候補者を

選任する理由を具体的に記載すること。 

2． 会計監査人が法人であるときは、当該会計監査人の沿革を記載した書面及びその

職務を行うべき社員の履歴書を添付すること。 



別紙様式 31 の 4 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名           

                  代表者名           

 

会計監査人選退任届出書（事後） 

 

会計監査人の選退任がありましたので、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び保険業法施

行規則第 85 条第 1 項第 2 号の 6 の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

会計監査人の

氏名又は名称 
選任（退任）日＊ 理 由 備 考 

 

年 月 日選任・退任 

（事後届出となった理由） 

 

（選退任の理由） 

 

 

 

年 月 日選任・退任 

（事後届出となった理由） 

 

（選退任の理由） 

 

 

 

年 月 日選任・退任 

（事後届出となった理由） 

 

（選退任の理由） 

 

 

＊ 該当するものに丸印を付すこと。 

 

 

添付書類 

 履歴書（選任があった場合） 

  

(注) 

1． 「理由」欄は、やむを得ず事後届出となった理由及び選退任の理由を、特に選任

があった場合には、当該者を選任した理由を具体的に記載すること。 

2． 会計監査人が法人であるときは、当該会計監査人の沿革を記載した書面及びその

職務を行うべき社員の履歴書を添付すること。 



別紙様式 32 

文 書 番 号 

年  月  日 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名           

                     代表者名           

 

保険業法施行規則第 57条第 1 項各号に掲げる事由等により 

他の会社を子会社とした届出書 

 

保険会社又はその子会社の担保権の実行による株式又は持分の取得若しくは保険業法施行規則

第 57 条第 1 項各号に掲げる事由により他の会社を子会社としたので、保険業法第 127 条第 1項第

8号及び規則第 85 条第 1 項第 4号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

子
会
社
と
し
た
会
社
の
概
要 

商 号 又 は 名 称  

主 た る 営 業 所 又 は 

事 務 所 の 所 在 地 
 

業 務 の 内 容  

会 社 の 状 況 

（直近の決算期より）（注） 

売上高： 

経常損益： 

当期損益： 

総資産： 

資本金： 

 

役員の役職名及び氏名  

役 員 及 び 従 業 員 の 数  

保 有 議 決 権 数 個(総株主の議決権に対する割合  ％) 

主 要 株 主 等 の 構 成 

Ａ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

Ｂ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

Ｃ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

子 会 社 と し た 理 由 
 

（規則第 57 条第 1 項  号該当） 

子 会 社 と し た 日 年    月    日（   ） 

 

 

添付書類 

1． 子会社とした会社の役員の履歴書 

2． その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(注) 「会社の状況」について 

当該会社の規模、収益状況等会社の財務状況がわかる項目を適宜記入すること（本欄の項目

に必ずしもこだわらない。） 



別紙様式 32 の 2 

文 書 番 号 

年  月  日 

金融庁長官  殿 

 

保険会社名           

代表者名          印 

 

子会社対象会社以外の会社を子会社とする届出書 

            

 保険業法第106条第 6項の規定により、子会社対象会社以外の会社を子会社とすることとしたので、

同法第 127 条第 1 項第 8 号及び規則第 85 条第 1 項第 4 号の 3 の規定に基づき、下記のとおりお届け

いたします。 

 

記 

 

子
会
社
と
す
る
会
社
の
概
要 

商 号 又 は 名 称  

主 た る 営 業 所 又 は 

事 務 所 の 所 在 地 
 

業 務 の 内 容  

会 社 の 状 況 

（直近の決算期より） 

(注 1) 

売 上 高：           総 資 産： 

経常損益：           資 本 金： 

当期損益： 

役 員 の 役 職 名 及 び 氏 名  

役 員 及 び 従 業 員 の 数  

保 有 議 決 権 数 個(総株主の議決権に対する割合    ％) 

主 要 株 主 等 の 構 成 

Ａ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

Ｂ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

Ｃ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

子 会 社 と す る 理 由 

(注 2) 
 

実 行 予 定 日 年      月      日（  ） 

当該会社を子会社とした日から 

10 年が経過するまでの間に講ず

ることを予定している所要の措置

の内容 

 

 

  

添付書類 

1． 子会社とする会社の役員の履歴書 

2． その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(注 1) 「会社の状況」には、当該会社の規模、収益状況等会社の財務状況がわかる項目を適宜記入

すること（本欄の項目に必ずしもこだわらない。） 

(注 2) 「子会社とする理由」には、当該会社を子会社とする子会社対象外国会社等の商号又は名称

を明示すること。 



別紙様式 34 

文 書 番 号 

年  月  日 

金融庁長官 殿 

保険会社名（又は外国保険会社等名）    

代表者名（又は日本における代表者名）  

 

保険会社（又は外国保険会社等）を子会社とする者の変更届出書 

 

保険会社（又は外国保険会社等）を子会社とする者に変更があったので、保険業法第 127

条第 1 項第 8 号及び保険業法施行規則第 85 条第 1 項第 5 号（又は保険業法第 209 条第 9

号及び保険業法施行規則第 166 条第 1 項第 1 号）の規定に基づき、下記のとおりお届けい

たします。 

 

記 

 

変 更 が あ っ た 日 年  月  日（  ） 

保険会社（又

は外国保険会

社等）を子会

社とする者の

変 更 の 内 容 

変
更
前
＊ 

商号又は名称  

所 在 地  

事 業 の 内 容  

変
更
後 

商号又は名称  

所 在 地  

事 業 の 内 容  

保 有 議 決 権 数 個(総株主の議決権に対する割合  ％) 

変 更 の 理 由  

＊ 変更がなかった事項については記載を要しない。 

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 



 

 

別紙様式 35 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名 

代表者名           

 

子会社の商号等変更届出書 

 

子会社が商号等を変更することについて、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び保険業法

施行規則第 85 条第 1 項第 6 号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

子 会 社 の 

商号又は名称 

変 更 前  

変 更 後  

本 店 、 主 た る 営 業 所 

又 は 事 務 所 の 所 在 地 
 

変 更 の 理 由  

変 更 日 年  月  日（  ） 

 

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 36 

 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名 

代表者名           

 

子会社の本店の所在地変更届出書 

 

子会社が本店の所在地を変更したことについて、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び同

法施行規則第 85 条第 1 項第 6 号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

子 会 社 の 商 号 又 は 名 称  

本店の所在地 

変 更 前  

変 更 後  

変 更 の 理 由  

変 更 日 年  月  日（  ） 

 

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 



 

 

別紙様式 37 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名           

代表者名           

 

子会社の業務の内容変更届出書 

              

 子会社○○が主な業務の内容を変更することについて、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号

及び保険業法施行規則第 85 条第 1 項第 6 号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたしま

す。 

 

記 

 

子 会 社 の 商 号 又 は 名 称  

子 会 社 の 所 在 地  

主 な 業 務 内 容 

変更前  

変更後  

変 更 日            年  月  日 （  ） 

理 由  

 

 

添付書類 

 その他参考となるべき事項を記載した書類  



別紙様式 38 

 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名 

代表者名           

 

子会社の合併届出書 

 

子会社が合併を行ったことについて、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び保険業法施行

規則第 85 条第 1 項第 6 号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

新 会 社 の 概 要 

(1) 商号又は名称 

(2) 資本金の額 

(3) 役員の役職名及び氏名 

(4) 会計参与設置会社にあ

っては会計参与の氏名又

は名称 

(5) 本店、主たる営業所又

は事務所の所在地 

(6) 業務の内容 

(7) 役員及び使用人の数 

(8) 主要株主等の構成 

 

 旧会社の概要 

 ・・・ 
 

 合 併 の 形 態  

 合 併 の 理 由  

 合 併 の 期 日 年  月  日（  ） 

 業 績 予 想 （単位：百万円） 

 区 分 
前々期 

実績 

前期 

実績 

当期 

見込み 

翌期 

予想 

翌々期 

予想 



 ・・・ 

   営業収益 

   営業費用 

 営業損益 

 ・・・ 

 経常損益 

 ・・・ 

 当期損益 

 ・・・ 

     

 

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 39 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名 

代表者名           

 

子会社の解散（又は業務の全部の廃止）届出書 

 

子会社が解散（又は業務の全部を廃止）を行ったことについて、保険業法第 127 条第 1

項第 8 号及び保険業法施行規則第 85 条第 1 項第 6 号の規定に基づき、下記のとおりお届け

いたします。 

 

記 

 

解散（又は業務の全部を廃

止）する子会社の商号又は

名 称 

 

資 本 金 の 額  

役 員 の 役 職 名 及 び 氏 名  

会計参与設置会社にあって

は会計参与の氏名又は名称 
 

本店、主たる営業所又は事

務 所 の 所 在 地 
 

業 務 の 内 容  

役 員 及 び 使 用 人 の 数  

主 要 株 主 等 の 構 成  

解散（又は業務の全部を廃

止 ） す る 理 由 
 

解 散 （ 又 は 業 務 の 

全 部 の 廃 止 ） 予 定 日 
年   月   日（  ） 

 

 



 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 40 

文 書 番 号 

年  月  日 

金融庁長官  殿 

 

保険会社名           

                        代表者名           

 

他の会社の基準議決権数を超える議決権の取得（又は保有）届出書 

            

 ○○の基準議決権数を超える議決権を取得（又は保有）したので、保険業法第 127 条第 1 項第 8号及

び同法施行規則第 85 条第 1項第 11 号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

商 号 又 は 名 称 
 

本 店 又 は 主 た る 

営 業 所 の 所 在 地 

 

業 務 の 内 容 
 

会 社 の 状 況 

(直近の決算期より ) 

(注 1) 

 売 上 高：             総 資 産： 

 経常損益：             資 本 金： 

 当期損益： 

総株主等の議決権・保有す

る 議 決 権 の 数 の 状 況 

 
届出事由発生

前① 

届出事由発生

後② 

増減 

(②－①) 

総株主等の議決権 

(注 2,6) 
個 個 個 

保有議決権数 

(注 2,3,4) 
個 個 個 

保有議決権割合(注3) ％ ％ ％ 

議決権取得(又は保有)の

理 由  ( 注 5 ) 

  

（根拠条文:保険業法施行規則第 58 条の 4 第 1 項第  号） 

取得（又は保有）した日        年      月      日（  ） (注 6) 

 

 

添付書類 

 その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(注) 

1． 「会社の状況」について 

当該会社の規模、収益状況等会社の財務状況がわかる項目を適宜記入すること（本欄の項目に必

ずしもこだわらない。） 

2． 当該会社の「総株主等の議決権」の算定方法 

原則、「株主総会等の招集通知の受領時（以下「判明時」という。）に把握できる基準日時点の議

決権の総数」を当該会社の「総株主等の議決権」とみなす。 

なお、小規模非上場会社等の召集通知に「総株主等の議決権」の記載がない場合には、当該通知

に記載のある「発行済株式等の総数」等を「総株主等の議決権」とみなして差し支えない。（この

場合において、表上の単位は株と読み替えるものとする。注４において同じ。） 



3． 「保有議決権数」及び「保有議決権割合」について 

届出者とその子会社の合計の保有議決権数を記入するものとする。保有議決権割合は、小数点第

3 位以下を四捨五入し、保有状況についてそれぞれ様式に従い記入すること。 

4． 保有議決権数の算定方法 

判明時に保有する当該会社の議決権数とする。 

なお、小規模非上場会社等で招集通知に「議決権」の記載がない場合には所有する「株式等の数」

等を「議決権の数」とみなして差し支えない。 

5． 「議決権の取得（又は保有）の理由」欄の記載にあっては、保険業法施行規則第 58 条の 4 第 1

項（以下「規則」という。）第 6 号から第 8 号までの事由による場合は「総株主の議決権の数の減

少」として一括記載することで差し支えない。 

6． 届出期限等 

届出(超過)要因 届出期限 起算日*1 総株主等の議決権*7 

規則第 1号 実行日を含む月の翌月

末営業日 

実行日 基準日(*2)時点の議決権数(以下｢基準

日議決権数｣という。) 

規則第 2号 受領日を含む月の翌月

末営業日 

受領日 基準日議決権数 

規則第 3号 取得日を含む月の翌月

末営業日 

取得日 基準日議決権数＋取得に係る議決権数 

規則第 4号 株主総会決議日を含む

月の翌々月末営業日 

取得日 基準日議決権数＋当該議決に係る議決

権総数 

規則第 5号 転換日を含む月の翌々

月末営業日 

転換日 基準日議決権数＋当該転換に係る議決

権総数 

規則第 6号、第 7 号及

び第 8 号の一部(以下

の場合を除く)*3 

定時総会の開催日を含

む月の翌々月末営業日 

届出日 基準日議決権数 

規則第 8 号の一部(金

庫株取得の場合)*4 

*5 届出日 基準日議決権数*6 

規則第 8 号の一部(合

併･営業譲渡等の株主

総会の議決に係る自

己株式の取得の場合、

金庫株を除く。) 

株主総会の開催日を含

む月の翌々月末営業日 

届出日 基準日議決権数＋総会決議に係る議決

権数 

規則第 9号 処分基準日を含む月の

翌月末営業日 

処分基準

日 

基準日議決権数 

規則第 10号 届出（超過）要因に基づき、第 1 号から第 9 号に準じて個別に判断すること。 

＊1 基準議決権数を超えて取得又は保有した日をいう。 

＊2 会社法第 124 条に規定する「一定ノ日」をいう。 

＊3 相続で単元未満株式が発生する場合など、僅少な超過が理論上想定しうるが、その場合は、本要

因に含めて取扱って差し支えない。 

＊4 会社法第 155 条に規定する自己株式をいう。 

＊5 ①会社法第 155 条の規定に基づき自己株式の取得を決議した株主総会（又は取締役会）の開催日

を含む月の翌々月末営業日 

②自己株式の取得を月次等の開示で知った日を含む月の翌々月末営業日（非上場等で自己株式の

取得について開示がない場合は、翌年の判明時を含む月の翌月末営業日）のいずれか選択した方法

で届けるものとする（選択方法が各銘柄毎、各年度毎に異なることも差し支えない。また、月次等

の開示で超過を知った時に、残枠を含めた数で届け出ても差し支えない。）。 

＊6 ＊5②により届け出る場合の「総株主等の議決権」は、基準日時点の議決権数にその後の開示情報

で加減調整した議決権数を用いるものとする。 

＊7 「総株主の議決権」の算定に当たって、複数の事由が重なる場合は、各々の事由による方法によ

る直近時の議決権数に調整したものを用いるものとする。 



 

 

別紙様式 42 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名           

                   代表者名           

 

基準議決権数を超えて保有する国内の会社の議決権のうち 

基準議決権数を超える部分の議決権を保有しなくなった届出書 

            

 ○○の議決権の基準議決権数を超えて保有する部分の議決権を保有しなくなったので、保

険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び同法施行規則第 85 条第 1 項第 12 号の規定に基づき、下記

のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

商 号 又 は 名 称  

本 店 又 は 主 た る 

営 業 所 の 所 在 地 

 

業 務 の 内 容  

総 株 主 等 の 議 決

権・保有する議決権

の数の状況 

 届出事由発生前

① 

届出事由発生後

② 

増減 

（②－①） 

総株主等の議決権 個 個 個 

保 有 議 決 権 数 個 個 個 

保 有 議 決 権 割 合 ％ ％ ％ 

基準議決権数を超

える部分の議決権

を保有しなくなっ

た理由  

 

基準議決権数を超

える部分の議決権

を保有しなくなっ

た日 

年      月      日（  ） 

 

 

添付書類 

 その他参考となるべき事項を記載した書類 

       

(注) 別紙様式 40(注)の記載要領に準じて記載すること。 



 

 

別紙様式 43 

文 書 番 号 

年  月  日 

金融庁長官  殿 

 

保険会社名           

代表者名           

 

特殊関係者を新たに有することとなった届出書 

            

 ○○を特殊関係者として新たに有することになったため、保険業法第 127 条第 1 項第 8号及び同法

施行規則第 85 条第 1 項第 9 号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

商 号 又 は 名 称  

本 店 又 は 主 た る 

営 業 所 の 所 在 地 
 

業 務 の 内 容  

会 社 の 状 況 

( 直 近 の 決 算 期 よ り ) 

(注 1) 

売 上 高：           総 資 産： 

経常損益：           資 本 金： 

当期損益： 

役 員 の 役 職 名 及 び 氏 名 

(注 2) 
 

役 員 及 び 使 用 人 の 数  

保 有 議 決 権 数 個(総株主の議決権に対する割合    ％) 

特 殊 関 係 者 と な る 理 由 

(注 3) 
 

主 要 株 主 等 の 構 成 

Ａ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

Ｂ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

Ｃ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

実 行 予 定 日 年      月      日（  ） 

 

  

添付書類 

 その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(注) 

1． 当該会社の規模、収益状況等会社の財務状況がわかる項目を適宜記入すること（本欄の項目

に必ずしもこだわらない。） 

2． 当該保険会社出身役員の場合には、その旨記載すること。 

3． 子会社対象外国会社等を子法人等又は関連法人等とすることにより、子会社対象会社以外の

外国の会社を特殊関係者とする場合には、当該子会社対象外国会社等の商号又は名称、及び当該

特殊関係者となる会社を概ね 10 年以内に特殊関係者でなくなるようにするための所要の措置に

ついても記載すること。 



別紙様式 44 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名           

                  代表者名           

 

特殊関係者でなくなった届出書 

            

 ○○が特殊関係者でなくなったので、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び同法施行規則

第 85 条第 1 項第 10 号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

商 号 又 は 名 称  

本店又は主たる営業所の所在地 
 

業 務 の 内 容  

保 有 議 決 権 数 個(総株主の議決権に対する割合    ％) 

特殊関係者でなくなった理由  

特 殊 関 係 者 で な く な っ た 日        年      月      日（  ）  

 

 

添付書類 

 その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 45 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名           

                  代表者名           

 

基準議決権数を超えて議決権を保有する子会社対象会社（又は特殊関係者） 

が子会社対象保険会社等に該当することとなった場合の届出書 

             

 基準議決権数を超えて議決権を保有する子会社対象会社（又は特殊関係者）である○○

が子会社対象保険会社等に該当することとなったため、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及

び同法施行規則第 85 条第 1 項第 13 号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

                                         

記 

 

商 号 又 は 名 称  

本 店 又 は 主 た る 

営 業 所 の 所 在 地 
 

業 務 の 内 容 
変 更 前  

変 更 後  

役 員 の 役 職 名 及 び 氏 名 

(注) 
 

変 更 の 理 由  

会 社 の 状 況 

( 直 近 の 決 算 期 よ り ) 

売上高： 

経常損益： 

当期損益： 

総資産： 

資本金 

 

保 有 議 決 権 数 個（総株主の議決権に対する割合   ％） 

変 更 予 定 日 年      月      日（  ） 

 

 

添付書類 

 その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(注) 当該保険会社出身役員の場合には、その旨記載のこと。 



別紙様式 46 

文 書 番 号 

年  月  日 

金融庁長官 殿 

保険会社名           

                  代表者名           

 

外国における支店若しくは従たる事務所又は駐在員事務所廃止届出書 

 

外国における支店若しくは従たる事務所又は駐在員事務所を廃止したので、保険業法第

127 条第 1 項第 8 号及び同法施行規則第 85 条第 1 項第 16 号の規定に基づき、下記のとお

りお届けいたします。 

 

記 

 

外国における支店若しく

は従たる事務所又は駐在

員事務所の概要 

(1) 名称 

(2) 所在地 

(3) 使用人数 

 

 

 

 

 

 派遣職員  名  現地雇用  名  計  名 

業 務 の 内 容  

廃 止 理 由  

廃 止 の 年 月 日            年  月  日 （  ） 

現 地 当 局 の 認 可 等 

の取得（予定）年月日(注) 
           年  月  日 （  ） 

 

 

添付書類 

1． 現地当局認可書等（写）及び和訳 

2． その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(注) 現地当局の認可･届出等の手続の状況に応じて、該当がある場合に、記載すること。 



別紙様式 47 

文 書 番 号 

年  月  日 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名（又は外国保険会社等名）   

代表者名（又は日本における代表者名）  

 

危険準備金の不積立て等の届出書 

 

金融庁長官が定める積立てに関する基準によらない危険準備金の積立て（又は危険準備金の取崩し）

をすることについて、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号並びに同法施行規則第 85 条第 1 項第 17 号及び

第 19号（又は同法第 209 条第 9号並びに同法施行規則第 166 条第 1 項第２号及び第 3 号の 2）の規定

に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

 

添付書類 

1． 別紙様式 47 

2． 理由書 

3． その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(注) 

1． 危険準備金Ⅰは、規則第 69 条第 6項第 1 号及び第 150 条第 6項第 1 号に掲げる危険準備金をいう。 

2． 危険準備金Ⅱは、規則第 69 条第 6 項第 2 号、第 70条第 5 項第 2号、第 150 条第 6 項第 2 号及び第 151

条第 5項第 2 号に掲げる危険準備金をいう。 

3． 危険準備金Ⅲは、規則第 69 条第 6項第 3 号及び第 150 条第 6項第 3 号に掲げる危険準備金をいう。 

4． 危険準備金Ⅳは、規則第 69 条第 6 項第 1 号の 2、規則第 70 条第 5 項第 1 号、第 150 条第 6 項第 1 号

の 2及び第 151 条第 5項第 1 号に掲げる危険準備金をいう。 

5． 合計欄が負値となる場合は零とする。 

 



別紙様式 47 の 2（生命保険会社等） 

 

（単位:百万円） 

区 分 危険準備金Ⅰ 危険準備金Ⅱ 危険準備金Ⅲ 危険準備金Ⅳ 合  計 

年度始積立額         

当年度積立額         

当年度取崩額         

年度末積立額         

 

 

 

区分 危険準備金Ⅰ 危険準備金Ⅱ 

積
立
基
準
額 

合 計 合 計 

普通死亡リスク  ソルベンシー・マージン基準の予

定利率リスク相当額の増加額 
 

生存保障リスク   

その他のリスク   利差益の 5％  

積
立
限
度
額 

合 計 合 計 

普通死亡リスク   ソルベンシー・マージン基準

の予定利率リスク相当額 
 

生存保障リスク   

その他のリスク   責任準備金の 3％  

取
崩
基
準 

死差損の額  利差損の額  

区分 危険準備金Ⅲ 危険準備金Ⅳ 

積
立
基
準
額 

合 計 合 計 

最低保証に係る収支残

の金額 
 

ストレステストの対象とする 

リスク 
 

災害死亡リスク  

災害入院リスク  

疾病入院リスク  

その他のリスク  

積
立
限
度
額 

合 計 合 計 

責任準備金の 6％  

ストレステストの対象とする 

リスク 
 

災害死亡リスク  

災害入院リスク  

疾病入院リスク  

その他のリスク  

取
崩
基
準 

最低保証に係る収支残

の負の金額 
 死差損の額  

（単位：百万円） 



別紙様式 47 の 2（損害保険会社等） 

 

（単位:百万円） 

区 分 危険準備金Ⅱ 危険準備金Ⅳ 合  計 

年度始積立額      

当年度積立額      

当年度取崩額      

年度末積立額      

 

 

 

 

区分 危険準備金Ⅱ 危険準備金Ⅳ 

積
立
基
準
額 

合 計 合 計 

ソルベンシー・マージン基準

の予定利率リスク相当額

の増加額 

  
ストレステストの対象とする 

リスク 
 

利差益の 5％   

積
立
限
度
額 

合 計 合 計 

ソルベンシー・マージンﾝ

基準の予定利率リスク相

当額 

  

  ストレステストの対象とする 

リスク 
 

責任準備金の 3％   

取
崩
基
準 

利差損の額  死差損の額  

（単位：百万円） 



別紙様式 48 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名（又は外国保険会社等名）    

代表者名（又は日本における代表者名）  

 

回払契約の割合届出書 

 

 保険業法施行規則第 70 条第 4 項（又は第 151 条第 4 項）に規定する責任準備金の計算に

あたり、本年度決算に際し使用する回払契約の割合について、保険業法第 127 条第 1 項第

8 号及び同法施行規則第 85 条第 1 項第 18 号（又は同法第 209 条第 9 号及び同法施行規則

第 166 条第 1 項第 3 号）の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

保 険 種 類           回 払 契 約 の 割 合            主 た る 回 払 の 種 類              

   

   

   

   

 

(注) 回払契約の割合は小数点以下第 3 位まで記入すること。 

                                                                                             



別紙様式 49 

文 書 番 号 

年  月  日 

金融庁長官 殿 

保険会社名（又は外国保険会社等名）    

代表者名（又は日本における代表者名）  

 

異常危険準備金の計算に係る届出書 

 

 保険業法施行規則第 70 条第 4項（又は第 151 条第 4 項）に規定する異常危険準備金の計算にあ

たり、異常危険準備金の金額に対して控除する金額又は繰り入れる金額について下記のとおりと

したので、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び同法施行規則第 85 条第 1 項第 18 号（又は同法第

209 条第 9号及び同法施行規則第 166 条第 1項第 3 号）の規定に基づきお届けいたします。 

記 

 

1． 平成 10 年大蔵省告示第 232 号第 3条第 2 号に該当する場合の届出 

保険種類群 保険種類 
異常危険準備金の金額から 

控除する額 

（参考）告示第 2 条第 1 項第 1 号ｲ

に掲げる金額 

    

    

 

2． 平成 10 年大蔵省告示第 232 号第 3条第 3 号に該当する場合の届出 

保険種類群 保険種類 
異常危険準備金に繰り入れる額のう

ち積立上限額を超える額（告示第 2

条第 1 項第 2 号ロによる場合） 

（参考）告示第 2 条第 1 項第 2 号ｲ

に掲げる積立上限額 

    

    

 

保険種類群 保険種類 
異常危険準備金に繰り入れる額（告

示第 2条第 1項第 2号ハによる場合） 
（参考）告示第 2 条第 1 項第 2 号ｲに

掲げる最低限度額（又は算入限度額） 

    

    

 

3． 平成 10 年大蔵省告示第 232 号第 3条第 4 号に該当する場合の届出 

保険種類群 

異常危険準備金に繰り入れる額のうち

基準額の百分の百五十を超える額① 
繰入後残高率 

（参考） 

基準額の百分の百五十 ② 

 ①÷正味収入 

保険料×100 
 ②÷正味収入

保険料×100 

      

      

 

4． 平成 10 年大蔵省告示第 232 号第 3条第 5 号に該当する場合の届出 

保険種類群 

異常危険準備金に繰り入れる額のうち

基準額を超える額 ③ 
繰入後残高率 

（参考）基準額  ④ 

 ③÷正味収入 

保険料×100 

 ④÷正味収入

保険料×100 

      

      

＊ 該当する項目のみ記載すること。 

 

 

添付書類 

1． 理由書 

2． その他参考となるべき書類（積立額の計算根拠等） 



別紙様式 50 

文 書 番 号 

年  月  日 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名（又は外国保険会社等名）    

代表者名（又は日本における代表者名）  

 

「財務再保険」契約締結届出書 

 

 「財務再保険」契約を締結いたしたく、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び同法施行規

則第 85 条第 1 項第第 20 号（又は同法第 209 条第 9 号及び同法施行規則第 166 条第 1 項第

4 号）の規定に基づき、別紙のとおりお届けいたします。 

 

 

添付書類 

1． 別紙様式 50 の 2 

2． 財務再保険の協約書(契約書)の写し及び元受保険会社の将来収支分析表 

3． 既に契約している財務再保険がある場合は、当該財務再保険の契約締結届出書 

4． その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 50 の 2 

 

財務再保険を行う理由  

再保険会社名  

再保険会社の概要（格付けを含む）  

元受会社と再保険会社との間の当該再保

険契約以外の取引 
 

再保険契約の種類  

再保険契約締結予定日 年 月 日（ ） 

出再開始予定日 年 月 日（ ） 

再保険期間  年 月 日（ ）～  年 月 日（ ） 

出再する保険種類及び出再割合（元受会社

の保有契約高に占める割合） 
 

出再保険受入手数料（初年度コミッショ

ン）の金額 
 

再保険料の金額（内訳を含む）  

その他再保険契約の概要  

既に契約している財務再保険の概要（再保

険会社名、再保険契約締結日、出再保険受

入手数料の金額等） 

 

出再した保険群団の収支見通し 

（再保険期間分） 
 

 

 



別紙様式 51 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名（又は外国保険会社等名）    

代表者名（又は日本における代表者名）  

 

「財務再保険」契約中途解約届出書 

 

 「財務再保険」契約を中途解約いたしたく、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び同法施

行規則第 85 条第 1 項第 20 号（又は同法第 209 条第 9 号及び同法施行規則第 166 条第 1 項

第 4 号）の規定に基づき、下記のとおり届出いたします。 

 

 

添付書類 

1． 別紙様式 51 の 2 

2． その他参考となるべき事項を記載した書類 

 



別紙様式 51 の 2 

 

中途解約の理由  

再保険会社名  

再保険契約の種類  

再保険契約締結日 年  月  日（ ） 

出再開始日 年  月  日（ ） 

再保険契約の解約予定日 年  月  日（ ） 

出再保険の種類  

出再保険群団の規模 
当 初  

解 約 時  

清算金の授受の概要  

 

 

                                                                                             



別紙様式 52 

文 書 番 号 

年  月  日 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名（又は外国保険会社等名）    

代表者名（又は日本における代表者名）  

 

劣後特約付金銭消費貸借（社債）による借入れ(発行)届出書 

 

 劣後特約付金銭消費貸借（社債）による借入れ(発行)をいたしたく、保険業法第 127 条第 1 項第

8 号及び同法施行規則第 85 条第 1項第 21 号（又は同法第 209 条第 9 号及び同法施行規則第 166 条

第 1項第 5号）の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

調 達 ( 変 更 ) 理 由  

調 達 ( 変 更 ) 予 定 日 年  月  日（  ） 

調達総額（円貨換算額） （       百万円） 

調 達 先  

調 達 期 間 年  月  日～  年  月  日（  年  か月） 

調 達 金 利 ％ 

ソルベンシー・マージン

比 率 の 推 移 

調達直前期 調達実行期 調達実行翌期 

（   ／   期） （   ／   期） （   ／   期） 

           ％            ％           ％ 

本件受入れ

後の残高 

 劣後特約付債務 永久劣後特約付債務 

通貨別 円貨建 外貨（ ）建 円貨建 外貨（ ）建 

残 高     

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(注) 

1． 調達金利は、変動(連動)又は固定の別についても記載すること。 

2． 「本件受入れ後の残高」欄は、百万円通貨単位とし、外貨建てについては通貨を明示し、

通貨毎に記載すること。 

3． 「本件受入れ後の残高」欄における劣後特約付債務及び永久劣後特約付債務については、

借入金又は社債の別を明記すること。 



別紙様式 53 

文 書 番 号 

年  月  日 

金融庁長官   殿 

 

保険会社名（又は外国保険会社等名）    

代表者名（又は日本における代表者名）  

 

劣後特約付金銭消費貸借（社債）の期限前弁済（償還）届出書 

 

 劣後特約付金銭消費貸借(社債)について期限前弁済（償還）いたしたく、保険業法第 127 条第 1項

第 8号及び同法施行規則第 85 条第 1 項第 22号（又は同法第 209 条第 9 号及び同法施行規則第 166条

第 1項第 6 号）の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

期 限 前 弁 済 

（ 償 還 ） 理 由 
 

期 限 前 弁 済 

（ 償 還 ） 予 定 日 
    年  月  日（弁済（償還）期限までの残存期間  年  か月） 

期限前弁済（償還）を行

う 債 務 の 概 要 

調 達 総 額  円貨換算額                     （百万円） 

調 達 先  

調 達 期 間    年 月 日 ～ 年 月 日（  年  か月） 

調 達 金 利            年              ％ 

借換え等を行う場合の債

務 の 概 要 

調達予定日         年  月  日 

調 達 総 額  円貨換算額            （百万円） 

調 達 先  

調 達 期 間    年 月 日 ～ 年 月 日（  年  か月） 

調 達 金 利            年              ％ 

ソルベンシー・マージン

比 率 の 推 移 

 

返済直前期        

（    ／ 期） 

    ％ 

返済実行期 

（    ／ 期） 

    ％ 

返済実行翌期 

（    ／ 期） 

    ％ 

 

  

添付書類 

1． 当該債務の「劣後特約付金銭消費貸借（社債）による借入れ（発行）届出書」の写し 

2． その他参考となるべき事項を記載した書類     

                                                                      



別紙様式 54 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名           

                                代表者名           

 

自己株式を取得する場合の届出書 

 

 自己株式を取得することとなったため、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び同法施行規

則第 85 条第 1 項第 26 号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

取 得 株 式 数          百万株（発行済み株式数     百万株） 

取 得 金 額          百万円 

取 得 方 法 ( 注 )  

取 得 理 由  

取 得 予 定 日        年      月      日（  ） 

 

 

添付書類 

 その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(注) 特定の者より買い受ける場合はその者の商号、名称又は氏名についても記載するこ

と。                                                                                     



別紙様式 55 

文 書 番 号 

年  月  日 

金融庁長官 殿 

（又は○○財務（支）局長 殿） 

（又は沖縄総合事務局長 殿） 

保険会社名（又は外国保険会社等名）    

代表者名（又は日本における代表者名）  

 

不 祥 事 件 届 出 書 

 

保険業法第 127 条第 1項第 8 号及び同法施行規則第 85 条第 1項第 27 号（又は同法第 209 条第 9 号及び同

法施行規則第 166 条第 1項第 7号）の規定に基づき、下記のとおりお届けします。 

 

保 険 会 社 名  事故発生支社･支部名等  

代理店名（店主名）

及び委託状況 

 

専属代理店・乗合代理店（代申会社      ）＊丸で囲むこと 

事 故 者 の 役 職 名 

及 び 氏 名 

（生年月日及び年齢） 

 

（  年 月 日生  歳） 

入 社 年 月 日  年  月  日 入社  

法令違反の該当規定 

（法令に違反しない場合は

理由） 

 
届 出 の 根 拠 

規定（規則） 
 

保険会社が不祥事件の

発 生 を 知 っ た 日 
年 月 日（  ） 発 生 期 間  年  月 日  ～ 年 月 日 

事 故 金 額 

（ う ち 実 損 見 込 み ） 
千円（        千円） 

発 覚 の 端 緒 

（日付を含めて記載する） 

 

 

 

事 故 の 概 要 

 

 

 

 

事故の調査・解明の 

状 況 

 

 



事 後 措 置 
 

 

事故発生原因の分析･

問 題 認 識 等 
 

再 発 防 止 策 
 

 

処分内容 
事 故 者  

関 係 者  

備 考  

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(注) 事故の詳細が判明しない、処分内容が決定しない等、後日、やむを得ず届出書の追完をする場合は、備考

欄に当該事故について最初に届け出た日付を記載すること。 



別紙様式 56 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

内閣総理大臣 殿 

（金融庁長官 経由） 

 

外国保険業者名         

代表者名           

 

外国生命保険業（又は外国損害保険業）の免許申請書 

 

 当社は、今般外国生命保険業（又は外国損害保険業）を行いたく、保険業法第 185 条第

1 項の規定に基づき、別紙のとおり外国生命保険業（又は外国損害保険業）の免許を申請

いたします。 

 

 

添付書類 

1． 別紙様式 56 の 2 

2． 当該外国保険業者の保険業の開始又は当該外国保険業者に係る法人の設立が適法

に行われたこと及び当該免許を受けて行おうとする日本における保険業と同種類の

保険業を本国において適法に行っていることを証する本国の権限のある機関の証明

書 

3． 保険業法第 187 条第 3 項に掲げる書類 

(1) 定款又はこれに準ずる書類  

(2) 日本における事業の方法書  

(3) 日本において締結する保険契約の普通保険約款  

(4) 日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書 

4. 保険業法施行規則第 118 条第 1 項に掲げる書類 

(1) 理由書  

(2) 事業計画書  

(3) 本店又は主たる事務所において作成した最終の財産目録、貸借対照表、損益計算

書及び株主資本等変動計算書（外国相互会社にあっては剰余金の処分又は損失の処

理に関する書面及び基金等変動計算書）に相当するもの  

(4) 日本における代表者の履歴書及び代表権を証する書面  

(5) 免許を申請する外国保険業者を子会社とする者の商号、名称又は氏名及びその保

有する議決権の数を記載した書面  

(6) その他参考となるべき事項を記載した書類 

5． 登録免許税納付書 

6． 組織図 



別紙様式56の2 

 

（外国損害保険業）                                             

本 国 の 国 名  

氏名又は商号若しくは名称  

住 所 又 は 本 店 若 し く は 

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 
 

保険業の開始又は設立の日  

日 本 に お け る 代 表 者 の 

氏 名 及 び 住 所 
 

受けようとする免許の種類  

日本における主たる店舗  

 

業績予想 設立当該期 翌期 翌々期 

 

主
要
勘
定 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

   

純
資
産
勘
定 

持込資本金 

供託金 

・・・ 

   

収
支
見
込 

経常収益 

・・・ 

経常費用 

・・・ 

経常利益 

当期純利益 

   

経
営
諸
指
標 

(%) 

主
要
利
回 

・・・ 

・・・ 

運用資産利回り 

総資産利回り 

   

配当率 

資本金利益率 

損害率 

事業費率 

・・・・・ 

ソルベンシー・マージン比率 

・・・・・ 

 

使 用 人 の 数   

 



別紙様式56の2 

 

（外国生命保険業） 

本 国 の 国 名  

氏名又は商号若しくは名称  

住 所 又 は 本 店 若 し く は 

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 
 

保険業の開始又は設立の日  

日 本 に お け る 代 表 者 の 

氏 名 及 び 住 所 
 

受けようとする免許の種類  

日 本 に お け る 主 た る 店 舗  

 
 業績予想 

 
設立当該期 翌期 翌々期 

 
主
要
勘
定 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

   

純
資
産
勘
定 

持込資本金 

供託金 

・・・ 

・・・ 

   

収
支
見
込 

経常収益 

・・・ 

経常費用 

・・・ 

経常利益 

当期純利益 

   

経
営
諸
指
標 

(%) 

 

主
要
利
回 

・・・ 

・・・ 

一般勘定資産利回り 

 総資産利回り 

   

配当率 

ソルベンシー・マージン比率 

・・・・・ 

 

 使 用 人 の 数             

 

 



別紙様式 57 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

外国保険会社等名              

日本における代表者名           

 

日本における事業の方法書、日本において締結する保険契約の普通保険約款並びに 

日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の 

変更認可申請書 

 

 日本における事業の方法書、日本において締結する保険契約の普通保険約款並びに日本

において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の変更をいたしたく、

保険業法第 207 条において準用する同法第 123 条第１項の規定に基づき、別紙のとおり

認可を申請いたします。 

 

 

(注) 添付書類 

1． 理由書 

2． 日本における事業の方法書の変更に関する事項を記載した書類 

3． 日本において締結する保険契約の普通保険約款の変更に関する事項を記載した書

類 

4． 日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の変更

に関する事項を記載した書類 

5． その他参考となるべき書類を記載した書類 

 

(注)上記 2．以下の書類は、申請の内容に応じて添付すること。  



別紙様式 58 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

外国保険会社等名              

日本における代表者名           

 

日本における事業の方法書、日本において締結する保険契約の普通保険約款並びに 

日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の 

変更届出書 

 

 日本における事業の方法書、日本において締結する保険契約の普通保険約款並びに日本

において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の変更をいたしたく、

保険業法第 207 条において準用する同法第 123 条第 2 項の規定に基づき、別紙のとおりお

届けいたします。 

 

 

添付書類 

1． 理由書 

2． 日本における事業の方法書の変更に関する事項を記載した書類 

3． 日本において締結する保険契約の普通保険約款の変更に関する事項を記載した書

類 

4． 日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の変更

に関する事項を記載した書類 

5． その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(注) 上記 2．以下の書類は、申請の内容に応じて添付すること。  



別紙様式 59 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

 外国保険業者名         

代表者名           

 

外国保険業者の駐在員事務所等設置届出書 

 

 保険業に関する情報の収集又は提供その他保険業に関連を有する業務を行うため、日本

国内に駐在員事務所その他の施設を設置することについて、保険業法第 218 条第 1 項第 1

号及び保険業法施行規則第 178 条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

外
国
保
険
業
者
の
概
要 

商 号 、 名 称 又 は 氏 名  

本店若しくは主たる事務所 

の 所 在 地 又 は 住 所 
 

業 務 の 内 容  

支 店 、 従 た る 支 店 

そ の 他 の 施 設 の 数 
 

資本金の額若しくは出資の 

総 額 又 は 基 金 の 総 額 
 

代 表 権 を 有 す る 役 員 の 

役 職 名 及 び 氏 名 
 

日
本
国
内
に
設
置
し
よ
う
と
す
る
駐

在
員
事
務
所
そ
の
他
の
施
設
の
概
要 

名 称  

所 在 地  

当 該 施 設 に お け る 責 任 者 

の 氏 名 及 び 住 所 
 

設 置 し よ う と す る 理 由  

業 務 の 内 容  

設 置 し よ う と す る 年 月 日 年  月  日（  ） 

 

 



別紙様式 60 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

外国保険業者名         

                                代表者名           

 

外国保険業者の駐在員事務所等廃止届出書 

 

 保険業に関する情報の収集又は提供その他保険業に関連を有する業務を行うために日本

国内に設置した駐在員事務所その他の施設を廃止したので、保険業法第 218 条第 1 項 2 号

の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

外
国
保
険
業

者
の
概
要 

商 号 、 名 称 又 は 氏 名  

本店若しくは主たる事務所 

の 所 在 地 又 は 住 所 
 

廃

止

し

た

駐

在

員

事

務

所 

そ

の

他

の

施

設

の

概

要 

名 称  

所 在 地  

当 該 施 設に おけ る 責任者 

の 氏 名 及 び 住 所 
 

廃 止 年 月 日 年  月  日（  ） 

 

 



別紙様式 61 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

外国保険業者名         

代表者名           

 

外国保険業者の駐在員事務所等の保険業に関する情報の収集又は提供 

その他保険業に関連を有する業務の廃止届出書 

 

 日本国内に設置した駐在員事務所その他の施設において行う保険業に関する情報の収集

又は提供その他保険業に関連を有する業務を廃止したので、保険業法第 218 条第 1 項第 3

号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

外
国
保
険
業
者

の
概
要 

商 号 、 名 称 又 は 氏 名  

本店若しくは主たる事務所 

の 所 在 地 又 は 住 所 
 

保
険
業
に
関
す
る
情
報
の
収
集
等

の
業
務
を
廃
止
し
た
駐
在
員
事
務

所

そ

の

他

の

施

設

の

概

要 

名 称  

所 在 地  

当 該 施 設に おけ る 責任者 

の 氏 名 及 び 住 所 
 

廃 止 年 月 日 年  月  日（  ） 

  



別紙様式 62 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

外国保険業者名         

代表者名           

 

外国保険業者の駐在員事務所等変更届出書 

 

 保険業法第 218 条第 1 項第 1 号の規定に基づき届け出た事項について変更したので、保

険業法第 218 条第 1 項及び保険業法施行規則第 178 条の規定に基づき、下記のとおりお届

けいたします。 

 

記 

 

名 称  

所 在 地  

設 置 年 月 日  

変
更
事
項 

変 更 前  

変 更 後  

変 更 し た 日 年  月  日（  ） 

 

 



別紙様式 63 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

免許特定法人名               

日本における代表者名           

 

引受社員の日本における事業に係る事業の方法書、引受社員が日本において締結する保険

契約に係る普通保険約款並びに引受社員が日本において締結する保険契約に係る保険料

及び責任準備金の算出方法書の変更認可申請書 

 

 引受社員の日本における事業に係る事業の方法書、引受社員が日本において締結する保

険契約に係る普通保険約款並びに引受社員が日本において締結する保険契約に係る保険料

及び責任準備金の算出方法書の変更をいたしたく、保険業法第 225 条第１項の規定に基づ

き、別紙のとおり認可を申請いたします。 

 

  

添付書類 

1． 理由書 

2． 引受社員の日本における事業に係る事業の方法書の変更に関する事項を記載した

書類 

3． 引受社員が日本において締結する保険契約に係る普通保険約款の変更に関する事

項を記載した書類 

4． 引受社員が日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方

法書の変更に関する事項を記載した書類 

5． その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(注) 上記 2．以下の書類は、申請の内容に応じて添付すること。 

                                                                                                 



別紙様式 64 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

免許特定法人名               

                    日本における代表者名           

 

引受社員の日本における事業に係る事業の方法書、引受社員が日本において締結する保険

契約に係る普通保険約款並びに引受社員が日本において締結する保険契約に係る保険料及

び責任準備金の算出方法書の変更届出書 

 

 引受社員の日本における事業に係る事業の方法書、引受社員が日本において締結する保

険契約に係る普通保険約款並びに引受社員が日本において締結する保険契約に係る保険料

及び責任準備金の算出方法書の変更をいたしたく、保険業法第 225 条第 2 項の規定に基

づき、別紙のとおりお届けいたします。 

                                                       

 

添付書類 

1． 理由書 

2． 引受社員の日本における事業に係る事業の方法書の変更に関する事項を記載した

書類 

3． 引受社員が日本において締結する保険契約に係る普通保険約款の変更に関する事

項を記載した書類 

4． 引受社員が日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方

法書の変更に関する事項を記載した書類 

5． その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(注) 上記 2．以下の書類は、申請の内容に応じて添付すること。 



 別紙様式 65 

 

代表者又は管理人（別表） 

 

 登 録 番 号    代申会社名  

商 号 ･ 名 称 

又 は 氏 名 
 

 

※ 筆頭者は除く 

 

代表者又は管理人氏名 生 年 月 日 
性     別 

（該当に○印） 
代表者又は管理人氏名 生 年 月 日 

性     別 

（該当に○印） 

 年 月 日 男・女  年 月 日 男・女 

 年 月 日 男・女  年 月 日 男・女 

 年 月 日 男・女  年 月 日 男・女 

 年 月 日 男・女  年 月 日 男・女 

 年 月 日 男・女  年 月 日 男・女 

 年 月 日 男・女  年 月 日 男・女 

 年 月 日 男・女  年 月 日 男・女 

 年 月 日 男・女  年 月 日 男・女 

 年 月 日 男・女  年 月 日 男・女 

 年 月 日 男・女  年 月 日 男・女 

 年 月 日 男・女  年 月 日 男・女 

 年 月 日 男・女  年 月 日 男・女 

 年 月 日 男・女  年 月 日 男・女 

 年 月 日 男・女  年 月 日 男・女 

 

(注) 法人保険代理店の登録申請に際して、代表者が複数いる場合のみ、登録申請書に添付すること。 



別紙様式 66 

 

保険業法第 277 条第 2 項第 2 号の規定に基づく 

法人保険代理店の役員の氏名及び住所を記載した書面 

 

  
枚 

 

数 

 
商号又は名称 

 

 

役  員  氏  名 役       員       住       所 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



別紙様式 67 

 

文 書 番 号 

年   月   日 

 

生命保険 会社 

支社長 殿  

 

財務（支）局（事務所等）長     

 

                     年 月 日分 

 

生命保険募集人登録済通知書 

 

生命保険募集人登録済件数       件 

 

別紙の代理申請に係る生命保険募集人は、保険業法第 278 条第 1 項の規定に

基づき、下記の日付をもって生命保険募集人登録簿に登録したので、同条第 2

項の規定に基づき通知する。 

 

登 録 日     年  月  日 

 



別紙様式 68 

文 書 番 号 

年  月  日 

   代申会社 御中 

                                     

財務(支)局長       

 

損害保険代理店登録済通知書 

 

年  月  日付で申請のあった損害保険代理店の登録については、保険業法第

278 条第 1 項の規定に基づき別紙損害保険代理店登録明細表のとおり登録したので、同条

第 2 項の規定に基づき通知する。 

  



別紙様式 68 の 2 

 

損害保険代理店登録明細表 

 

登 録 日 

 

 

登録番号 備   考 登録番号 備   考 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 



別紙様式 69 

文 書 番 号 

  年  

月  日 

 

          殿 

 

財務（支）局長            

 

登録の拒否について 

 

    年  月  日付で申請のあった生命保険募集人（又は損害保険代理店）の登録

については、保険業法第 279 条の規定に基づき、登録を拒否したので、通知します。 

 なお、この処分について不服があるときには、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して 3 ケ月以内に金融庁長官に対して行政不服審査法（平成 26 年法律第 68 号）

に基づく審査請求をすることができます。 

 また、この処分について訴訟により取消しを求めるときには、この処分があったことを

知った日から 6 ヶ月以内に国を被告として行政事件訴訟法（昭和 37 年法律第 139 号）に基

づく処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 

記 

 

拒否理由  



別紙様式 70 

年 月 日 

 

財務（支）局長 殿 

 

    生命保険    会社 

             支社              

支社長             印 

 

代申支社の届出書 

 

保険業法第 284 条の規定に基づき、代申支社の届出を行います。 

 

届出事由発生年月日         年   月   日 

届 出 事 由 

・新  設 

・閉  鎖 

・支社名称変更 

・支社長名変更  

・所在地・電話番号変更 

・事務担当者名変更 

・担当する代申支社の変更 

・その他 

内容を備考欄に記入する 

代 申 支 社 名 

及 び 支 社 コ ー ド 

（生保母店  □ ） 

    

支 社 長 名  

所在地及び電話番号 

 

 

        ℡     （     ） 

事務担当者名及び印   

備      考  

生 

保 

母 

店 

記 

入 

欄 

担当する代申

支社名及び支

社 コ ー ド 

    

 



別紙様式 71 

 

                                                  

                                年 月 日 

財務（支）局長 殿    

 

生命保険        会社 

支社長           

 

生命保険募集人登録代理申請書（兼）登録事項変更・廃業等代理届出書 

 

 保険業法第 284 条の規定に基づき、生命保険募集人登録代理申請書（兼）登録事項変更・廃業

等代理届出書を下記のとおりお届けします。 

    

  

 
  生命保険募集人登録代理申請         件 

 

別紙の当社所属の生命保険募集人の代理人として保険業法第277条第1項の規定により登

録を申請します。なお、あわせて当社所属の生命保険募集人であることを証明します。   

 

  

 

 
  登録事項変更代理届出            件 

 

別紙の当社所属の生命保険募集人が登録事項を変更しましたので、これらの者の代理人と

して保険業法第 280 条第 1項の規定によりお届けします。なお、あわせて当社所属の生命

保険募集人であることを証明します。 

 

 

 
  廃業等代理届出                件 

 

別紙の当社所属の生命保険募集人が生命保険の募集業務を廃止することになりましたの

で、保険業法第 280 条第 1項に定められた者の代理人としてお届けします。 

 



別紙様式 72 

 

生命保険募集人登録代理申請書（兼）登録事項変更・廃業等代理届出書別紙 

 

                               年 月 日 

 

会社・支社名  

 区分   登 録  変 更  廃業等   ／  枚 

登録番号 商号、名称又は氏名 職種区分 変更事項 変更又は廃業等の内容と日付 

  
営 個 個使 

内 法 法使 

 氏名 その他 

（      ） 

 新 

              月  日 

 旧 

  
営 個 個使 

内 法 法使 

氏名 その他 

（      ） 

 新 

              月  日 

 旧 

  
営 個 個使 

内 法 法使 

 氏名 その他 

（      ） 

 新 

              月  日 

 旧 

  
営 個 個使 

内 法 法使 

氏名 その他 

（      ） 

 新 

              月  日 

 旧 

  
営 個 個使 

内 法 法使 

 氏名 その他 

（      ） 

 新 

              月  日 

 旧 

  
営 個 個使 

内 法 法使 

氏名 その他 

（      ） 

 新 

              月  日 

 旧 

  
営 個 個使 

内 法 法使 

 氏名 その他 

（      ） 

 新 

              月  日 

 旧 

  
営 個 個使 

内 法 法使 

氏名 その他 

（      ） 

 新 

              月  日 

 旧 

  
営 個 個使 

内 法 法使 

 氏名 その他 

（      ） 

 新 

              月  日 

 旧 

  
営 個 個使 

内 法 法使 

氏名 その他 

（      ） 

 新 

              月  日 

 旧 

 



別紙様式 73 

 

損害保険代理店代理申請書 

                                      年 月 日 

 

財務（支）局長殿                                       

保険会社名            

                                            部支店長名           

 

 下記の登録関係書類を保険業法第 284 条に基づきお届けいたします。 

なお、下記登録申請者は、当社所属の損害保険代理店であることを証明します。 

 

書類区分 新規登録 ・ 登録事項変更届出書 ・ 廃業等届出書 

 

保険募集に従事する役員 ・ 使用人届出書（新規 ・ その他） 
該当する文字 

を○で囲む 

 

                                   合計   件 

 

委託契約番号又は登録番号 備    考 委託契約番号又は登録番号 備    考 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 特例的措置 退・全・継・府 登録希望日 年  月  日 

 



別紙様式 74 

文書番号 

年  月  日 

 

       殿 

 

 財務（支）局長         

 

登録の抹消について 

 

 標記について、保険業法第 308 条第 1 項第 1 号の規定に基づき、下記生命保

険募集人(又は損害保険代理店)の登録を抹消したので、同条第 2 項の規定に基

づき通知する。 

 

記 

 

登録番号： 

 

商号、名称又は氏名： 

 

登録抹消年月日： 

 



別紙様式 75 

文 書 番 号 

年  月  日 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名（又は外国保険会社名）     

代表者名（又は日本における代表者名）  

保険会社名（又は外国保険会社名）     

代表者名（又は日本における代表者名）  

少額短期保険業者名            

代表者名                

 

保険募集の再委託に係る認可申請書 

 

保険募集の再委託をいたしたく、保険業法第 275 条第 3 項の規定に基づき、別紙のとお

り認可を申請いたします。 

 

 

添付書類 

1． 別紙様式 75 の 2 

2． 理由書  

3． 保険募集再委託者と所属保険会社等との間の委託契約書の案 

4． 保険募集再委託者がその所属保険会社等と保険業法施行規則第 212 条の 6 の 2 に

定める密接な関係を有する者であることを証する書面 

5． 保険募集再委託者が当該再委託について所属保険会社等の許諾を得ていることを

証する書面 

6． 保険募集再委託者及び所属保険会社等の当該再委託に係る実施体制を記載した書

面 

7． 所属保険会社等の当該再委託に係る方針 

8． その他参考となるべき事項を記載した書面 

 



別紙様式 75 の 2 

 

保 険 募 集 再 委 託 者 の 

商 号 又 は 名 称 
 

所 属 保 険 会 社 等 の 

商 号 又 は 名 称 
 

保 険 契 約 の 種 類  

 



別紙様式 76 

文 書 番 号 

年  月  日 

金融庁長官 殿 

 

保険会社名（又は外国保険会社名）     

代表者名（又は日本における代表者名）  

保険会社名（又は外国保険会社名）     

代表者名（又は日本における代表者名）  

少額短期保険業者名            

代表者名                

 

保険募集再委託に係る認可事項変更届出書 

 

保険募集再委託に係る認可申請書添付の書面の変更について、保険業法第 127 条第 1

項第 8 号及び同法施行規則第 85 条第 1 項第 28 号（又は同法第 209 条第 9 号、第 272 条の

21 第 1 項第 6 号、同法施行規則第 166 条第 1 項第 8 号及び第 211 条の 55 第 1 項第 15

号）に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

変更事項が記載された添付書類  

変更事項 

変更前  

変更後  

変更理由  

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書面 

 



Ⅰ．申請書等様式集 

 

(2) 保険持株会社関係 （別紙様式１～24）  

 

＜目 次＞ 

別紙様式 1 保険持株会社に係る認可申請書 

別紙様式 2 子会社に係る承認申請書 

別紙様式 3 保険業法施行規則第 210 条の 9 で定める事由により子会社とした会社を 1

年を超えて子会社とすることに係る承認申請書 

別紙様式 4 保険持株会社になった（又は保険持株会社として設立された）届出書 

別紙様式 5 保険会社を子会社とする持株会社でなくなった届出書 

別紙様式 6 子会社対象保険会社等を子会社とすることに係る届出書 

別紙様式 7 子会社が子会社でなくなった届出書 

別紙様式 8 解散届出書 

別紙様式 9 資本金の額の変更届出書 

別紙様式 10 総株主の議決権の百分の五を超える議決権を一の株主により取得又は保

有されることに係る届出書 

別紙様式 11 定款（又は定款に準ずる定め）の変更届出書 

別紙様式 12 新株予約権発行届出書 

別紙様式 13 新株予約権付社債発行届出書 

別紙様式 14 役員就退任届出書 

別紙様式 15 事務所設置届出書 

別紙様式 16 事務所の所在地変更届出書 

別紙様式 17 事務所廃止届出書 

別紙様式 18 保険業法施行規則第 210 条の 9 各号に掲げる事由により他の会社を子会社

とした届出書 

別紙様式 19 子会社の商号等変更届出書 

別紙様式 20 子会社の本店若しくは主たる営業所若しくは事務所の所在地変更届出書 

別紙様式 21 子会社の合併届出書 

別紙様式 22 子会社の解散（又は業務の全部廃止）届出書 

別紙様式 23 事業報告書等を定時総会に提出した届出書 

別紙様式 24 業務及び財産の状況に関する説明書類の縦覧開始届出書 

 



別紙様式 1 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

内閣総理大臣 殿 

（金融庁長官経由） 

 

商号、名称又は氏名 

代表者名           

 

保険持株会社に係る認可申請書 

 

保険会社を子会社とする持株会社となること（又は持株会社を設立すること）について、

保険業法第 271 条の 18 第 1 項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 

 

 

添付書類 

1． 理由書 

2． 申請者又は認可を受けて設立される会社（以下、｢設立会社｣という。）に関する次

に掲げる書類 

(1) 保険会社を子会社とする持株会社となろうとする場合は、申請者に関する次に掲

げる書類 

① 定款 

② 会社の登記事項証明書 

③ 取締役及び監査役（指名委員会等設置会社にあっては取締役及び執行役、監査

等委員会設置会社にあっては取締役）の履歴書 

④ 会計参与設置会社にあっては、会計参与の履歴書 

⑤ 主要な株主の商号、名称又は氏名及びその保有する議決権の数を記載した書面 

⑥ 本件認可に係る法第 271条の 18第 1項各号に掲げる取引又は行為が株主総会又

は取締役会の決議を要するものである場合には、これに関する株主総会の議事録

又は取締役会の議事録その他必要な手続があったことを証する書面 

⑦ 主たる事務所の所在地を記載した書類 

⑧ 業務の内容を記載した書類 

⑨ 最終の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書その他当該会社の最

近における業務、財産及び損益の状況に関する事項を記載した書面 

⑩ 申請者が行う子会社（子会社となる会社を含む。以下同じ。）の経営管理に係る

体制を記載した書類 

⑪ 保険会社の業務に関する知識及び経験を有する従業員の確保の状況を記載した

書類 

(2) 保険会社を子会社とする持株会社を設立する場合は、設立会社に関する次に掲げ



る書類 

① 定款 

② 取締役及び監査役（指名委員会等設置会社にあっては取締役及び執行役、監査

等委員会設置会社にあっては取締役）の履歴書 

③ 会計参与設置会社にあっては、会計参与の履歴書 

④ 主要な株主の商号、名称又は氏名及びその保有する議決権の数を記載した書面 

⑤ 当該設立が創立総会の決議を要するものである場合には、これに関する創立総

会の議事録（当該設立会社が株式移転、合併又は会社分割により設立される場合

にあっては、これに関する株主総会の議事録その他必要な手続があったことを証

する書面 

⑥ 主たる事務所の所在地を記載した書類 

⑦ 業務の内容を記載した書類 

⑧ 資本金の額その他の当該設立後における財産の状況を知ることができる書類 

⑨ 当該設立会社が行う子会社の経営管理に係る体制を記載した書類 

⑩ 保険会社の業務に関する知識及び経験を有する従業員の確保の状況を記載した

書類 

3． 申請者（又は設立会社）の子会社に関する次に掲げる書類 

(1) 商号又は名称及び主たる営業所又は事務所の所在地を記載した書類 

(2) 役員（役員が法人であるときは、その職務を行うべき者を含む。）の役職名及び

氏名又は名称を記載した書類 

(3) 業務の内容を記載した書類 

(4) 最終の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書その他当該会社の最近

における業務、財産及び損益の状況に関する事項を記載した書面 

4． 本件認可後五事業年度における申請者（又は設立会社）及びその子会社の収支及

び保険金等の支払能力の充実の状況を示す比率の見込みを記載した書類 

5． その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 2 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官  殿 

 

保険持株会社名         

代表者名           

 

子会社に係る承認申請書 

            

 保険業法第 271条の 22第 1項各号に掲げる会社以外の会社を子会社とすることについて、

同項の規定に基づき、別紙のとおり承認を申請します。 

 

 

添付書類 

1． 別紙様式 2 の 2 

2． 申請者及びその子会社に関する次に掲げる書類  

(1) 申請者及びその子会社につき連結して記載した最終の貸借対照表、損益計算書及

び株主資本等変動計算書その他これらの会社の最近における業務、財産及び損益の

状況を知ることができる書類 

(2) 本件承認後における申請者及びその子会社等（子会社となる会社を含む。）の収

支及び保険金等の支払能力の充実の状況を示す比率の見込みを記載した書類 

(3) 株式交換（法第 96 条の 5 第 1 項に規定する組織変更株式交換を含む。）により

法第 271 条の 22 第 1 項各号に掲げる会社以外の会社を子会社とする場合には、次に

掲げる書類 

① 株主総会の議事録その他必要な手続があったことを証する書面 

② 株式交換契約（組織変更株式交換を含む。）の内容を記載した書面 

③ 株式交換費用を記載した書類 

(4)  株式交付により法第 271 条の 22第 1項各号に掲げる会社以外の会社を子会社と

する場合には、次に掲げる書類 

① 株主総会の議事録その他必要な手続があったことを証する書面 

② 株式交付計画の内容を記載した書面 

③ 株式交付費用を記載した書類 

3． 子会社となる会社の最終の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書そ

の他最近における業務、財産及び損益の状況に関する事項を記載した書類 

4． 子会社となる会社の組織図 

5． その他参考となるべき事項を記載した書類  

 



別紙様式 2 の 2 

 

子
会
社
と
す
る
会
社
の
概
要 

商 号 又 は 名 称  

資 本 金 の 額  

取締役及び監査役の役

職名及び氏名(注 1) 
 

本店、主たる営業所又

は 事 務 所 の 位 置 
 

会計参与設置会社にあ

っては会計参与の氏名

又は名称 

 

従たる営業所又は事務

所 の 所 在 地 
 

業 務 の 内 容  

役員及び使用人の数  

主 要 株 主 等 の 構 成 

 Ａ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

 Ｂ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

 Ｃ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

総 株 主 等 の 議 決 権 ・ 

保有する議決権の数の状況 

 子会社とする

前① 

子会社とした

後② 

増減 

(②－①) 

総株主等の議決権 個 個 個 

保 有 議 決 権 数 

(注 2) 
個 個 個 

保 有 議 決 権 割 合 

(注 3) 
％ ％ ％ 

子 会 社 と す る 理 由  

実 行 予 定 日 年      月      日（  ） 

現 地 当 局 の 認 可 等 

の 取 得 （ 予 定 ） 年 月 日 

(注 4) 

年      月      日（  ） 

 

(注 1) 指名委員会等設置会社にあっては取締役及び執行役、監査等委員会設置会社にあ

っては取締役と読み替えること。 

(注 2) 「保有議決権数」欄は、申請者とその子会社の合計の保有議決権数を記入するこ



と。 

(注 3) 「保有議決権割合」欄は、小数点第 3 位以下を四捨五入して記入すること。 

(注 4) 「現地当局の認可等の取得（予定）年月日」欄は、現地当局の認可･届出等の手続

の状況に応じて、該当がある場合に記載すること。 



別紙様式３ 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険持株会社名         

                  代表者名           

 

保険業法施行規則第 210 条の 9 で定める事由により子会社とした会社を 

1 年を超えて子会社とすることに係る承認申請書 

            

 保険業法施行規則第 210 条の 9 で定める事由により子会社とした保険業法第 271 条の 22

第 1 項各号に掲げる会社以外の会社を引き続き 1 年を超えて子会社とすることについて、

法第 271 条の 22 第 4 項ただし書の規定に基づき、別紙のとおり承認を申請します。 

 

 

添付書類 

1． 別紙様式 3 の 2 

2． 申請者及びその子会社に関する次に掲げる書類  

(1) 申請者及びその子会社につき連結して記載した最終の貸借対照表、損益計算書及

び株主資本等変動計算書その他これらの会社の最近における業務、財産及び損益の

状況を知ることができる書類 

(2) 本件承認後における申請者及びその子会社等の収支及び保険金等の支払能力の

充実の状況を示す比率の見込みを記載した書類 

(3) 申請に係る子会社の最終の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書そ

の他最近における業務、財産及び損益の状況に関する事項を記載した書類 

3． 申請に係る子会社の組織図 

4． その他参考となるべき事項を記載した書類  

 



別紙様式 3 の 2 

 

申
請
に
係
る
子
会
社
の
概
要 

商 号 又 は 名 称  

資 本 金 の 額  

取締役及び監査役の役

職 名 及 び 氏 名 (注 1 ) 
 

会計参与設置会社にあ

っては会計参与の氏名

又 は 名 称 

 

本店、主たる営業所又は

事 務 所 の 位 置 
 

従たる営業所又は事務

所 の 所 在 地 
 

業 務 の 内 容  

役 員 及 び 

使 用 人 の 数 
 

主 要 株 主 等 

の 構 成 

 Ａ社    個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

 Ｂ社    個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

 Ｃ社    個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

引き続き子会社とする理由 
 

子 会 社 と し た 日 年      月      日（  ） 

現 地 当 局 の 認 可 等 の 取 得 

（ 予 定 ） 年 月 日 ( 注 2 ) 
年      月      日（  ） 

 

(注 1) 指名委員会等設置会社にあっては取締役及び執行役、監査等委員会設置会社にあ

っては取締役と読み替えること。 

(注 2) 「現地当局の認可等の取得（予定）年月日」欄は、現地当局の認可･届出等の手続

の状況に応じて、該当がある場合に記載すること。 



別紙様式 4 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険持株会社名         

代表者名           

 

保険持株会社になった（又は保険持株会社として設立された）届出書 

         

  保険持株会社となった（又は保険持株会社として設立された）ので、保険業法第 271

条の 32 第 2 項第 1 号の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

 保険業法第 271 条の 18 第 1 項 

 の認可を受けた日 
年      月      日（    ） 

保険持株会社になった（又は保険

持株会社として設立された）日 
年      月      日（    ） 

 

                                           

添付書類 

1． 理由書 

2． その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 5 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険持株会社名         

                  代表者名           

 

保険会社を子会社とする持株会社でなくなった届出書 

         

保険会社を子会社とする持株会社でなくなったので、保険業法第 271 条の 32 第 2 項第 2

号の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

持株 会 社で な くな っ た 理 由  

持 株 会 社 で な く な っ た 日 年      月      日（  ） 

保 険 会 社 に 係 る 保 有 

議 決 権 の 処 分 方 法 
 

 

 

添付書類 

 その他参考となるべき事項を記載した書類 

 



別紙様式 6 

文 書 番 号 

年  月  日 

金融庁長官  殿 

 

保険持株会社名         

                        代表者名           

 

子会社対象保険会社等を子会社とすることに係る届出書 

            

 子会社対象保険会社等を子会社とすることについて、保険業法第 271 条の 32 第 2項第 3 号の規定に基

づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

子
会
社
と
す
る
会
社
の
概
要 

商 号 又 は 名 称  

資 本 金 の 額  

役員の役職名及 び氏名  

会計参与設置会社にあって

は会計参与の氏名又は名称 
 

主 た る 営 業 所 又 は 

事 務 所 の 所 在 地 
 

業 務 の 内 容 
 

（法第 271 条の 22第 1 項第  号に該当） 

会 社 の 状 況 

（直近の決算期より）(注 1) 

売上高： 

経常損益： 

当期損益： 

総資産： 

資本金 

 

役 員 及 び 使 用 人 の 数  

取得予定議決権数 (注 2 ) 個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

主 要 株 主 等 の 構 成 

 Ａ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

 Ｂ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

 Ｃ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

子 会 社 と す る 理 由  

子 会 社 と す る 日 年   月   日（   ） 

現 地 当 局 の 認 可 等 の 

取得（予定）年月日(注 3 ) 
年   月   日（   ） 

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(注) 

1． 「会社の状況」欄は、当該会社の規模、収益状況等会社の財務状況がわかる項目を適宜記入す

ること（本欄の項目に必ずしもこだわらない。） 

2． 「取得予定議決権数」欄は、届出者とその子会社の合計の取得予定議決権数を記入するものと

する。 

3． 「現地当局の認可等の取得（予定）年月日」欄は、現地当局の認可･届出等の手続の状況に応

じて、該当がある場合に記載すること。 



別紙様式７ 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険持株会社名 

                  代表者名           

 

子会社が子会社でなくなった届出書 

 

子会社が子会社でなくなったので、保険業法第 271 条の 32 第 2 項第 4 号の規定に基づ

き、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

子 会 社 の 商 号 又 は 名 称  

本 店 、 主 た る 営 業 所 又 は 

事 務 所 の 所 在 地 
 

業 務 の 内 容  

保 有 議 決 権 数 

変 更 前 個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

変 更 後 個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

子 会 社 で な く な っ た 理 由  

子 会 社 で な く な っ た 日 年  月  日（   ） 

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 8 

 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

商号又は名称          

                  代表者名           

 

解散届出書 

         

保険会社を子会社とする保険持株会社でしたが、解散しましたので、保険業法第 271 条

の 32 第 2 項第 5 号の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

  

解 散 の 理 由  

解 散 し た 日 年      月      日（  ） 

保 険 会 社 に 係 る 保 有 

議 決 権 の 処 分 方 法 
 

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 9 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険持株会社名         

                 代表者名           

 

資本金の額の変更届出書 

 

 資本金の額を変更することについて、保険業法第 271 条の 32 第 2 項第 6 号の規定に基づ

き、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

現行の資本金の額 株式数：    百万株   議決権数：  個  金額：     百万円 

増加（減少）する 

資 本 金 の 額 
株式数：    百万株   議決権数：  個  金額：     百万円 

増加（減少）後の 

資 本 金 の 額 
株式数：    百万株   議決権数：  個  金額：     百万円 

資 本 金 の 額 の 

増加（減少）の方

法 

 

理 由  

実 行 予 定 日           年  月  日 （  ） 

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 10 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険持株会社名         

                  代表者名           

 

総株主の議決権の百分の五を超える議決権を一の株主により 

取得又は保有されることに係る届出書 

 

  総株主の議決権の百分の五を超える議決権が一の株主により取得又は保有されることと

なったので、保険業法 271 条の 32第 2 項第 7号の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

                     記 

 

一の株主の商号、名称

又 は 氏 名 
 

一の株主の住所又は主

たる事務所の所在地 
 

一 の 株 主 の 連 絡 先  

保有される議決権数 個（総株主の議決権に対する割合    ％） 

理 由  

保 有 さ れ る 日 年    月    日（    ） 

 

 

添付書類 

 その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 11 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険持株会社名 

                  代表者名           

 

定款（又は定款に準ずる定め）の変更届出書 

 

定款（又は定款に準ずる定め）を変更しましたので、保険業法第 271 条の 32 第 2 項第 8

号及び保険業法施行規則第 210 条の 14 第 2 項第 1 号の規定に基づき、下記のとおりお届け

いたします。 

 

記 

 

理 由  

変 更 日 年      月      日（  ） 

 

 

 

添付書類 

1． 別紙様式 11 の 2 

2． 定款又はこれに準ずる書類（写） 

3． その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 11 の 2 

 

変更前 変更後 備考 

   

 



別紙様式 12 

文 書 番 号 

年  月  日 

金融庁長官 殿 

 

保険持株会社名         

                     代表者名           

 

新株予約権発行届出書 

 

 新株予約権を発行することについて、保険業法第 271 条の 32第 2 項第 8号及び保険業法施行規

則第 210 条の 14 第 2 項第 2号に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

取 締 役 会 等 の 決 議 日             年   月   日（   ） 

新 株 予 約 権 の 数  

新株予約権の目的となる株式

の 数 及 び 種 類 
 

新 株 予 約 権 の 行 使 

時 の 払 込 金 額 
 

新 株 予 約 権 の 行 使 期 間  

新株予約権の行使により株式

を発行する場合の株式の発行

価額及び資本組入額(注 ) 

株式の発行価額： 

資本組入額： 

新株予 約権の行 使の条件  

 

                                                      

添付書類 

1． 理由書 

2． その他参考となるべき事項を記載した書類 

   

(注) 該当がある場合に、記載すること。                                    



別紙様式 13 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険持株会社名         

代表者名           

 

新株予約権付社債発行届出書 

 

 新株予約権付社債を発行することについて、保険業法第 271 条の 32 第 2 項第 8 号及び保

険業法施行規則第 210 条の 14 第 2 項第 2 号に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

取 締 役 会 等 の 決 議 日             年    月   日（   ） 

発 行 総 額  

利 率  

新 株 予 約 権 の 数  

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る 

株 式 の 数 及 び 種 類 
 

新株予約権の行使時の払込金額  

新 株 予 約 権 の 行 使 期 間  

新 株 予 約 権 の 行 使 に よ り 

株式を発行する場合の株式の発

行 価 額 及 び 資 本 組 入 額 ( 注 ) 

株式の発行価額：   

 

資本組入額： 

新 株 予 約 権 の 行 使 の 条 件  

 

                                                      

添付書類 

1． 理由書 

2． その他参考となるべき事項を記載した書類 

   

(注) 該当がある場合に、記載すること。 



別紙様式 14 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険持株会社名 

代表者名          印 

 

役員選退任届出書（事前） 

 

保険持株会社を代表する取締役、保険持株会社の常務に従事する取締役又は監査役（指

名委員会等設置会社にあっては保険持株会社の常務に従事する取締役、代表執行役、執行

役又は監査委員（保険持株会社の常務に従事する取締役を除く。）、監査等委員会設置会社

にあっては保険持株会社を代表する取締役、保険持株会社の常務に従事する取締役又は監

査等委員（保険持株会社の常務に従事する取締役を除く。）、外国所在保険持株会社にあっ

ては当該外国所在保険持株会社を代表する取締役若しくは執行役若しくはこれらに類する

職にある者又は当該外国所在保険持株会社の常務に従事する取締役若しくは執行役若しく

はこれらに類する職にある者）若しくは会計参与（外国所在保険持株会社にあっては、会

計参与又はこれに類する職にある者）の選退任がありますので、保険業法第 271 条の 32

第 2 項第 8 号及び保険業法施行規則第 210 条の 14 第 2 項第 3 号、第 3 号の 3 及び第 3 号の

5 の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

役員（候補者）

の氏名 
役職名 選任（退任）予定日＊ 理 由 備 考 

  
年 月 日 

選任・退任予定 
  

  
年 月 日 

選任・退任予定 
  

  
年 月 日 

選任・退任予定 
  

＊ 該当するものに丸印を付すこと。 

 

 

添付書類 

1． 履歴書（選任しようとする場合） 



2． その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(注) 

1． 「役職名」欄は、選任しようとする場合は新役職名、退任しようとする場合は最

終役職名を記載すること。 

2． 「理由」欄は、選退任の理由を、特に選任しようとする場合には、当該候補者を

選任する理由を具体的に記載すること。 



別紙様式 14 の 2 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険持株会社名 

代表者名           

 

役員選退任届出書（事後） 

 

保険持株会社を代表する取締役、保険持株会社の常務に従事する取締役又は監査役（指

名委員会等設置会社にあっては保険持株会社の常務に従事する取締役、代表執行役、執行

役又は監査委員（保険持株会社の常務に従事する取締役を除く。）、監査等委員会設置会社

にあっては保険持株会社を代表する取締役、保険持株会社の常務に従事する取締役又は監

査等委員（保険持株会社の常務に従事する取締役を除く。）、外国所在保険持株会社にあっ

ては当該外国所在保険持株会社を代表する取締役若しくは執行役若しくはこれらに類する

職にある者又は当該外国所在保険持株会社の常務に従事する取締役若しくは執行役若しく

はこれらに類する職にある者）若しくは会計参与（外国所在保険持株会社にあっては、会

計参与又はこれに類する職にある者）の選退任がありましたので、保険業法第 271 条の 32

第 2 項第 8 号及び保険業法施行規則第 210 条の 14 第 2 項第 3 号の 2、第 3 号の 4 及び第 3

号の 6 の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

役員の氏名 役職名 選任（退任）日＊ 理 由 備 考 

  
年 月 日 

選任・退任 

（事後届出となった理由） 

 

（選退任の理由） 

 

 

  
年 月 日 

選任・退任 

（事後届出となった理由） 

 

（選退任の理由） 

 

 

  
年 月 日 

選任・退任 

（事後届出となった理由） 

 

（選退任の理由） 

 

 

＊ 該当するものに丸印を付すこと。 

 

 



添付書類 

1． 履歴書（選任があった場合） 

2． その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(注) 

1． 「役職名」欄は、選任があった場合は新役職名、退任があった場合は最終役職名

を記載すること。 

2． 「理由」欄は、やむを得ず事後届出となった理由及び選退任の理由を、特に選任

があった場合には、当該者を選任した理由を具体的に記載すること。 



別紙様式 14 の 3 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険持株会社名         

                  代表者名           

 

会計監査人選退任届出書（事前） 

 

会計監査人の選退任がありますので、保険業法第 271 条の 32 第 2 項第 8 号及び保険業

法施行規則第 210 条の 14 第 2 項第 3 号の 7 の規定に基づき、下記のとおりお届けいたし

ます。 

 

記 

 

会計監査人（候補

者）の氏名又は名称 
選任（退任）予定日＊ 理 由 備 考 

 年 月 日選任・退任予定   

 年 月 日選任・退任予定   

 年 月 日選任・退任予定   

＊ 該当するものに丸印を付すこと。 

 

 

添付書類 

履歴書（選任しようとする場合） 

 

(注) 

1． 「理由」欄は、選退任の理由を、特に選任しようとする場合には、当該候補者を

選任する理由を具体的に記載すること。 

2． 会計監査人が法人であるときは、当該会計監査人の沿革を記載した書面及びその

職務を行うべき社員の履歴書を添付すること。 



別紙様式 14 の 4 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険持株会社名         

                  代表者名           

 

会計監査人選退任届出書（事後） 

 

会計監査人の選退任がありましたので、保険業法第 271 条の 32 第 2 項第 8 号及び保険

業法施行規則第 210 条の 14 第 2 項第 3 号の 8 の規定に基づき、下記のとおりお届けいた

します。 

 

記 

 

会計監査人の

氏名又は名称 
選任（退任）日＊ 理 由 備 考 

 

年 月 日選任・退任 

（事後届出となった理由） 

 

（選退任の理由） 

 

 

 

年 月 日選任・退任 

（事後届出となった理由） 

 

（選退任の理由） 

 

 

 

年 月 日選任・退任 

（事後届出となった理由） 

 

（選退任の理由） 

 

 

＊ 該当するものに丸印を付すこと。 

 

 

添付書類 

 履歴書（選任があった場合） 

 

(注) 

1． 「理由」欄は、やむを得ず事後届出となった理由及び選退任の理由を、特に選任

があった場合には、当該者を選任した理由を具体的に記載すること。 

2． 会計監査人が法人であるときは、当該会計監査人の沿革を記載した書面及びその

職務を行うべき社員の履歴書を添付すること。 



別紙様式 15 

 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険持株会社名         

代表者名           

 

事務所設置届出書 

 

  事務所の設置をすることについて、保険業法第 271 条の 32 第 2 項第 8 号及び保険業法施

行規則第 210 条の 14 第 2 項第 4 号の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

設 置 す る 

事 務 所 の 概 要 

名 称  

所 在 地  

業 務 の 内 容  

設 置 理 由  

 設 置 予 定 日        年      月      日（  ） 

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 

 



別紙様式 16 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険持株会社名         

                  代表者名           

 

事務所の所在地変更届出書 

 

  事務所の所在地の変更をすることについて、保険業法第 271 条の 32 第 2 項第 8 号及び保

険業法施行規則第 210 条の 14 第 2 項第 4 号の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

事 務 所 の 概 要 

名 称  

所 在 地 

変 更 前  

変 更 後  

業 務 の 内 容  

変 更 理 由  

所 在 地 変 更 予 定 日 年      月      日（   ） 

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 17 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険持株会社名         

代表者名           

 

事務所廃止届出書 

 

  事務所の廃止をすることについて、保険業法第 271 条の 32 第 2 項第 8 号及び保険業法施

行規則第 210 条の 14 第 2 項第 4 号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

廃 止 す る 

事 務 所 の 概 要 

名 称  

所 在 地  

業 務 の 内 容  

廃 止 理 由      

廃 止 予 定 日 年      月      日（    ） 

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

 



別紙様式 18 

文 書 番 号 

年  月  日 

金融庁長官 殿 

保険持株会社名         

代表者名          印 

 

保険業法施行規則第 210 条の 9第 1項各号に掲げる事由等により 

他の会社を子会社とした届出書 

 

保険持株会社又はその子会社の担保権の実行による株式又は持分の取得若しくは保険業法施行規則

第 210 条の 9 第１項各号に掲げる事由により他の会社を子会社としたので、保険業法 271 条の 32 第 2

項第 8号及び規則第 210 条の 14 第 2 項第 5 号の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

子
会
社
と
し
た
会
社
の
概
要 

商 号 又 は 名 称  

資 本 金 の 額  

役 員 の 役 職 名 及 び 氏 名  

会計参与設置会社にあって

は会計参与の氏名又は名称 
 

本店若しくは主たる営業所

又 は 事 務 所 の 所 在 地 
 

業 務 の 内 容  

会 社 の 状 況 

（直近の決算期より）（注 1） 

売上高： 

経常損益： 

当期損益： 

総資産： 

資本金 

 

役 員 及 び 使 用 人 の 数  

保 有 議 決 権 数 （ 注 2 ） 個(総株主の議決権に対する割合  ％) 

主 要 株 主 等 の 構 成 

Ａ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

Ｂ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

Ｃ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

子 会 社 と し た 理 由 
 

（規則第 210 条の 9第 1 項第  号該当） 

子 会 社 と し た 日 年   月   日（   ） 

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 

 



(注) 

1． 「会社の状況」欄は、当該会社の規模、収益状況等会社の財務状況がわかる項目を適宜記入す

ること（本欄の項目に必ずしもこだわらない。）。 

2． 「保有議決権数」欄は、届出者とその子会社の合計の保有議決権数を記入するものとする。保

有議決権割合は、小数点第 3位以下を四捨五入して記入すること。 



別紙様式 19 

文 書 番 号 

年  月  日 

金融庁長官 殿 

 

保険持株会社名 

                  代表者名           

 

子会社の商号等変更届出書 

 

子会社が商号等を変更することについて、保険業法第 271 条の 32 第 2 項第 8 号及び保

険業法施行規則第 210 条の 14 第 2 項第 6 号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたしま

す。 

 

記 

 

子 会 社 の

商 号 又 は

名 称 

変 更 前  

変 更 後  

本店、主たる営業所又

は 事 務 所 の 所 在 地 
 

変 更 の 理 由  

変 更 日 年  月  日（  ） 

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 20 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険持株会社名 

                  代表者名           

 

子会社の本店、主たる営業所又は事務所の所在地変更届出書 

 

子会社の本店、主たる営業所又は事務所の所在地を変更したことについて、保険業法第

271 条の 32 第 2 項第 8 号及び同法施行規則第 210 条の 14 第 2 項第 6 号の規定に基づき、

下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

子 会 社 の 商 号 又 は 名 称  

本店、主たる営

業所 又は事務

所 の 所 在 地 

変 更 前  

変 更 後  

変 更 の 理 由  

変 更 日 年  月  日（  ） 

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 21 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険持株会社名 

                  代表者名           

 

子会社の合併届出書 

 

子会社が合併することについて、保険業法第 271 条の 32 第 2 項第 8 号及び保険業法施

行規則第 210 条の 14 第 2 項第 6 号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

新 会 社 の 概 要 

(1) 商号又は名称 

(2) 資本金の額 

(3) 役員の役職名及び氏名 

(4) 会計参与設置会社にあ

っては会計参与の氏名又は

名称 

(5) 本店、主たる営業所又は

事務所の所在地 

(6) 業務の内容 

(7) 役員及び使用人の数 

(8) 主要株主等の構成 

 

旧会社の概要 

・・・ 
 

合 併 の 形 態  

合 併 の 理 由  

合 併 の 期 日 年  月  日（  ） 

業 績 予 想 （単位：百万円） 

 区 分 
前々期 

実績 

前期 

実績 

当期 

見込み 

翌期 

予想 

翌々期 

予想 



 ・・・ 

   営業収益 

   営業費用 

 営業損益 

 ・・・ 

 経常損益 

 ・・・ 

 当期損益 

 ・・・ 

     

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 22 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険持株会社名 

                  代表者名           

 

子会社の解散（又は業務の全部の廃止）届出書 

 

子会社が解散（又は業務の全部を廃止）することについて、保険業法第 271 条の 32 第 2

項第 8 号及び保険業法施行規則第 210 条の 14 第 2 項第 6 号の規定に基づき、下記のとお

りお届けいたします。 

 

記 

 

解散（又は業務の全部を廃止）

する子会社の商号又は名称 
 

資 本 金 の 額  

役 員 の 役 職 名 及 び 氏 名  

会計参与設置会社にあっては

会計参与の氏名又は名称 
 

本店、主たる営業所又は事務

所 の 所 在 地 
 

業 務 の 内 容  

役 員 及 び 使 用 人 の 数  

主 要 株 主 等 の 構 成  

解 散 （ 又 は 業 務 の 全 部 を 

廃 止 ） す る 理 由 
 

解 散 （ 又 は 業 務 の 

全 部 の 廃 止 ） 予 定 日 
年   月   日（  ） 

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 23 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険持株会社名         

代表者名           

 

事業報告書等を定時総会に提出した届出書 

 

 事業報告書及び附属明細書を定時総会に提出したので、保険業法第 271 条の 32 第 2 項第 8号及

び保険業法施行規則第 210 条の 14 第 2項第 7 号の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

定 時 総 会 の 日 年   月   日（   ） 

届 出 理 由  

 

 

添付書類 

1． 営業報告書 

2． 附属明細書 

3． その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

 

 



別紙様式 24 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険持株会社名         

                  代表者名         

 

業務及び財産の状況に関する説明書類の縦覧開始届出書 

 

 保険業法第 271条の 25第 1項の規定により作成した業務及び財産の状況に関する説明書

類について、子会社である保険会社において縦覧を開始したので、保険業法第 271 条の 32

第 2 項第 8 号及び保険業法施行規則第 210 条の 14 第 2 項第 8 号の規定に基づき、下記のと

おり届け出ます。 

 

記 

 

縦 覧 開 始 の 日 年   月   日（   ） 

縦覧に供している保険会社  

届 出 理 由  

 

 

添付書類 

1． 保険業法 271 条の 25 第 1 項の規定により作成した業務及び財産の状況に関する説

明書類 

2． その他参考となるべき事項を記載した書類 

 



Ⅰ．申請書等様式集 

 

(3) 保険仲立人関係 （別紙様式 1～25）  

 

＜目 次＞ 

別紙様式 1 役員氏名･住所一覧（登録申請書添付書類） 

別紙様式 2 保険仲立人の登録済通知書 

別紙様式 3 登録の拒否について 

別紙様式 4 代表者又は管理人（別表）（変更届出書添付書類） 

別紙様式 5 保証金供託届出書 

別紙様式 6 保証委託契約締結届出書 

別紙様式 7 保管証書 

別紙様式 8 保証金取戻届出書 

別紙様式 9 保証委託契約解除（変更）承認申請書 

別紙様式 10 保証金に代わる契約の解除承認について 

別紙様式 11 保証金に代わる契約の変更承認について 

別紙様式 12 保証委託契約解除（変更）届出書 

別紙様式 13 供託所変更届出書 

別紙様式 14 受領書 

別紙様式 15 保証金に充てる有価証券の承認申請について 

別紙様式 16 保証金に充てる有価証券の承認及び価額の指定について 

別紙様式 17 通知書 

別紙様式 18 賠責保険契約締結届出書 

別紙様式 19 賠責保険契約により保証金の一部を供託しないこととする承認の申請につ

いて 

別紙様式 20 賠責保険契約により保証金の一部の供託をしないこととする承認について 

別紙様式 21 賠責保険契約解除(変更)承認申請書 

別紙様式 22 賠責保険契約の解除承認について 

別紙様式 23 賠責保険契約の変更承認について 

別紙様式 24 賠責保険契約解除(変更)届出書 

別紙様式 25 結約書 

 



（別紙様式第１号）                                                       （日本産業規格Ａ４） 
 
 
                              役員氏名・住所一覧 
 
                                                                                  年  月  日 
                                                                                               
        財務(支)局長殿 
 
 
                                        商号又は名称 
 
                                        氏    名                                       
                                     (法人等の場合は､代表者又は管理人の氏名) 

 

 
 

役 員 氏 名 住                     所 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  



（別紙様式第２号）                                          （日本産業規格Ａ４）   

                                                                       号  

                                                              年  月  日 

 

              殿                                    

  

 

 

 

                       財務(支)局長 

                                        

 

 

           保険仲立人の登録済通知書 

 

 

    年 月 日付で申請のあった保険仲立人の登録については、保険業法第２８８条第２項の 

規定により別紙明細表のとおり登録したので通知する。 

  



（別紙様式第3号） 

号 

  年  月  日 

 

          殿 

 

財務(支)局長           

 

登録の拒否について 

 

    年  月  日付で申請のあった登録の申請については、下記理由により拒否したの

で、通知します。 

 なお、この処分について不服があるときには、この処分があったことを知った日の翌日から

起算して3ケ月以内に金融庁長官に対して行政不服審査法（平成26年法律第68号）に基づく審査

請求をすることができます。 

 また、この処分について訴訟により取消しを求めるときには、この処分があったことを

知った日から6ヶ月以内に国を被告として行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）に基づ

く処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 

記 

 

拒 否 理 由： 

 



（別紙様式第４号）                                                           （日本産業規格Ａ４） 

 

            代表者又は管理人（別表） 

 
 

 

 登 録 番 号            

 商 号 ・名 称        

 又 は 氏 名        
 

 

 
  ※筆頭者は除く 
 

ふ り が な 

代表者又は管理人氏名 
生 年 月 日 

性     別 
(該当に○印) 

ふ り が な 

代表者又は管理人氏名 
生 年 月 日 

性     別 
(該当に○印) 

 年 月 日 男 ・ 女       年 月 日 男 ・ 女      

 年 月 日 男 ・ 女       年 月 日 男 ・ 女      

 年 月 日 男 ・ 女       年 月 日 男 ・ 女      

 年 月 日 男 ・ 女       年 月 日 男 ・ 女      

 年 月 日 男 ・ 女       年 月 日 男 ・ 女      

 年 月 日 男 ・ 女       年 月 日 男 ・ 女      

 年 月 日 男 ・ 女       年 月 日 男 ・ 女      

 年 月 日 男 ・ 女       年 月 日 男 ・ 女      

 年 月 日 男 ・ 女       年 月 日 男 ・ 女      

 年 月 日 男 ・ 女       年 月 日 男 ・ 女      

 年 月 日 男 ・ 女       年 月 日 男 ・ 女      

 年 月 日 男 ・ 女       年 月 日 男 ・ 女      

 年 月 日 男 ・ 女       年 月 日 男 ・ 女      

 年 月 日 男 ・ 女       年 月 日 男 ・ 女      

 



（別紙様式第５号）                             （日本産業規格Ａ４） 
 
 
                                       年  月  日 
     財務（支）局長 殿 
                      届出者 登録番号   財務（支）局長 第    号 
                              （郵便番号   －    ） 
                      住 所        
                              電話番号（  ）   － 
                      商号又は名称        
                      氏 名                        
                       （法人等にあっては、代表者の氏名及び資格） 
 
                    保証金供託届出書 
 
  保険業法第291条第１項、第４項若しくは第８項若しくは同法第292条第２項又は保険仲立人保証金 
 規則第13条第６項若しくは第14条第１項の規定により供託をしたので、保険業法施行規則第221条第１ 
 項第１号の規定により、同条第２項第１号に規定する書面を添付して、届け出ます。 
 （記載上の注意） 
   不要な字句は消して使用すること。 
 

 

 
 
（別紙様式第６号）                             （日本産業規格Ａ４） 
 
 
                                       年  月  日 
     財務（支）局長 殿 
                      届出者 登録番号   財務（支）局長 第    号 
                              （郵便番号   －    ） 
                      住 所        
                              電話番号（  ）   － 
                      商号又は名称        
                      氏 名                        
                       （法人等にあっては、代表者の氏名及び資格） 
 
                  保証委託契約締結届出書 
 
  保険業法第291条第３項に規定する契約を締結したので、保険業法施行規則第221条第１項第４号の 
 規定により、同条第２項第３号に規定する書面を添付して、届け出ます。 
 

 

 
 
（別紙様式第７号）                             （日本産業規格Ａ４） 
 
 
                                       文 書 番 号 
                    保 管 証 書 
   供託書正本（供託通知書）   通 
    １．供託者名 
    ２．供託所名・供託番号 
  上記保管します。 
       年  月  日 
                             財務（支）局長          
 

 

 
 
 
                                                                                                
             
 



 
（別紙様式第８号）                             （日本産業規格Ａ４） 
 
 
                                       年  月  日 
     財務（支）局長 殿 
                      届出者※登録番号   財務（支）局長 第    号 
                              （郵便番号   －    ） 
                      住 所        
                              電話番号（  ）   － 
                      商号又は名称        
                      氏 名                        
                       （法人等にあっては、代表者の氏名及び資格） 
 
                    保証金取戻届出書 
 
  保険業法第291条第10項又は保険仲立人保証金規則第13条第７項から第９項まで若しくは第14条の規 
 定により保証金の全部又は一部を取り戻したので、保険業法施行規則第221条第１項第３号の規定によ 
 り、同条第２項第２号に規定する書面を添付して、届け出ます。 
 （記載上の注意） 
 １．不要な字句は消して使用すること。 
 ２．保険仲立人の場合は、※登録番号を記載すること。 
 

 

 
 
（別紙様式第９号）                            （日本産業規格Ａ４）  
 
 
                                          （第１面） 
                                       年  月  日 
     財務（支）局長 殿 
                      申請者 登録番号   財務（支）局長 第    号 
                              （郵便番号   －    ） 
                      住 所        
                              電話番号（  ）   － 
                      商号又は名称        
                      氏 名                       
                       （法人等にあっては、代表者の氏名及び資格） 
 
                保証委託契約解除（変更）承認申請書 
 
  保険業法施行令第42条第２号の規定により、保険業法第291条第３項に規定する契約の解除（変更） 
 の承認を受けたいので下記のとおり申請します。 
 
                       記 
 
 １．申請の理由 
 
 ２．現に供託している保証金の内容 
   ① 金銭の場合 
 

 

 
 

供 託 番 号 
 

 
供 託 金 額 

 

 
供 託 者 名 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
   年度金第    号 
 

 
           円 
 

 

   年度金第    号 
 

           円 
 

 

   年度金第    号 
 

           円 
 

 



  
 

  ② 有価証券の場合 
  

  
 

供 託 番 号 
 

 
名   称 

 

 
枚数 
 

 
券面額 

 

 
総額面 

 

 
評価率 

 

 
評価額 

 

 
満期償還日 

 

 

 
  年度証第 号 
 

  
 
    円 
 

 
    円 
 

 
   ％ 
 

 
    円 
 

 

  年度証第 号 
 

      円 
 

    円 
 

   ％ 
 

    円 
 

 

  年度証第 号 
 

      円 
 

    円 
 

   ％ 
 

    円 
 

 

 

                                          （第２面） 
 ３．現に締結している保証委託契約の内容 
  ① 解除（変更）予定年月日及び解除（変更）しようとする保証委託契約の内容 
   （変更後の欄については、変更予定の内容を記載すること。） 
 
 
 
 解除（変更）予定年月日 
 

  

 
 

 
変更後 

 

 
変更前 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 契約の相手方 
 

  

 契約年月日 
 

  

 契約期間 
 

  

 契約金額 
 

 
            円 
 

 
             円 
 

   ② ①以外の保証委託契約 
 
 

 
契 約 の 相 手 方 

 

 
契約年月日 

 

 
契約期間 

 

 
契約金額 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
 
        円 
 

           円 
 

  ４．現に締結して、保証金の一部を代替している保険仲立人賠償責任保険契約の内容 
 
 契 約 の 相 手 方 契約年月日 保険期間の 

始期及び終期 
てん補限度額 

（１事故／期間中） 

  
 
    ～ 
 

 
    円／   円 
 

 
 

免責金額 
 

 
廃業後の担保期間 

 

 
先行行為の担保期間 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
       円 
 

  

  （記載上の注意） 
 １．不要な字句は消して使用すること。 
 ２．該当項目のみを記載すれば足りる。 
 ３．記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付すること。 
  



（別紙様式第１０号）                           （日本産業規格Ａ４）  
 
 
                                       文 書 番 号 
                                       年  月  日 
  （商号又は名称） 
   氏    名 
  （法人等にあっては、代表者の氏名及び資格）殿 
                             財務（支）局長          
 
               保証金に代わる契約の解除承認について 
 
   年  月  日付で申請のあった標記のことについては、下記のとおり承認したので通知します。 
 
                       記 
 
 １．解除できる保証委託契約の内容 
 

 

 
 

契 約 の 相 手 方 
 

 
契約年月日 

 

 
契約期間 

 

 
契約金額 

 

 

    

 
 
 
（別紙様式第１１号）                           （日本産業規格Ａ４）  
 
 
                                       文 書 番 号 
                                       年  月  日 
  （商号又は名称） 
   氏    名 
  （法人等にあっては、代表者の氏名及び資格）殿 
                             財務（支）局長          
 
               保証金に代わる契約の変更承認について 
 
   年  月  日付で申請のあった標記のことについては、下記のとおり承認したので通知します。 
 
                       記 
 
 １．変更前の保証委託契約の内容 
 

 

 
 

契 約 の 相 手 方 
 

 
契約年月日 

 

 
契約期間 

 

 
契約金額 

 

 
 
 
 
 
 
 

    

  ２．変更後の保証委託契約の内容 
 
 

 
契 約 の 相 手 方 

 

 
契約年月日 

 

 
契約期間 

 

 
契約金額 

     

 
 
 



（別紙様式第１２号）                           （日本産業規格Ａ４）  
 
 
                                       年  月  日 
     財務（支）局長 殿 
                      届出者 登録番号   財務（支）局長 第    号 
                              （郵便番号   －    ） 
                      住 所        
                              電話番号（  ）   － 
                      商号又は名称        
                      氏 名                        
                       （法人等にあっては、代表者の氏名及び資格） 
 
                 保証委託契約解除（変更）届出書 
 
  保険業法第291条第３項に規定する契約を解除（変更）したので、保険業法施行規則第221条第１項 
 第４号の規定により、同条第２項第３号に規定する書面を添付して、届け出ます。 
 （記載上注意） 
   不要な字句は消して使用すること。 
 

 

 
 
（別紙様式第１３号）                           （日本産業規格Ａ４）  
 
 
                                       年  月  日 
     財務（支）局長 殿 
                      届出者※登録番号   財務（支）局長 第    号 
                              （郵便番号   －    ） 
                      住 所        
                              電話番号（  ）   － 
                      商号又は名称        
                      氏 名                        
                       （法人等にあっては、代表者の氏名及び資格） 
 
                    供託所変更届出書 
 
  保険仲立人保証金規則第13条第１項の規定により、下記のとおり届け出ます。 
 
 
                       記 
 
 １．当該届出に係る保険仲立人の商号、名称又は氏名及び住所 
 
 ２．主たる事務所の所在地の変更前の最寄りの供託所名 
 
 ３．主たる事務所の所在地の変更後の最寄りの供託所名 
 
 （記載上の注意） 
 １．１．については、届出者が保険仲立人以外である場合にのみ記載すること。 
 ２．保険仲立人の場合は、※登録番号を記載すること。 
 

 

 



（別紙様式第１４号）                           （日本産業規格Ａ４） 
 
 
                                       年  月  日 
     財務（支）局長 殿 
                      ※登録番号           財務（支）局長 第    号 
                              （郵便番号   －    ） 
                      住 所        
                              電話番号（  ）   － 
                      商号又は名称        
                      氏 名                        
                       （法人等にあっては、代表者の氏名及び資格） 
 
                      受領書 
 
  保険仲立人保証金規則第13条第２項の規定により供託書正本の交付を受けたので、当該供託書正本に 
 ついての保管証書を添付して提出します。なお、保証金規則13条第３項及び第４項の手続きを遅滞なく 
 行います。 
 
 （記載上の注意） 
   保険仲立人の場合は、※登録番号を記載すること。 
 

 

 
 
（別紙様式第１５号）                           （日本産業規格Ａ４） 
 
 
                                       年  月  日 
     財務（支）局長 殿 
                      申請者  登録番号   財務（支）局長 第    号 
                              （郵便番号   －    ） 
                      住 所        
                              電話番号（  ）   － 
                      商号又は名称        
                      氏 名                        
                       （法人等にあっては、代表者の氏名及び資格） 
 
              保証金に充てる有価証券の承認申請について 
 
  保険業法施行規則第226条第２項の規定に基づき、下記の有価証券を保証金に充てることにつき承認 
 願います。 
 
                        記 
 

 

 
 

銘    柄  名 
 

 
利付・割引 

 

 
発  行  年  月  日 

 

 
償  還 年  月  日 

 

 

    

 
 
 



（別紙様式第１６号）                           （日本産業規格Ａ４） 
 
 
                                       文 書 番 号 
                                       年  月  日 
  （商号又は名称） 
   氏    名 
  （法人等にあっては、代表者の氏名及び資格）殿 
                             財務（支）局長          
 
           保証金に充てる有価証券の承認及び価額の指定について 
 
   年  月  日付で申請のあった標記のことについては、保険業法施行規則第226条第１項第４号 
 の規定に基づき承認します。また、有価証券の価額については、額面金額100円につき○円とします。 
 
                                      記 
 

 

 
 

銘    柄  名 
 

 
利付・割引 

 

 
発  行  年  月  日 

 

 
償  還 年  月  日 

 

 

    

 
 
 
（別紙様式第１７号）                           （日本産業規格Ａ４） 
 
 
                                       文 書 番 号 
                     通 知 書 
 
  支払委託書のとおり供託物の配当をしたため、あなたの保証金に○○○円の不足を生じたので、速や 
 かに、上記不足額を供託してください。 
    年  月  日 
                             財務（支）局長          
   住    所 
  （商号又は名称） 
   氏    名 
  （法人等にあっては、代表者の氏名及び資格）殿 
 

 

 
                                                                              
   



（別紙様式第１８号）                           （日本産業規格Ａ４）  
 
 
                                       年  月  日 
     財務（支）局長 殿 
                      届出者 登録番号   財務（支）局長 第    号 
                              （郵便番号   －    ） 
                      住 所        
                              電話番号（  ）   － 
                      商号又は名称        
                      氏 名                        
                       （法人等にあっては、代表者の氏名及び資格） 
 
                  賠責保険契約締結届出書 
 
  保険業法第292条第１項に規定する保険仲立人賠償責任保険契約を締結したので、保険業法施行規則 
 第221条第１項第５号の規定により、同条第２項第３号に規定する書面を添付して、届け出ます。 
 

 

 
 
（別紙様式第１９号）                           （日本産業規格Ａ４）  
 
 
                                          （第１面） 
                                       年  月  日 
     財務（支）局長 殿 
                      届出者 登録番号   財務（支）局長 第    号 
                              （郵便番号   －    ） 
                      住 所        
                              電話番号（  ）   － 
                      商号又は名称        
                      氏 名                        
                       （法人にあっては、代表者の氏名） 
 
      賠責保険契約により保証金の一部の供託をしないこととする承認の申請について 
 
  保険業法第292条第１項の規定により、保証金の一部の供託をしないこととする承認を受けたいので 
 下記のとおり申請します。 
 
                       記 
 
 １．申請の理由 
 
 ２．現に供託している保証金の内容 
   ① 金銭の場合 
 

 

 
 

供 託 番 号 
 

 
供 託 金 額 

 

 
供 託 者 名 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
   年度金第    号 
 

 
           円 
 

 

 
   年度金第    号 
 

 
           円 
 

 

 
   年度金第    号 
 

 
           円 
 

 

   ② 有価証券の場合 
 
 

 
供 託 番 号 

 

 
名   称 

 

 
枚数 
 

 
券面額 

 

 
総額面 

 

 
評価率 

 

 
評価額 

 

 
満期償還日 

 

 

 
  年度証第 号 
 

  
 
    円 
 

 
    円 
 

 
   ％ 
 

 
    円 
 

 

 
  年度証第 号 
 

  
 
    円 
 

 
    円 
 

 
   ％ 
 

 
    円 
 

 

        



 
 
  年度証第 号 
 

 
 

 
 

    円 
 

    円 
 

   ％ 
 

    円 
 

 
 

 
 

 

 

 
 

  ３．現に締結して、保証金の全部又は一部を代替している保証委託契約の内容 
 
 

 
契 約 の 相 手 方 

 

 
契約年月日 

 

 
契約期間 

 

 
契約金額 

 

 

   
 
        円 
 

   
 
        円 
 

 

                                          （第２面） 
 ４．締結して保証金の一部の供託をしないこととしようとする賠責保険契約の内容 
 
 

契 約 の 相 手 方 契約年月日 
保険期間の 
始期及び終期 

てん補限度額 
（１事故／期間中） 

 

  
 
    ～ 
 

 
    円／   円 
 

  
免責金額 

 

 
廃業後の担保期間 

 

 
先行行為の担保期間 

 

 

 
       円 
 

  

  ５．保険業法施行令第41条に規定する保証金の額及び供託をしないこととしようとする供託物の内容 
 
 
 
 保険業法施行令第41条に規定する保証金の額 
 

 
               円 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  供託物の内容  （供託所名                     ） 
   ① 金銭の場合 
 
 

 
供 託 番 号 

 

 
供 託 金 額 

 

 
供 託 者 名 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
   年度金第    号 
 

 
           円 
 

 

 
   年度金第    号 
 

 
           円 
 

 

 
   年度金第    号 
 

 
           円 
 

 

   ② 有価証券の場合 
 
 

 
供 託 番 号 

 

 
名   称 

 

 
枚数 
 

 
券面額 

 

 
総額面 

 

 
評価率 

 

 
評価額 

 

 
満期償還日 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  年度証第 号 
 

  
 
    円 
 

 
    円 
 

 
   ％ 
 

 
    円 
 

 

 
  年度証第 号 
 

  
 
    円 
 

 
    円 
 

 
   ％ 
 

 
    円 
 

 

 
  年度証第 号 
 

  
 
    円 
 

 
    円 
 

 
   ％ 
 

 
    円 
 

 

  （記載上の注意） 
 １．該当項目のみを記載すれば足りる。 
 ２．記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付すること。 
  
 
 
 
 
 
 



（別紙様式第２０号）                           （日本産業規格Ａ４）  
 
 
                                       文 書 番 号 
                                       年  月  日 
  （商号又は名称） 
   氏    名 
  （法人等にあっては、代表者の氏名及び資格）殿 
                             財務（支）局長          
 
       賠責保険契約により保証金の一部の供託をしないこととする承認について 
 
   年  月  日付で申請のあった標記のことについては、下記のとおり承認したので通知します。 
 
                       記 
 
 １．保証金の一部の供託をしないこととする賠責保険契約の内容 
 

 

 
契 約 の 相 手 方 契約年月日 

保険期間の 
始期及び終期 

てん補限度額 
（１事故／期間中） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
    ～ 
 

 
    円／   円 
 

  
免責金額 

 

 
廃業後の担保期間 

 

 
先行行為の担保期間 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
       円 
 

  

  ２．供託をしないことができる保証金の額及びその供託物の内容 
 
 
 
 供託をしないことができる保証金の額 
 

 
               円 
 

 
 
 
 
 
 

  供託物の内容  （供託所名                     ） 
   ① 金銭の場合 
 
 

 
供 託 番 号 

 

 
供 託 金 額 

 

 
供 託 者 名 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
   年度金第    号 
 

 
           円 
 

 

 
   年度金第    号 
 

 
           円 
 

 

 
   年度金第    号 
 

 
           円 
 

 

   ② 有価証券の場合 
 
 

 
供 託 番 号 

 

 
名   称 

 

 
枚数 
 

 
券面額 

 

 
総額面 

 

 
評価率 

 

 
評価額 

 

 
満期償還日 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  年度証第 号 
 

  
 
    円 
 

 
    円 
 

 
   ％ 
 

 
    円 
 

 

 
  年度証第 号 
 

  
 
    円 
 

 
    円 
 

 
   ％ 
 

 
    円 
 

 

 
  年度証第 号 
 

  
 
    円 
 

 
    円 
 

 
   ％ 
 

 
    円 
 

 

  ３．承認の条件 
  
 
 
 
 
 



（別紙様式第２１号）                           （日本産業規格Ａ４）  
 
 
                                          （第１面） 
                                       年  月  日 
     財務（支）局長 殿 
                      届出者 登録番号   財務（支）局長 第    号 
                              （郵便番号   －    ） 
                      住 所        
                              電話番号（  ）   － 
                      商号又は名称        
                      氏 名                        
                       （法人等にあっては、代表者の氏名及び資格） 
 
               賠責保険契約解除（変更）承認申請書 
 
  保険業法施行令第44条第１項第４号の規定により、保険業法第292条第１項に規定する保険仲立人賠 
 償責任保険契約の解除（変更）の承認を受けたいので下記のとおり申請します。 
 
                       記 
 
 １．申請の理由 
 
 ２．現に供託している保証金の内容 
   ① 金銭の場合 
 

 

 
 

供 託 番 号 
 

 
供 託 金 額 

 

 
供 託 者 名 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
   年度金第    号 
 

 
           円 
 

 

 
   年度金第    号 
 

 
           円 
 

 

 
   年度金第    号 
 

 
           円 
 

 

   ② 有価証券の場合 
 
 

 
供 託 番 号 

 

 
名   称 

 

 
枚数 
 

 
券面額 

 

 
総額面 

 

 
評価率 

 

 
評価額 

 

 
満期償還日 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  年度証第 号 
 

  
 
    円 
 

 
    円 
 

 
   ％ 
 

 
    円 
 

 

 
  年度証第 号 
 

  
 
    円 
 

 
    円 
 

 
   ％ 
 

 
    円 
 

 

 
  年度証第 号 
 

  
 
    円 
 

 
    円 
 

 
   ％ 
 

 
    円 
 

 

  ３．現に締結している保証委託契約の内容 
 
 

 
契 約 の 相 手 方 

 

 
契約年月日 

 

 
契約期間 

 

 
契約金額 

 

 

   
 
        円 
    
 
        円 
 

 

                                          （第２面） 
 ４．現に締結して、保証金の一部を代替している賠責保険契約の内容 
    解除（変更）予定年月日及び解除（変更）しようとする賠責保険契約の内容 
   （変更後の欄については、変更予定の内容を記載すること。） 
 
 
 
 解除（変更）予定年月日 
 

  

 



  
   

 
     変更後 
 

 
      変更前 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
   契約の相手方 
 

  

 
   契約年月日 
 

  

 
   保険期間の 
   始期及び終期 
 

 
 
      ～ 
 

 
 
       ～ 
  

   てん補限度額 
 （１事故／期間中） 
 

 
 
      円／    円 
 

 
 
      円／    円 
  

    免責金額 
 

 
            円 
 

 
            円 
  

  廃業後の担保期間 
 

  

 
 先行行為の担保期間 
 

  

  （記載上の注意） 
 １．不要な字句は消して使用すること。 
 ２．該当項目のみを記載すれば足りる。 
 ３．記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付すること。 
  
  
（別紙様式第２２号）                           （日本産業規格Ａ４）  
 
 
                                       文 書 番 号 
                                       年  月  日 
  （商号又は名称） 
   氏    名 
  （法人等にあっては、代表者の氏名及び資格）殿 
                             財務（支）局長          
 
                賠責保険契約の解除承認について 
 
   年  月  日付で申請のあった標記のことについては、下記のとおり承認したので通知します。 
 
                       記 
 
 １．解除できる賠責保険契約の内容 
 

 

 
契 約 の 相 手 方 契約年月日 

保険期間の 
始期及び終期 

てん補限度額 
（１事故／期間中） 

 

  
 
    ～ 
 

 
    円／   円 
 

  
免責金額 

 

 
廃業後の担保期間 

 

 
先行行為の担保期間 

 

 

 
       円 
 

  

  
 
 
 
 
 
 



（別紙様式第２３号）                           （日本産業規格Ａ４）  
 
 
                                       文 書 番 号 
                                       年  月  日 
  （商号又は名称） 
   氏    名 
  （法人等にあっては、代表者の氏名及び資格）殿 
                             財務（支）局長          
 
                賠責保険契約の変更承認について 
 
   年  月  日付で申請のあった標記のことについては、下記のとおり承認したので通知します。 
 
                       記 
 
 １．変更前の賠責保険契約の内容 
 

 

 
契 約 の 相 手 方 契約年月日 

保険期間の 
始期及び終期 

てん補限度額 
（１事故／期間中） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
    ～ 
 

 
    円／   円 
 

  
免責金額 

 

 
廃業後の担保期間 

 

 
先行行為の担保期間 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
       円 
 

  

  ２．変更後の賠責保険契約の内容 
 
 

契 約 の 相 手 方 契約年月日 
保険期間の 
始期及び終期 

てん補限度額 
（１事故／期間中） 

  
 
    ～ 
 

 
    円／   円 
 

  
免責金額 

 

 
廃業後の担保期間 

 

 
先行行為の担保期間 

 

 

 
       円 
 

  

  
 
（別紙様式第２４号）                           （日本産業規格Ａ４）  
 
 
                                       年  月  日 
     財務（支）局長 殿 
                      届出者 登録番号   財務（支）局長 第    号 
                              （郵便番号   －    ） 
                      住 所        
                              電話番号（  ）   － 
                      商号又は名称        
                      氏 名                        
                       （法人等にあっては、代表者の氏名及び資格） 
 
                賠責保険契約解除（変更）届出書 
 
  保険業法第292条第１項に規定する保険仲立人賠償責任保険契約を解除（変更）したので、保険業法 
 施行規則第221条第１項第５号の規定により、同条第２項第３号に規定する書面を添付して、届け出ま 
 す。 
 

 

 



 （別紙様式第２５号）（ひな型）       
 
 

                                                             日付：（年月日） 

 

   顧客（保険契約者）  殿 

   引 受 保 険 会 社           殿 

 

                                               （保険仲立人） 

                                                   商号、名称又は氏名： 

                          住  所： 

                          登録番号： 

 

                           結約書（No. ○○○○○） 

 

     当社による保険契約の締結の媒介の結果、下記の契約が成立いたしましたので、 

  ここに本書の交付をもってその内容・条件をご通知申し上げます。 

    つきましては、本書記載事項の全てについて、貴社のご依頼内容と合致している 

  か検証のほどお願い申し上げます。また、修正すべき事項がある場合は、直ちに、 

  当社までご連絡下さるようお願い申し上げます。 

 

                   －記－ 

 

  １．保険契約者及び被保険者並びに保険金額を受け取るべき者の商号、名称又は氏 

   名 

  ２．引受保険者の商号又は名称 

  ３．保険契約締結の年月日 

  ４．保険契約の種類及びその内容 

  ５．保険の目的 

  ６．保険価額を定めたときはその価額 

  ７．保険金額及び複数の保険者が共同して引き受けるときは各保険者の引受割合 

  ８．保険料及びその支払方法 

  ９．保険期間を定めたときはその始期及び終期 

 

                                   以  上 

 

  

   上記のとおりの内容で相違ありません。 

 

 

                                 保険契約者名                         

 

                                 引受保険会社名                  

 

 



Ⅰ．申請書等様式集 

 

(4) 保険主要株主関係 （別紙様式 1～11） 

 

＜目 次＞ 

別紙様式 1 保険主要株主に係る認可申請書 

別紙様式 2 特定主要株主に係る認可申請書 

別紙様式 3 主要株主基準値以上の数の議決権の保有者でなくなった届出書 

別紙様式 4 保険主要株主になった(又は保険主要株主として設立された)届出書 

別紙様式 5 総株主の議決権の百分の五十を超える議決権の保有者となった届出書 

別紙様式 6 主要株主基準値以上の議決権の数の保有者でなくなった届出書 

別紙様式 7 総株主の議決権の百分の五十を超える議決権の保有者でなくなった届出書 

別紙様式 8 解散届出書 

別紙様式 9 総株主の議決権の百分の五十を超える議決権を一の株主により取得又は

保有されることに係る届出書 

別紙様式 10 定款（又は定款に準ずる定め）の変更届出書 

別紙様式 11 保険業法第 271 条の 32 第 1 項第 7 号及び保険業法施行規則第 210 条の

14 第 1 項第 2 号に定める事項の変更（又は廃止）届出書 

 



別紙様式 1 

文 書 番 号 

年  月  日 

金融庁長官 殿 

 

商号、名称又は氏名 

代表者名           

（連絡先） 

 

保険主要株主に係る認可申請書 

 

○○保険会社の主要株主基準値以上の数の議決権の保有（又は主要株主基準値以上の数

の議決権の保有者である会社の設立）をいたしたく、保険業法第 271 条の 10 第 1 項の規定

に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 

 

 

 

添付書類 

1. 理由書 

2. 申請者に関する(1)、(2)又は(3)に掲げる書類 

(1) 保険会社の主要株主基準値以上の数の議決権を保有しようとする場合（会社その

他の法人） 

① 定款 

② 法人の登記事項証明書 

③ 取締役及び監査役（指名委員会等設置会社にあっては取締役及び執行役、監査

等委員会設置会社にあっては取締役）の履歴書 

④ 会計参与設置会社にあっては、会計参与の履歴書 

⑤ その総株主又は総出資者の議決権の百分の五を超える議決権を保有する者の氏

名、住所又は居所、国籍及び職業（当該者が法人その他の団体である場合には、

その名称、主たる事務所の所在地及び営んでいる事業の内容）並びにその保有す

る議決権の数を記載した書類 

⑥ 当該認可に係る法第 271条の 10第 1項各号に掲げる取引又は行為が株主総会又

は取締役会（これらに準ずる機関を含む。）の決議を要するものである場合には、

これに関する株主総会の議事録又は取締役会の議事録（これに準ずる機関におい

て必要な手続があったことを証する書面を含む。） 

⑦ 主たる事務所の位置を記載した書類 

⑧ 業務の内容を記載した書類 

⑨ 最終の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書（相互会社にあって

は、剰余金処分又は損失処理に関する書面及び基金等変動計算書）その他当該法

人の最近における業務、財産及び損益の状況を知ることができる書類 



⑩ 当該保険会社の議決権の保有に係る体制を記載した書類 

⑪ その保有する当該保険会社の議決権の数及び当該認可後に取得又は保有しよう

とする当該保険会社の議決権の数を記載した書類 

⑫ その子会社等の名称、主たる営業所又は事務所の位置及び業務の内容を記載し

た書類 

(2) 保険会社の主要株主基準値以上の数の議決権を保有しようとする場合（会社その

他の法人以外） 

① 名称又は氏名、主たる事務所の所在地又は住所若しくは居所及び営んでいる事

業又は職業を記載した書類 

② その保有する当該保険会社の議決権の数及び当該認可後に取得又は保有しよう

とする当該保険会社の議決権の数を記載した書類 

③ 総株主又は総出資者の議決権の百分の二十以上の数の議決権を保有する法人の

名称、主たる営業所又は事務所の位置及び業務の内容を記載した書類 

(3) 保険会社の主要株主基準値以上の数の議決権を保有する会社等の設立をしよう

とする場合 

① 定款 

② 取締役及び監査役（指名委員会等設置会社にあっては取締役及び執行役、監査

等委員会設置会社にあっては取締役）の履歴書 

③ 会計参与設置会社にあっては、会計参与の履歴書 

④ その総株主又は総出資者の議決権の百分の五を超える議決権を保有することと

なる者の氏名、住所又は居所、国籍及び職業（当該者が法人その他の団体である

場合には、その名称、主たる事務所の所在地及び営んでいる事業の内容）並びに

その保有する議決権の数を記載した書類 

⑤ 当該設立が創立総会の決議を要するものである場合には、これに関する創立総

会の議事録等 

⑥ 主たる事務所の位置を記載した書類 

⑦ 業務の内容を記載した書類 

⑧ 資本金の額その他の当該設立後における財産の状況を知ることができる書類 

⑨ 当該保険会社の議決権の保有に係る体制を記載した書類 

⑩ その保有する当該保険会社の議決権の数及び当該認可後に取得又は保有しよう

とする当該保険会社の議決権の数を記載した書類 

⑪ その子会社等の名称、主たる営業所又は事務所の位置及び業務の内容を記載し

た書類 

3. 当該認可後五事業年度におけるその保有する当該保険会社の議決権に係るキャッ

シュ・フローの見込み及び当該見込みのネットプレゼントバリューを記載した書類  

4. 前号のネットプレゼントバリューに係るストレステストの結果を記載した書類  

5. 当該認可後に当該保険会社との間に有することを予定する人事、資金、技術、取引

等における関係及び当該関係に係る方針 

6. その他参考となるべき事項を記載した書類 



別紙様式 2 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

商号、名称又は氏名 

                  代表者名           

（連絡先） 

 

特定主要株主に係る認可申請書 

 

○○保険会社の主要株主基準値以上の数の議決権を猶予期限日後も引き続き保有をい

たしたく、保険業法第 271 条の 10 第 2 項ただし書の規定に基づき、別紙のとおり認可を申

請いたします。 

 

 

 

添付書類 

1. 理由書 

2. 当該法人に関する次に掲げる書類 

(1) 取締役及び監査役（指名委員会等設置会社にあっては取締役及び執行役、監査等

委員会設置会社にあっては取締役）の履歴書 

(2) 会計参与設置会社にあっては、会計参与の履歴書 

(3) その総株主又は総出資者の議決権の百分の五を超える議決権を保有する者の氏

名、住所又は居所、国籍及び職業（当該者が法人その他の団体である場合には、そ

の名称、主たる事務所の所在地及び営んでいる事業の内容）並びにその保有する議

決権の数を記載した書類 

(4) 主たる事務所の位置を記載した書類 

(5) 業務の内容を記載した書類 

(6) 最終の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書（相互会社にあっては、

剰余金処分又は損失処理に関する書面及び基金等変動計算書）その他当該法人の最

近における業務、財産及び損益の状況を知ることができる書類 

(7) 当該保険会社の議決権の保有に係る体制を記載した書類 

(8) その子会社等の名称、主たる営業所又は事務所の位置及び業務の内容を記載した

書類 

3. 当該認可後五事業年度におけるその保有する当該保険会社の議決権に係るキャッ

シュ・フローの見込み及び当該見込みのネットプレゼントバリューを記載した書類  

4. 前号のネットプレゼントバリューに係るストレステストの結果を記載した書類  

5. 当該認可後に当該保険会社との間に有することを予定する人事、資金、技術、取引



等における関係及び当該関係に係る方針 

6. その保有する当該保険会社の議決権の数を記載した書類 

7. その他参考となるべき事項を記載した書類 

 



別紙様式 3 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

商号、名称又は氏名       

                         代表者名           

（連絡先）           

 

主要株主基準値以上の数の議決権の保有者でなくなった届出書            

       

  ○○保険会社の主要株主基準値以上の数の議決権の保有者でなくなったので、保険業法第 271 条の 10

第 3 項の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

特定主要株主となった 

理由及び事由 

 

 

 

 

特定主要株主となった

日 
年      月      日（  ） 

総株主の議決権・保有す

る議決権の数の状況 

 届出事由発生前① 届出事由発生後② 増減（②－①） 

 総株主の議決権 個 個 個 

 保有議決権数       個 個 個 

 議決権保有割合       ％       ％     ％ 

特定主要株主でなくな

った理由及び事由 

 

 

 

 

特定主要株主でなくな

った日 
年      月      日（  ） 

 

 

 



別紙様式 4 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険主要株主名         

代表者名           

（連絡先）           

 

保険主要株主になった（又は保険主要株主として設立された）届出書 

         

  ○○保険会社の保険主要株主となった（又は保険主要株主として設立された）ので、保

険業法第 271 条の 32 第 1 項第 1 号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

保険業法第 271 条の 10 第 1項の認

可 を 受 け た 日 
年      月      日（  ） 

保険主要株主になった（又は保険

主要株主として設立された）日 
年      月      日（  ） 

保 有 議 決 権 数      個（総株主の議決権に対する割合   ％） 

 

                                           

 



別紙様式 5 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険主要株主名         

                         代表者名           

（連絡先）           

 

総株主の議決権の百分の五十を超える議決権の保有者となった届出書 

         

  ○○保険会社の総株主の議決権の百分の五十を超える議決権の保有者となったので、保険業法第 271 条

の 32 第 1項第 2号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

総株主の議決権・保有

する議決権の数の状況 

 届出事由発生前① 届出事由発生後② 増減（②－①） 

総株主の議決権 個 個 個 

保有議決権数 個 個 個 

議決権保有割合 ％ ％ ％ 

議決権取得（又は保有）

の理由及び事由 
 

総株主の議決権の百分

の五十を超える議決権

の保有者となった日 

       年      月      日（  ） 

 



別紙様式 6 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

商号、名称又は氏名       

                         代表者名           

（連絡先）           

 

主要株主基準値以上の数の議決権の保有者でなくなった届出書 

         

  ○○保険会社の主要株主基準値以上の議決権の保有者でなくなったので、保険業法第 271 条の 32 第 1項

第 3号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

総株主の議決権・保有

する議決権の数の状況 

 届出事由発生前① 届出事由発生後② 増減 （②－①） 

総株主の議決権 個 個 個 

保有議決権数 個 個 個 

議決権保有割合 ％ ％ ％ 

保険主要株主でなくな

った理由及び事由 
 

保険主要株主でなくな

った日 
年      月      日（  ） 

 

 

 

 



別紙様式 7 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険主要株主名         

                            代表者名           

（連絡先）           

 

総株主の議決権の百分の五十を超える議決権の保有者でなくなった届出書 

         

  ○○保険会社の総株主の議決権の百分の五十を超える議決権の保有者でなくなったので、保険業法第 271 条の

32 第 1 項第 4号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

 

 総株主の議決権・保有 

 する議決権の数の状況 

 

 届出事由発生前① 届出事由発生後② 増 減（②－①） 

総株主の議決権 個 個 個 

保有議決権数 個 個 個 

議決権保有割合 ％ ％ ％ 

百分の五十を超える数の議決

権の保有者でなくなった理由

及び事由 

 

百分の五十を超える数の議決

権の保有者でなくなった日 
       年      月      日（  ） 

 

(注) 届出事由発生後も基準議決権数を超える議決権を保有している場合に提出すること。 

 



別紙様式 8 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

商号又は名称          

                  代表者名           

（連絡先）           

 

解散届出書 

         

  ○○保険会社の保険主要株主でありましたが、解散したので、保険業法第 271 条の 32

第 1 項第 5 号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

  

 解 散 の 理 由  

 解 散 日 年      月      日（  ） 

 保 有 議 決 権 数           個（総株主の議決権に対する割合   ％） 

 保有議決権の処分方法  

 

 

 

 



別紙様式 9 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険主要株主名         

                  代表者名           

（連絡先）           

 

総株主の議決権の百分の五十を超える議決権を一の株主により 

取得又は保有されることに係る届出書 

         

  ○○保険会社の保険主要株主でありますが、総株主の議決権の百分の五十を超える議決

権を一の株主により取得又は保有されることになったので、保険業法第 271 条の 32 第 1

項第 6 号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

一の株主の氏名又は名称  

一の株主の住所又は主たる

事 務 所 の 所 在 地 
 

一 の 株 主 の 連 絡 先  

保 有 さ れ る 議 決 権 数         個（総株主の議決権に対する割合    ％） 

保 有 さ れ る 日 年      月      日（  ） 

 

 

                                           

 



別紙様式 10 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険主要株主名         

                  代表者名           

（連絡先）           

 

定款（又は定款に準ずる定め）の変更届出書 

 

  ○○保険会社の保険主要株主でありますが、定款（又は定款に準ずる定め）を変更いた

しましたので、保険業法第 271 条の 32 第 1 項第 7 号及び保険業法施行規則第 210 条の 14

第 1 項第 1 号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

変更事項 
変更前  

変更後  

変 更 し た 日 年      月      日（  ） 

理 由  

 



別紙様式 11 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

保険主要株主名         

                        代表者名           

（連絡先）           

 

○○の変更（又は廃止）届出書 

 

  ○○保険株式会社の保険主要株主でありますが、○○について変更（又は廃止）いたしましたので、

保険業法第 271条の 32第 1項第 7号及び保険業法施行規則第210条の 14第 1項第 2号の規定に基づき、

下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

変 更 （ 又 は 廃 止） 項目  

変 更 前  

変 更 後  

変更（又は廃止）した日 年      月      日（   ） 

理 由  

 



（様式Ⅱ－３－１０－３（３）） 

 

金融庁長官 殿 

金融機関名        

代 表 者              

 

担当者情報 

所属  

氏名  

電話番号  

E-mail  

 

今般、以下のように障害等が発生したので、金監第   号に基づき報告します。 

 

障 害 発 生 等 報 告 書 

（第  報）                    （ 連絡日時：  年 月 日 時 分 ） 

項  目 内  容 

障害の発生 

日時・場所 

発生日時    年  月  日   時  分頃 

発生場所  

障害の発生した

サービス 

サービスの概要  

サービスへの影響  

障害原因 

障害分類  

原因内容等 
□ 未確認  □ 確認済 

内容（                  ） 

対象システム 

システム名称  

システムの概要 

 

 

 

被害状況等 

復旧見込 

□ 復 旧 済 み（ 日 時頃） 

□ 復旧見込み（ 日 時頃） 

□ 不 明 

被害状況  

復旧までの影響  

他の事業者等への影響等  

対処状況 

復旧までの対応  

対外説明  

その他の連絡先等  

事後改善策  



（ 記 載 要 領 ） 

 

１．第１報については、障害等の全容が判明する前の断片的なものであっても差し支えないも

のとする 

第２報以降については、第１報後の状況の変化の都度適時にその状況を記載すること 

なお、「連絡日時」には、各報告を行った時点での日時を記載すること 

 

２．サービスへの影響や原因等が多岐に亘る場合、または補足説明資料等がある場合について

は、本様式にその旨記載した上で、別紙に記載し添付することも可能とする（様式任意） 

 

３．「障害の発生日時・場所」欄における「発生場所」については、障害が発生しているシステ

ムの設置場所等（市町村名まで）及び店舗等の名称を記載すること 

 

４．「障害原因」欄における「障害分類」については、報告時点において障害分類表で示した原

因の中で分類可能なものを記載すること 

なお、障害の原因が多岐に亘る場合は、該当し得るものを複数記載することを可とする 

また、「災害」を起因とするシステム障害については、通信障害による遠隔地での通信スル

ープット低下等のように被災地以外で発生したものに限り、本様式に記載すること（被災地

で発生しているシステム障害は本様式に記載する必要はない） 

 

５．「対象システム」欄における「システム名称」については、障害が発生しているシステムの

名称、または当該システムが担っている業務名（勘定系、対外接続系等）を記載すること 

 

６．「被害状況等」欄における「被害状況」については、被害（顧客への影響等）が確認されて

いる場合には、必要に応じその状況を記載すること 

 

７．「他の事業者等への影響等」欄については、他の事業者等に対して攻撃・障害等が波及する

可能性、現況等が確認されている場合には、その内容を記載すること 

 

８．「対処状況」欄における「復旧までの対応」については、応急措置や抜本的対応（代替措置

等の状況・方針）、抜本的対応の準備に要する時間等を記載すること 

 

９．「対処状況」欄における「その他の連絡先等」については、警察、セキュリティ関係機関、

他省庁等に対して、既に本障害等を報告している場合に、その内容を記載すること 

 



（ 障 害 分 類 表 ） 

 

本様式の「障害原因」欄における「障害分類」には、下記表のコード番号を記載すること 

報告時点において障害原因が不明である場合は、障害分類は空白であっても差し支えない 

 

脅威の類型 

 

コード 

番号 

原因の分類 説明 

サイバー攻撃

をはじめとす

る意図的要因 

１－１ 外部からの不正アクセス、

DoS 攻撃 

外部からのサイバー攻撃による障害 

１－２ コンピュータウイルスへ

の感染 

コンピュータウイルスへの感染による障害 

１－３ その他の意図的要因 その他の意図的要因による障害 

非意図的要因 ２－１ ソフトウェア障害 ソフトウェアの不具合等による障害 

２－２ ハードウェア障害 ハードウェア等物理的な不具合等による障害 

２－３ 管理面・人的要因 設定ミス、操作ミス、外部委託管理上の問題等による障害 

２－４ その他の非意図的要因 その他の非意図的要因による障害 

災害や疾病 ３ 災害や疾病 災害や疾病による障害 

他分野の障害

からの波及 

４－１ 情報通信分野（電気通信）

からの波及 

利用する電気通信サービスからの波及による障害 

４－２ 電力分野からの波及 利用する電力利用からの波及による障害 

４－３ 水道分野からの波及 利用する水道供給からの波及による障害 

４－４ 上記以外の他分野からの

波及 

上記以外の他分野からの波及による障害 

その他 ５ その他 上記の脅威の類型以外の理由による障害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

















（別紙１）

　　　　　　職種区分

項目
内勤職員 営業職員 個人保険代理店 法人保険代理店

 個人保険代理店
使用人

 法人保険代理店
使用人

 日　　付

 商号又は名称・  法人名、代表者

 氏名  の役職及び氏名

 を記名する。

 法定代理人氏名  記載しない。

 職種区分

 登　　録

 商号・名称又は  登記簿謄本等に

氏名  ある法人名

 代表者又は管理人  代表者氏名

 の氏名

 生年月日・性別  代表者の生年

 月日・性別

 事務所の名称 所属する支社名等  代申支社名  住民票等にある  母店名（他事務  記載しない。  勤務している事

 氏名  所がある場合は  務所

 別葉に記載）

 事務所の所在地 所属する支社等の  代申支社の所在  事務所の所在地  母店の所在地  所属代理店の事  勤務している事

所在地 地  （同上）  務所の所在地  務所の所在地

 所属代理店等の商号

等

 所属保険会社の商

 号、名称又は氏名

 他に行っている業務

 の種類

 備　　考  代表者の整理番

 号。整理番号の

 付番方法は申請

 番号に準じる。

 代表者が生命

 保険協会が行っ

 ている一般課程

試験に合格してい

 るかを記載する。

(注）

  所在地）若しくは母店(母店の所在地）を記載することにより代えることができる。

１．法人保険代理店の代表者が複数いるときは、２人目以降の代表者全員分の登録申請書の下片を提出する。

  記載する欄は、「職種区分、登録、商号、名称又は氏名、生年月日、性別、代表者又は管理人の氏名、所属保険会社の商号、名称

  又は氏名、備考」とし、記載内容は、法人保険代理店の当該欄の内容に準じる。

２．法人保険代理店の事務所は、募集人が所属する事務所がある場合に記載し、各事務所の名称及び所在地は、別葉に記載する。

（様式Ⅲ－２－１①）

  なお、代申支社が事務所別募集人一覧表を作成することにより代えることができる。

３．法人保険代理店使用人の事務所は、当該法人代理人の本店若しくは母店が当該使用人の勤務している事務所を常時把握し、かつ、所

  属保険会社が当該使用人の勤務している事務所を速やかに把握できる体制となっている場合には､当該法人保険代理店本店(本店の

 記載しない。  記載しない。

 所属保険会社の商号、名称又は  所属保険会社の商号、名称又は氏名と代申支社名。乗合の場合は、

氏名  代申会社がわかるようにする。

 他に行っている業務がある場合は、その主要な業務を１つ記載する。ない場合は、その旨記載する。

 記載しない。 所属代理店の商号、名称又は氏名を
記載する。（個人保険代理店使用人に
あって は、屋号を記載しない。）

 住民票等にある生年月日・性別  住民票等にある生年月日・性別

 とする。申請番号は、別紙２「申請番号・登録番号の記載要領」により記載させるものとする。

 住民票等にある氏名  住民票等にある氏名

 記載しない。  記載しない。

 該当の職種区分を余白に記載する。

便宜上代申支社において登録年月日欄には、登録申請年月日を記載し、登録番号欄には、申請番号を記載しておく
もの

る。法定代理人は、父母の一方若しく
は後見人をもって足りるものとする。

 は代表者の氏名を記載し、屋号は記載しない。

 内勤職員等と同様 申請者が営業に関し成年者と同一

 の能力を有しない未成年者のとき 記
名す

 申請書記載日

 内勤職員等と同様

 外国人で通称名が登録されている者は、本国名か

 通称名かいずれか一方を選択する。個人保険代理店







①　生命保険会社

会社名 コード 会社名 コード 会社名 コード

日 本 ＤＡ Ｓ Ｂ Ｉ ＤＺ イ オ ン ・ ア リ ア ン ツ ＥＺ

ニ ッ セ イ ・ ウ ェ ル ス ＤＤ オ リ ッ ク ス ＥＡ メ ッ ト ラ イ フ ＦＣ

Ｔ ＆ Ｄ ﾌ ｨ ﾅ ﾝ ｼ ｬ ﾙ ＤＦ ア ク サ ＥＢ ア フ ラ ッ ク ＦＴ

太 陽 ＤＨ エ ヌ エ ヌ ＥＣ チ ュ ー リ ッ ヒ ＦＷ

第 一 ＤＪ 三井住友海上あいおい ＥＤ カ ー デ ィ フ ＦＸ

大 同 ＤＫ フ コ ク し ん ら い ＥＥ ラ イ フ ネ ッ ト ＪＡ

富 国 ＤＯ 東京海上日動あんしん ＥＪ ア ク サ ダ イ レ ク ト ＪＢ

朝 日 ＤＰ Ｆ Ｗ Ｄ ＥＮ み ど り ＪＣ

ジ ブ ラ ル タ ＤＱ マ ニ ュ ラ イ フ ＥＱ 楽 天 ＪＤ

明 治 安 田 ＤＲ ネ オ フ ァ ー ス ト ＥＲ メ デ ィ ケ ア ＪＦ

大 樹 ＤＳ
ﾌﾟﾙﾃ ﾞﾝｼｬﾙ ｼﾞﾌ ﾞﾗﾙﾀ
ﾌ ｧ ｲ ﾅ ﾝ ｼ ｬ ﾙ

ＥＴ は な さ く ＪＧ

住 友 ＤＴ
三 井 住 友 海 上
プ ラ イ マ リ ー

ＥＵ な な い ろ ＪＨ

ソ ニ ー ＤＵ ク レ デ ィ ・ ア グ リ コ ル ＥＷ

Ｓ Ｏ Ｍ Ｐ Ｏ ひ ま わ り ＤＷ 第 一 フ ロ ン テ ィ ア ＥＸ

プ ル デ ン シ ャ ル ＤＹ か ん ぽ ＥＹ

生保会社コード一覧



②　外国生命保険会社等

会　　　社　　　名 コード 備　　　考

ﾊﾟｲｵﾆｱ･ｱﾒﾘｶﾝ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ ＦＡ

ﾜｰﾙﾄﾞ･ｻｰﾋﾞｽ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ･ｵﾌﾞ･ｺﾛﾗﾄﾞ FB

ﾐｯﾄﾞﾗﾝﾄﾞ･ﾅｼｮﾅﾙ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ ＦＨ

ｱﾒﾘｶﾝ･ﾌｲﾃﾞﾘﾃｨ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ ＦＭ

ﾌｧｰｽﾄ･ﾅｼｮﾅﾙ･ﾗｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ･ｵﾌﾞ･ｱﾒﾘｶ ＦＮ

ﾄﾗﾝｽ･ﾜｰﾙﾄﾞ･ｱｼｭｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ ＦＲ



（様式Ⅲ－２－１②）

（別紙１）　

下
片

受　　　付 記載を要しない 同 左

る。

抹　　　消 記載を要しない 同 左

代申会社名とその登録番号を記載して提

出すれば添付書類を省略することができ

いて添付書類徴求済の旨を記載する。 登録する事務所の登録申請書の備考欄に

所属保険会社の商 乗合会社（代申会社以外）がある場合 同 左

録を受けている場合はその旨を記載する。 録を受けている場合はその旨記載する

「本店にて呈示済」の旨記載し、本店の

び登録申請書の添付書類を代理店から徴 代理店がその支店等を別個の代理店と

求したことの確認として、代申会社にお して登録の申請を行う場合には、新たに

号、名称又は氏名 は乗合会社名を略記する。

備　　　考 代申会社が、登録申請書の記載事項及 同 左

の種類 のとする。ただし、生命保険募集人の登 のとする。ただし、生命保険募集人の登

他に業務を行ってい 他に業務を行っている場合については、 他に業務を行っている場合については、

は名称欄の記載を要しない。） 代理店が別個に支店等の登録を行う場

合には、既登録の代理店の事務所につい

事務所の名称・所在 損害保険代理業務を行う事務所につい

る場合は、その業務 その主要な業務の記載をもって足りるも その主要な業務の記載をもって足りるも

ては、登録申請書の「事務所の名称、所

在地」欄の記載を要しない。

損害保険代理業務を行う事務所につい

地 て記載する。（事務所の名称がない場合 て記載する。

筆頭者以外の代表者については、代表者

別表に記載する。

るものとする。

生年月日等 申請者の生年月日及び性別を記載する。 筆頭者の生年月日及び性別を記載し、

」（別紙様式65、以下「代表者別表」と

いう。）に記載し、登録申請書に添付す

には筆頭者を記載し、その他の代表者に

ついては、「代表者又は管理人（別表）

代表者又は管理者の 代表者又は管理者の氏名を記載する。

氏名 なお、代表者が複数いる場合は、当該欄

代申会社名 代申会社名を記載する。 同 左

商号・名称又は氏名 氏名を記載する。 商号又は名称を記載する。

　登録番号欄は、別紙２「登録番号の記

載要領」により代申会社に記載させるも

登　　　録 　登録年月日欄は、管轄財務局において 同 左

記載する。

し成年者と同一の能力を有しない未成年

者の場合に記載する。

とすることで差し支えない。

法定代理人氏名・印 法定代理人氏名は、申請者が営業に関

合、登録申請者は、登録をしようとする

代理店の支店長等とせず、本店の代表者

損害保険代理店登録申請書記載要領

区分

筆頭者の氏名を記載することとする。

　代理店が、別個に支店の登録を行う場

 商号又は名称・氏名 　氏名は代表者又は管理人の氏名を記載

する。なお、代表者が複数いる場合は、

項目

日　　付 財務局への登録申請日を記載する。 同 左

個　人　保　険　代　理　店 法　人　保　険　代　理　店

上
片



（様式Ⅲ－２－１②）

（別紙２）

代理店事務所所在地による都道府県別一連番号の頭に代申会社別区分番号（別表１）及び

代理店事務所所在都道府県別区分番号（別表２）を付したものをもって当該代理店の登録番号

とするものとする。　　　　　　

（注）上記による登録番号例

××△△○○○○

代申会社の都道府県別一連番号

代理店事務所所在都道府県別区分番号

代申会社別区分番号

（例）

０９２５０００１

代申会社(東海日動社)の都道府県別一連番号

(４桁に限らない)
東京都

東海日動社(代申会社)

登 録 番 号 の 記 載 要 領



代申会社別区分番号

会　　社　　名 番　号 会　　社　　名 番　号

三井住友　※ （０１） ＨＤＩグローバル　※ （４９）

共栄 ０２ 損保ジャパン　※ （５３）

損保ジャパン　※ （０３） あいおいニッセイ同和損保　※ （５４）

三井住友 ０４ 明治安田損保　※ （５６）

損保ジャパン　※ （０５） 明治安田損保 ５７

あいおいニッセイ同和損保　※ （０６） セゾン　※ （５８）

あいおいニッセイ同和損保　 ０８ チャブ ６６

東海日動 ０９ チューリッヒ ６７

あいおいニッセイ同和損保　※ （１０） ザ・ニュー・インディア ７７

セコム １１ アクサ ８２

東海日動　※ （１２） カーディフ ８６

損保ジャパン　※ （１３） チャブ　※ （９３）

日新 １４ 現代 ９６

損保ジャパン　※ （１５） アニコム損保 ３Ｃ

ＡＩＧ損保 １６ アイペット損保 ３Ｅ

損保ジャパン １７ ＳＢＩ損保 ３Ｇ

楽天 １８ エイチ・エス損保 ３Ｈ

損保ジャパン　※ （１９） イーデザイン損保 ３Ｊ

大同 ２２ ａｕ損保 ３Ｋ

セゾン ２３ ペット＆ファミリー損保 ３Ｌ

ジェイアイ ２４ さくら損保 ３Ｍ

アリアンツ ２５ レスキュー損保 ３Ｎ

キャピタル損保 ２６ 全管協れいわ損保 ３Ｐ

ソニー ２７ ユーラーヘルメス ４Ａ

三井ダイレクト ２８ アトラディウス ４Ｃ

コファス ３５ ＨＤＩグローバル ４Ｇ

アメリカンホーム ３７ スイス損保 ４Ｈ

ＡＩＧ損保　※ （３９） スター ４Ｊ

ロイズ ４４

※当該番号については、合併前の既存代理店において使用する代申会社別区分番号である。





















 

 

［資料１］Ⅲ－１－９ 法令解釈等の照会を受けた場合の対応 関係 
金  融  庁 

  

金融庁における法令適用事前確認手続に関する細則 

  

 平成 13年３月 27日の閣議決定（行政機関による法令適用事前確認手続の導入について）に

おいては、「ＩＴ・金融等新規産業や新商品・サービスの創出が活発に行われる分野につい

て、民間企業等がある行為を行うに際し、法令に抵触するかどうかについての予見可能性を高

めるため、当該行為について特定の法令の規定との関係を事前に照会できるようにするととも

に、行政の公正性を確保し、透明性の向上を図るため、当該照会内容と行政機関の回答を公表

することとする」とされ、このため、「上記の分野に関し、民間企業等が、実現しようとする

自己の事業活動に係る具体的行為に関して、当該行為が特定の法令の規定の適用対象となるか

どうかを、あらかじめ当該規定を所管する行政機関に確認し、その機関が回答を行うととも

に、当該回答を公表する手続の指針」が定められたところである。 

 金融庁は、この閣議決定を踏まえ、当該手続を本年７月16日より実施することとし、下記の

とおり細則を定めたところである。 

  

記 

  

１ ．対象 

 
  (1)  対象法令（条項）の範囲 

 金融庁における本手続の対象となる法令（条項）は、金融庁が所管する法律及び

これに基づく政府令の条項のうち次のいずれかであって、平成 13年３月 27日の閣

議決定（行政機関による法令適用事前確認手続の導入について）における、「民間

企業等が、実現しようとする自己の事業活動に係る具体的行為に関して、当該行為

が特定の法令の規定の適用対象となるかどうかを、あらかじめ当該規定を所管する

行政機関に確認し、その機関が回答を行うとともに、当該回答を公表する」との趣

旨に該当するものとする。 

  
 



 

 

①  当該条項が申請（行政手続法（平成５年11月 12日法律第 88号）第２条第３

号にいう申請をいう。）に対する処分の根拠を定めるものであって、当該条項に

違反する行為が罰則の対象となる場合 

 

②  当該条項が届出等行政機関に対し一定の事項を通知する行為の根拠を定めるも

のであって、当該条項に違反する行為が罰則の対象となる場合 

 

③ 

 

 当該条項が不利益処分（行政手続法第２条第４号に定める不利益処分をい

う。）の根拠を定めるものである場合 

④  当該条項が民間企業等に対して直接に義務を課し又はこれらの権利を制限する

ものであって、照会の対象とすべきものと判断される場合 

 

  

(2)  対象となる法律の公表 

 本手続の対象となる法律を担当する課室については、一覧表を作成し、金融

庁のホームページにおいて公表することとする。なお、当該一覧表について

は、法律改正等の事情変更があった場合には、これを随時見直すこととする。 

 

  

２ ．照会 

 
  (1)  照会窓口 

 照会窓口は、金融庁監督局総務課とし、財務（支）局・沖縄総合事務局所管

の金融機関は、財務局等に照会する。財務局等は、照会を受けた場合には、金

融庁監督局総務課に対し、照会書（当該照会書に記載すべき事項を記録した電

磁的記録を含む。以下同じ。）を速やかに送付する。 

 なお、照会窓口たる金融庁監督局総務課は、下記(3)照会書の記載要領に示

す要件を満たした照会書が到達した場合は速やかに受け付け、照会事案に係る

法令を所管する担当課室に回付する。 

  

 照会者の範囲 



 

 

(2)  照会者は、実現しようとする自己の事業活動に係る具体的行為に関して、上

記１．の対象法令（条項）の適用に係る照会を行う者及び当該者から依頼を受

けた弁護士等であって、下記(3)の記載要領を満たした照会書を提出し、か

つ、照会者名、照会内容及び回答内容が公表されることに同意している者とす

る。 

  
 

（注）  照会者が法人（及び業界団体）である場合には、役員名で行うことを

原則とし、弁護士等である場合には委任状（照会者が法人である場合に

は役員名によるもの）の提出を求めることとする。なお、法人と弁護士

等との連名による照会も可能とし、この場合には、委任状の提出は要し

ないこととする。 

 弁護士等とは、弁護士、公認会計士等、照会事項につき高い専門的知

見を有する者とする。 

 

 

(3) 

 

 照会書の記載要領 

 照会書は、下記の要件を満たしているものでなければならない（参考：別

紙様式１）。 

  
 

①  将来自らが行おうとする行為に係る個別具体的な事実が記載されている

こと。 

 

②  上記１．(2)に基づき金融庁がホームページにおいて公表した法律及び

これに基づく政府令の条項のうち、適用対象となるかどうかを確認したい

法令の条項が特定されていること。 

 

③  照会者名並びに照会及び回答内容が公表されることに同意していること

が記載されていること。 

 

④  上記②において特定した法令の条項の適用に関する照会者の見解及びそ

の根拠が明確に記述されていること。 

 

  



 

 

(4) 照会書の補正及び追加資料の提出 

 金融庁は、照会書の記載内容が不十分な場合、照会者の本人確認をする場

合等、必要な限度において照会者に対し、照会書の補正、追加資料の提出等

所要の対応を求めることができる。 

 ただし、追加資料は必要最小限とし、照会者の過度な負担とならないよう

努めることとする。 

 

(5) 

 

 照会書の名宛人 

 照会書における名宛人は、照会案件に係る法令を所管する担当課室の長と

する。 

 

  

３ ．回答 

 
  (1)  回答期間 

 上記２．の照会を受けた課室の長は、照会者からの照会書が照会窓口に到達

してから原則として30日以内に照会者に対する回答を行うものとする。ただ

し、次に掲げる場合には、各々の定める期間を回答期間とする。なお、いずれ

の場合においても、できるだけ早く回答することに努めることとする。 

  
 

①  高度な金融技術等に係る照会で慎重な判断を要する場合 原則 60日以内 

 

②  担当部局の事務処理能力を超える多数の照会により業務に著しい支障が生

じるおそれがある場合 30日を超える合理的な期間内 

 

③  他府省との共管法令に係る照会の場合 原則 60日以内 

 

 

 

 上記２．(4)により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数

は、回答期間に算入しないものとする。 

 30 日以内に回答を行わない場合には、照会者に対して、その理由及び回答

時期の見通しを通知することとする。 



 

 

 

(2) 

 

 回答書の名義人 

 回答書（当該回答書に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。）の名

義人は、照会案件に係る法令を所管する担当課室の長とする。 

 

(3) 

 

 回答の方式 

 照会に対する回答は、書面又は電子情報処理組織を使用する方法その他の

情報通信の技術を利用する方法により行うものとする（参考：別紙様式

２）。ただし、照会者が口頭で回答することに同意する場合には、この限り

でない。 

 回答に当たっては、当該事実が照会に係る法令の適用の対象となるか否か

に関する見解及び根拠を明示するほか、以下のような注を付することとす

る。 

 「（注）本回答は、照会対象法令（条項）を所管する立場から、照会者か

ら提示された事実のみを前提に、照会対象法令（条項）との関係のみについ

て、現時点における見解を示すものであり、事実が記載と異なる場合、記載

されていない関連事実が存在する場合、関係法令が変更される場合などに

は、考え方が異なるものとなることもある。また、本回答は、もとより、捜

査機関の判断や罰則の適用を含めた司法判断を拘束しうるものではない。」 

 

(4) 

 

 回答を行わない事案 

 課室の長は、以下に掲げる要件に該当する照会に対しては、回答を行わな

いことができる。この場合において、課室の長は、照会者に対し、遅滞な

く、回答を行わない旨及びその理由を通知することとする。 

  
 

①  判断の基礎となる事実関係に関する情報が不明確である又は不足してい

る照会 

 

②  民間における自主ルール、取り決めに関する照会 

 



 

 

③  既に公表されている告示等により法令適用についての考え方が明らかな

事案に係る照会 

 

④  既に金融庁のホームページにおいて回答が公表されている照会と同種類

似の照会 

 

⑤  照会者について、法令を執行するための調査等が行われている事案、又

は現に法令の執行が行われている事案に係る照会 

 

⑥  類似の事案が争訟（訴訟、行政不服審査法に基づく不服申立て及びその

他の法令に基づく不服申立て）の対象となっている照会 

 

 

(5) 

 

 照会の取下げ 

 課室の長は、回答を行うまでの間に照会者から照会の取下げの申出があっ

た場合には、上記３．(1)ないし(3)の規定にかかわらず、当該申出に係る照

会に対する回答を行わないものとする。この場合において、下記４．の規定

は適用しない。 

 

  

４ ．照会及び回答についての公開の方法 

 

   照会者名並びに照会及び回答の内容は、原則として 30日以内に全て金融庁ホームペ

ージに掲載して公開する。 

 ただし、照会者が、照会書に、回答から 30日を超えて公開を希望する理由及び公開

可能とする時期を付記している場合であって、その理由が合理的であると認められると

きは、回答から 30日を超えてから公開することができる。この場合においては、必ず

しも照会者の希望する時期まで公開を延期するものではなく、公開を延期する理由が消

滅した場合には、公開する旨を照会者に通知した上で、公開することができる。また、

照会及び回答内容のうち、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成 11年５

月 14日法律第 42号）に定める不開示事由に該当しうる情報が含まれている場合、必要

に応じ、これを除いて公表することができる。 



 

 

  

５ ．実施時期 

 

   平成 13年７月 16日より実施する。 

  （ 改正） 

・ 平成 15年７月４日 上記４．改正、実施。 

・ 平成 16年５月 14日 上記３．(3)、(5)改正、実施。 

・ 平成 17年 10月７日 上記２．(3)、３．(1)、(3)、(4)改正、実施。 

・ 平成 19年７月２日 上記１．(1)、２．(1)、(2)、(3)、(4)、３．(1)、４．改

正、実施 

・ 令和 3年６月 30日 上記２．(1)、(2)、(3)、(4)、(5)、３．(1)、(2)、(3)改

正、実施。 

 

 



別紙様式１ 
 

金融庁における法令適用事前確認手続（照会書） 
 

  年  月  日 
 
（担当各課室長）殿 
 

照会者名（法人にあってはその名称及び代表者の氏名）   
住所（法人にあっては主たる事務所等の所在地）      
〒       
連絡先 
電 話 番 号                   
電子メールアドレス                   
（注）代理人による照会の場合は、照会者に関する事項を

記載することのほか、これに準じて当該代理人に関す

る事項を記載すること。 
 
 
金融庁における法令適用事前確認手続に関する細則２．（３）の規定に基づき、下記のと

おり照会します。 
なお、照会及び回答内容が公表されることに同意します。 

 
記 

 
１．法令の名称及び条項 
 
２．将来自らが行おうとする行為に係る個別具体的な事実 
 
３．当該事実が照会法令の適用対象となる（ならない）ことに関する照会者の見解及び根

拠 
 
４．公表の延期の希望（希望する場合のみ） 
（１）理由 
（２）公表可能時期 

 






